
平成 26 年 11 月 19 日  

金融庁 

「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令等（案）」及び「金融商品

取引業者等向けの総合的な監督指針の一部の改正（案）」に対するパブリ

ックコメントの結果等について 

１．パブリックコメントの結果について 

金融庁では、「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令等（案）」及び「金融

商品取引業者等向けの総合的な監督指針の一部の改正（案）」につきまして、平成

26 年７月１日（火）から平成 26 年７月 31 日（木）にかけて公表し、広く意見の募

集を行いました。 

その結果、８の個人及び団体より延べ 116 件のコメントをいただきました。本件

について御検討いただいた皆様には、御協力いただきありがとうございました。 

本件に関してお寄せいただいたコメントの概要及びコメントに対する金融庁の

考え方は別紙１（PDF： KB）を御覧ください。 

 なお、本件とは直接関係しないコメントもお寄せいただきましたが、これらにつ

きましては、今後の金融行政の参考とさせていただきます。 

２．公布・施行日等について 

（１）金融商品取引法施行令の一部を改正する政令 

本件の政令は、平成 26 年 11 月 14 日（金）に閣議決定されており、本日公布さ

れ、附則第２項及び第３項については公布の日から施行し、その他については平

成 27 年９月１日（火）から施行される予定です。 

（２）金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令 

本件の府令は、本日公布され、平成 27 年９月１日（火）から施行される予定で

す。 

（３）金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針の一部の改正 

改正後の「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」は、平成 27 年９月１

日（火）から適用される予定です。

具体的な内容については別紙２～別紙７を御参照ください。 

なお、「内閣府の所管する金融関連法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等

における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則（平成 17 年内閣府令第 21

号）」についても一部改正を行っておりますが、これは、行政手続法第４条第４項

第１号又は第 39 条第４項第２号、第７号若しくは第８号に該当するため、同法に

定める意見公募手続は実施しておりません。 

資料３－１－１ 

－ 280 －



お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

総務企画局市場課（内線 3687） 

（別紙１）コメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方（PDF:  KB） 

（別紙２）金融商品取引法施行令の一部を改正する政令 新旧対照表（PDF:  KB） 

（別紙３）金融商品取引法施行令の一部を改正する政令 附則（PDF:  KB） 

（別紙４－１）金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令 新旧

対照表（PDF:  KB） 

（別紙４－２）金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（別紙

様式） 新旧対照表（PDF:  KB） 

（別紙５）内閣府の所管する金融関連法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等に

おける情報通信の技術の利用に関する法律施行規則 新旧対照表（PDF:  KB） 

（別紙６）金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令  附則（PDF:  

KB） 

（別紙７）金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針（PDF:  KB） 
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平成 26 年８月１日 

金融庁 

「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令（案）」等（商品関連市場

デリバティブ取引に係る行為規制関係）に対するパブリックコメントの

結果等について 

１．パブリックコメントの結果 

「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令（案）」等（商品関連市場デリバ

ティブ取引に係る行為規制関係）につきまして、平成 26 年５月 30 日（金）から同

年６月 30 日（月）にかけて公表し、広く意見の募集を行いました。 

その結果、297 の個人及び団体より延べ 304 件のコメントをいただきました。本

件について御検討いただいた皆様には、御協力いただきありがとうございました。 

本件に関してお寄せいただいたコメントの概要及びそれに対する金融庁の考え

方は別紙１（PDF：K）を御覧ください。 

２．本件の政令・内閣府令の公布 

本件の政令は、本日閣議決定されており、内閣府令と併せて、平成 26 年８月６

日（水）に公布される予定です。 

３．施行日 

本件の政令・内閣府令については、平成 26 年９月１日（月）から施行されるこ 

ととなります。 

○ 本件で公表する政令 
 概要 具体的な内容 

金融商品取引法施行令の一部を改正する政

令 
［別紙２－１(PDF: K)］ ［別紙２－２(PDF: K)］

○ 本件で公表する内閣府令 
 概要 具体的な内容 

金融商品取引業等に関する内閣府令の一部

を改正する内閣府令 
［別紙３－１(PDF: K)］ ［別紙３－２(PDF: K)］

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

総務企画局市場課（内線 2644） 
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平成 26 年６月 27 日 

金融庁 

平成 25年金融商品取引法等改正（１年半以内施行）等に係る政令・内閣

府令案等に対するパブリックコメントの結果等について 

１．パブリックコメントの結果 

平成 25 年金融商品取引法等改正（１年半以内施行）等に係る政令・内閣府令案

等につきまして、金融商品取引法施行令等改正案を平成 26 年４月 25 日（金）から

平成 26 年５月 26 日（月）にかけて公表し、広く意見の募集を行いました。 

その結果、29 の個人及び団体より延べ 104 件のコメントをいただきました。本件

について御検討いただいた皆様には、御協力いただきありがとうございました。 

本件に関してお寄せいただいたコメントの概要及びそれに対する金融庁の考え

方は別紙（PDF：K）を御覧ください。 

以上のほか、本件とは直接関係しないコメントもお寄せいただきましたが、これ

らにつきましては、今後の金融行政の参考とさせていただきます。 

２．本件の政令・内閣府令 

本件の政令は、本日閣議決定されており、内閣府令等と併せて、平成 26 年７月

２日（水）に公布されることとなります。 

３．施行日 

金融商品取引法等の一部を改正する法律（平成 25 年法律第 45 号）の施行日は、

「公布の日（平成 25 年６月 19 日）から起算して１年６月を超えない範囲内におい

て政令で定める日」とされており、具体的には、平成 26 年 12 月１日（月）です。

（当該施行日を定める政令は、本日閣議決定されており、平成 26 年７月２日（水）

に公布されることとなります。） 

本件の政令・内閣府令等についても、平成 26 年 12 月１日（月）から施行される

こととなります。 

ただし、一部の改正については、以下のとおり施行又は適用されることとなりま

す。 

・別紙２－１Ⅱ３及び金融商品取引所等に関する内閣府令別紙様式第十三号の

改正については、平成 26 年７月 22 日から施行されることとなります。 

・別紙２－１Ⅶ４の改正については、平成 27 年４月１日以後に提出される事業

報告書について適用されることとなります。 

・別紙６の改正については、本日より適用されることとなります。 

４．投資信託及び投資法人に関するＱ＆Ａ 

投資信託及び投資法人に関し、別紙７及び８のとおり、Ｑ＆Ａを公表しました。 

○ 本件で公表する政令 
 概要 具体的な内容 

金融商品取引法施行令等の一部を改正する ［別紙１－１(PDF: K)］ ［別紙１－２(PDF: K)］
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政令 

○ 本件で公表する内閣府令 
 概要 具体的な内容 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣

府令等の一部を改正する内閣府令 
［別紙２－１(PDF: K)］ ［別紙２－２(PDF: K)］

○ 本件で公表する共管命令 
 概要 具体的な内容 

社債、株式等の振替に関する命令 ［別紙３－１(PDF: K)］ ［別紙３－２(PDF: K)］

犯罪による収益の移転防止に関する法律施

行規則 
［別紙４－１(PDF: K)］ ［別紙４－２(PDF: K)］

○ 本件で公表するガイドライン 
 具体的な内容 

特定有価証券の内容等の開示に関する留意

事項について（特定有価証券開示ガイドラ

イン） 

［別紙５(PDF: K)］ 

○ 本件で公表する監督指針 
 具体的な内容 

金融商品取引業者等向けの総合的な監督指

針 
［別紙６(PDF: K)］ 

○ 本件で公表するＱ＆Ａ 
 具体的な内容 

投資信託に関するＱ＆Ａ ［別紙７(PDF: K)］ 

投資法人に関するＱ＆Ａ ［別紙８(PDF: K)］ 

なお、本件のうち、一部の政府令については、行政手続法第 39 条第４項第８号で

定める「軽微な変更」等に該当するため、同法に定める意見公募手続は実施しており

ません。 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

（別紙１－１～２－２、７、８）について…総務企画局市場課市場機能強化室（内線

3621、2386） 

（別紙３－１、３－２）について…総務企画局市場課市場企画管理官室（内線 3687） 

（別紙４－１、４－２）について…総務企画局企画課調査室（内線 3911、3514） 

（別紙５）について…総務企画局企業開示課（内線 3669） 

（別紙６）について…監督局証券課（内線 3724） 

※本件に関する庁内の担当部局は多岐にわたることから、御意見・お問い合わせの内容

に応じて、上記の御意見の送付先・お問い合わせ先のほか、各担当部局から対応させ

ていただくことがあります。 
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平成 26 年 11 月 21 日 

金融庁 

平成 26年金融商品取引法等改正（６ヶ月以内施行）に係る 

政令・内閣府令案に対するパブリックコメントの結果等について 

１．パブリックコメントの結果 

金融庁では、平成 26 年金融商品取引法等改正（６ヶ月以内施行）に係る政令・

内閣府令案につきまして、平成 26 年７月４日（金）から平成 26 年８月４日（月）

にかけて公表し、広く意見の募集を行いました。 

その結果、１団体より１件のコメントをいただきました。本件について御検討い

ただいた皆様には、御協力いただきありがとうございました。 

本件に関してお寄せいただいたコメントの概要及びそれに対する金融庁の考え

方は、別紙１を御覧ください。このほか、本件とは直接関係しないコメントもお寄

せいただきましたが、これらにつきましては、今後の金融行政の参考とさせていた

だきます。 

具体的な改正の内容については、別紙２～別紙５を御参照ください。 

なお、「長期信用銀行法施行令」、「最終指定親会社及びその子法人等の保有する

資産等に照らし当該最終指定親会社及びその子法人等の自己資本の充実の状況が

適当であるかどうかを判断するための基準を定める件」及び「金融庁長官が定める

場合において、最終指定親会社が経営の健全性の状況を記載した書面に記載すべき

事項を定める件」については、行政手続法第 39 条第４項第８号で定める軽微な変

更に該当するため、同法に定める意見公募手続（パブリックコメント）は実施して

おりません。 

２．本件の政令・内閣府令等の公布、施行日 

本件の政令は、本日閣議決定されており、内閣府令及び告示と併せて、平成 26

年 11 月 27 日（木）に公布される予定です。 

金融商品取引法等の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 44 号）の一部の施行

日は、「公布の日（平成 26 年５月 30 日）から起算して６月を超えない範囲内にお

いて政令で定める日」とされており、具体的には、平成 26 年 11 月 29 日（土）で

す。（当該施行日を定める政令は、本日閣議決定されており、平成 26 年 11 月 27 日

（木）に公布される予定です。） 

本件の政令、内閣府令及び告示についても、平成 26 年 11 月 29 日（土）から施

行されることとなります。 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

（別紙１～３）･･･総務企画局市場課（内線 3943） 

（別紙４・５）･･･監督局証券課（3360） 

（別紙１）コメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方（PDF：KB） 
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（別紙２）金融商品取引法施行令等の一部改正(PDF: KB) 

（別紙３）金融商品取引業等に関する内閣府令の一部改正(PDF: KB) 

（別紙４）最終指定親会社及びその子法人等の保有する資産等に照らし当該最終指定

親会社及びその子法人等の自己資本の充実の状況が適当であるかどうか

を判断するための基準を定める件の一部改正(PDF: KB)  

（別紙５）金融庁長官が定める場合において、最終指定親会社が経営の健全性の状況

を記載した書面に記載すべき事項を定める件の一部改正(PDF: KB)
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平成 27 年 5 月 12 日 

金融庁 

平成 26年金融商品取引法等改正（１年以内施行）等に係る政令・内閣府

令案等に対するパブリックコメントの結果等について 

１．パブリックコメントの結果 

平成 26 年金融商品取引法等改正（１年以内施行）等に係る政令・内閣府令案等

につきまして、平成 26 年 10 月 27 日（月）から平成 26 年 11 月 27 日（木）にかけ

て及び平成 27 年 2 月 13 日（金）から平成 27 年 3 月 16 日（月）にかけて公表し、

広く意見の募集を行いました。 

その結果、32 の個人及び団体より延べ 170 件のコメントをいただきました。本件

について御検討いただいた皆様には、御協力いただきありがとうございました。 

本件に関してお寄せいただいたコメントの概要及びそれに対する金融庁の考え

方は別紙（PDF：K）を御覧ください。 

以上のほか、本件とは直接関係しないコメントもお寄せいただきましたが、これ

らにつきましては、今後の金融行政の参考とさせていただきます。 

２．本件の政令・内閣府令等の公布 

本件の政令は、本日閣議決定されており、内閣府令等と併せて、平成 27 年 5 月

15 日（金）に公布される予定です。 

３．施行日 

金融商品取引法等の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 44 号）の施行日は、

「公布の日（平成 26 年 5 月 30 日）から起算して１年を超えない範囲内において政

令で定める日」とされており、具体的には、平成 27 年 5 月 29 日（金）です。（当

該施行日を定める政令は、本日閣議決定されており、平成 27 年 5 月 15 日（金）に

公布される予定です。） 

本件の政令・内閣府令についても、平成 27 年 5 月 29 日（金）から施行されるこ

ととなります(一部公布日施行)。 

○ 本件で公表する政令 
 概要 具体的な内容 

金融商品取引法施行令等の一部を改正する

政令 
［別紙１－１(PDF: K)］ ［別紙１－２(PDF: K)］

○ 本件で公表する内閣府令 
 概要 具体的な内容 

金融商品取引業等に関する内閣府令等の一

部を改正する内閣府令 
［別紙２－１(PDF: K)］ ［別紙２－２(PDF: K)］

特定金融指標算出者に関する内閣府令 ［別紙３－１(PDF: K)］ ［別紙３－２(PDF: K)］
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○ 本件で公表する共管命令 
 具体的な内容 

労働金庫法施行規則の一部を改正する命令 ［別紙４(PDF: K)］ 

農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関

する命令等の一部を改正する命令 
・ 農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する 

命令

・ 漁業協同組合等の信用事業等に関する命令 

・ 農林中央金庫法施行規則

［別紙５(PDF: K)］ 

投資者保護基金に関する命令の一部を改正する命令 ［別紙６(PDF: K)］ 

中小企業等協同組合法施行規則の一部を改正する命令 ［別紙７(PDF: K)］ 

経済産業省・財務省・内閣府関係株式会社商工組合中

央金庫法施行規則の一部を改正する命令 
［別紙８(PDF: K)］ 

○ 本件で公表する告示 
 具体的な内容 

長期信用銀行法施行令第二条に規定する剰余金及び引

当金等を定める件等の一部を改正する件 
［別紙９(PDF: K)］ 

農林中央金庫法の施行に関し定める件等の一部を改正

する件 
［別紙 10(PDF: K)］ 

株式会社商工組合中央金庫法の施行に関する告示の一

部を改正する件 
［別紙 11(PDF: K)］ 

労働金庫法施行規則第九十条の規定に基づく預金等の

受払事務を第三者に委託する場合の委託者等を定める

件の一部を改正する件 

［別紙 12(PDF: K)］ 

○ 本件で公表するガイドライン 
 具体的な内容 

企業内容等の開示に関する留意事項について（企業内

容等開示ガイドライン） 
［別紙 13(PDF: K)］ 

開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する

留意事項について 
［別紙 14(PDF: K)］ 

○ 本件で公表する監督指針 
 具体的な内容 

金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針 ［別紙 15(PDF: K)］ 

なお、本件のうち、一部の法令等については、行政手続法第 39 条第４項第８号で

定める「軽微な変更」等に該当するため、同法に定める意見公募手続は実施しており

ません。 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

総務企画局市場課市場機能強化室（内線 2644、2639） 

※本件に関する庁内の担当部局は多岐にわたることから、御意見・お問い合わせの内容

に応じて、上記の御意見の送付先・お問い合わせ先のほか、各担当部局から対応させ

ていただくことがあります。 
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「金融商品取引法の一部を改正する法律」

（平成27年法律第32号）に係る説明資料

平成２７年６月

金 融 庁

資料３－４－１
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金融商品取引法の一部を改正する法律の概要

○ ファンドへの信頼を確保し、成長資金を円滑に供給していくためにも、投資者被害を適切に防止して
いくことが必要。このため、「プロ向けファンド」の制度について、以下の対応を図る。

① 届出者の要件等：欠格事由の導入、届出書の内容の拡充・公表 等

② 行為規制の拡充：適合性の原則（顧客の知識・経験等に照らし不適当な勧誘の禁止）、
リスク等の説明義務等

③ 問題業者への行政対応等：業務改善・停止・廃止命令、罰則の強化 等

※ このほか、出資者の範囲について、投資判断能力を有する一定の投資家及びファンド業者と密接に関連する者に限定（政令事項）。
ガバナンスの確保、公認会計士による会計監査の実施など、相応の体制が整備されているベンチャー･ファンドについては、
上場会社の役員等や新規事業の立上げ等の実務経験のある者等の出資も可。

制度見直しの概要

○ 「プロ向けファンド」の販売等を行う届出業者は、
①他の登録業者と異なり、行為規制が緩く、
行政処分の対象となっていないこと、

②投資の素人にも販売が可能なこと、
から、投資家に被害を与えるケースが急増。

制度の現状

154

836

1,235

875※ 819

0

400

800

1,200

1,600

2009 2010 2011 2012 2013

1,518

「プロ向けファンド」届出業者に関する相談件数

※13年度と同期間（4～11月）の件数

（件数）

（年度）

（国民生活センター）

○ 投資運用業は、原則として登録制。ただし、１名以上の適格機関投資家（いわゆるプロ）及び49名
以内の適格機関投資家以外の投資家（アマ）により構成される「プロ向けファンド」については、届出
制によりファンド販売等が可能。

平成27年５月27日成立
６月３日公布
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プロ向けファンド

適格機関投資家等特例業務（いわゆる「プロ向けファンド」）

○ 投資運用業は、原則として登録制。ただし、１名以上の適格機関投資家（いわゆるプロ）及
び49名以内の適格機関投資家以外の投資家（アマ）を対象とするときに限り、当局に届出を
行うことにより、当該届出を行った者は、通常、業として登録が必要となる以下の２つの業務を
行うことが可能となる。

① 組合型集団投資スキーム持分の私募

② 組合型集団投資スキームの財産を主として有価証券やデリバティブ取引に係る権利に投
資することによる投資運用

○ このような業務を「適格機関投資家等特例業務」といい、組成された組合型集団投資スキー
ムは一般的に「プロ向けファンド」と呼ばれている。

アマ

プロ

運
用

投資

主として
有価証券や
デリバティブ
取引

自己募集（私募）

ファンド財産
プロは１名以上必須
アマは49名以内

アマ

プロ

出資

特例業務
届出者

通常は投資運用業
の登録が必要

通常は第二種業
の登録が必要

プロ
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投資運用業

（投信会社等）
プロ向け投資運用業

適格機関投資家等特例業務

（プロ向けファンド運用）

出資者の範囲 制限なし 適格投資家
１名以上の適格機関投資家

49名以内の一般投資家

業規制

登録制 登録制 届出制

拒否要件

（登録取消後5年間、刑事罰後5年間、人的構成の不備等）

拒否要件

（登録取消後5年間、刑事罰後5年間、人的構成の不備等）
―

最低資本金5,000万円 最低資本金1,000万円（運用財産総額200億円以下） ―

兼業規制 兼業規制 ―

行為規制

忠実義務、善管注意義務、分別管理義務 忠実義務、善管注意義務、分別管理義務 ―

虚偽説明、損失補 、利益相反行為等を禁止 虚偽説明、損失補 、利益相反行為等を禁止 虚偽説明、損失補 のみを禁止

運用報告書の交付義務 運用報告書の交付義務 ―

行政処分 業務改善命令、業務停止命令、登録取消 業務改善命令、業務停止命令、登録取消 ―

金融商品取引法上の業規制・行為規制

第一種金融商品取引業
（証券会社）

第二種金融商品取引業
（ファンド販売業者）

適格機関投資家等特例業務
（プロ＋49人へのファンド販売）

業規制

登録制 登録制 届出制

拒否要件
（登録取消後5年間、刑事罰後5年間、人的構成の不備等）

拒否要件
（登録取消後5年間、刑事罰後5年間、人的構成の不備等）

―

最低資本金5,000万円（業務内容が元引受業務以外の場合） 最低資本金1,000万円 ―

兼業規制 ― ―

行為規制

広告規制 広告規制 ―

書面交付義務・説明義務 書面交付義務・説明義務 ―

虚偽説明・断定的判断の提供、利益相反行為等の禁止 虚偽説明・断定的判断の提供、利益相反行為等の禁止 虚偽説明のみを禁止

損失補 の禁止 損失補 の禁止 損失補 の禁止

適合性の原則 適合性の原則 ―

行政処分 業務改善命令、業務停止命令、登録取消 業務改善命令、業務停止命令、登録取消 ―

運用関係の業規制・行為規制

販売関係の業規制・行為規制

○ プロ向けファンドに関しては、その販売等を行う業者について、他の金融商品取引業者と異なり、行

為規制が緩く、また、行政処分（業務改善・停止命令、登録取消）の対象外となっている。
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プロ向けファンドに関連する問題

○ プロ向けファンドに関しては、その販売等を行う業者が、

① 他の金融商品取引業者と異なり行為規制が緩く、また、行政処分（業務改善・停止命令、
登録取消）の対象となっていないこと、
② 49名以内であれば投資の素人にも販売が可能なこと、

を悪用し投資家に被害を与えるケースがあり、国民生活センターへの相談件数は増加傾向
にある。

プロ向けファンドに関する主な相談内容別件数

172

189

214

218

302

306

675

764

0 100 200 300 400 500 600 700 800

業者の所在不明

説明不足

元本が保証されるというセールストーク

判断能力が不十分な消費者による契約

次々に販売勧誘される

業者との連絡不能

強引な勧誘

虚偽の説明

※件数はマルチカウント
（相談件数合計：4,562件）

154

836

1,235
875※

819

0

400

800

1,200

1,600

2009 2010 2011 2012 2013

1,518

「プロ向けファンド」届出業者に関する相談件数

※13年度と同期間（4～11月）の件数

（件数）

（年度）

（出典）国民生活センター「投資経験の乏しい者に『プロ向けファンド』を販売する業者にご注意！－高齢者を中心にトラブルが増加、劇場型勧誘も見られる－」（2013年12月19日公表）
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平成27年度 金融商品取引法の一部を改正する法律案の概要①

○ ファンドへの信頼を確保し、成長資金を円滑に供給していくためにも、投資者被害を適切に
防止していくことが必要。このため、出資者の範囲の見直しにとどまらず、総合的な対応を
行っていくことが求められ、以下のような措置を講ずる。

１．適格機関投資家等特例業務の届出者の要件
欠格事由（業務廃止命令を受けてから５年間、刑事罰に処せられてから５年間等）の
導入【第63条第７項】
届出書の記載事項の拡充・公表【第63条第２項～第６項】

２．適格機関投資家の位置付け
実態を伴わない適格機関投資家排除のため、適格機関投資家の範囲や要件を設定
【第63条第１項】

（適格機関投資家となる投資事業有限責任組合について、運用資産残高（借入を除く）５億
円以上とすることを内閣府令で規定することを想定）

適格機関投資家以外の投資家 ファンド

出資

運営
出資

・適格機関投資家の
範囲や要件の設定

適格機関投資家

金融庁
財務局

・届出書の記載事項の拡充・公表

届出

形骸的な出資
適格機関投資家等
特例業務の届出者
（ファンド運営者）

・欠格事由の導入

（注） 【 】内の数字は該当条文及び条文が記された法律案新旧対照条文のページを示す。
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平成27年度 金融商品取引法の一部を改正する法律案の概要②

３．届出者に対する行為規制

登録業者と同等の行為規制を導入【第63条第11項】

－ 適合性原則（顧客の知識・経験等に照らし不適当な勧誘の禁止）

－ 契約の概要やリスク等を説明するための契約締結前の書面等の交付義務

－ 忠実義務、善管注意義務

－ 投資家利益を害する取引行為の禁止 等
（※） プロ間の自由な取引を阻害しない観点から、特定投資家との間の取引については、契約締結前の書面等の

交付義務、適合性原則等は適用しない。

事業報告書の作成・当局への提出、帳簿書類の作成・保存等【第63条の４】

投資家

金融庁
財務局

・適合性原則
・契約締結前書面の交付
・忠実義務、善管注意義務
・投資家利益を害する取引
行為の禁止 等

・事業報告書の作成・提出

・帳簿書類の作成・保存等

事業報告書

ファンド

運営

適格機関投資家等
特例業務の届出者
（ファンド運営者）

出資
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平成27年度 金融商品取引法の一部を改正する法律案の概要③

４．問題のある届出者への対応

監督上の処分（業務改善・停止・廃止命令）の導入【第63条の５】

実態把握・投資家保護の観点から、報告徴求・検査を行うことができることを明確化
【第63条の６】

裁判所による禁止・停止命令の対象を、法律・命令違反となる場合のほか、業務執行

が著しく適正を欠き、投資者の損害拡大を防止する緊急の必要がある場合にも拡大
【第192条】

無届出・虚偽届出に係る罰則の引上げ（懲役１年以下→５年以下）、業務停止・廃止命

令違反等に係る罰則の新設（懲役２・５年以下）【第197条の２、第198条の５】

・監督上の処分（業務改善・停止・廃止命令）の導入
・投資家保護の観点からの報告徴求・検査

・裁判所による禁止・停止命令の対象の拡大

・無届出・虚偽届出等に係る罰則の引上げ、業務停止・廃止
命令違反等に係る罰則の新設

金融庁

裁判所
（問題のある届出者）
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○ 「プロ向けファンド」の出資者の範囲

＋

（５月の見直し案に加えて、）

・国、地方公共団体等

・純資産又は資本金

５千万円以上の法人

・ﾌｧﾝﾄﾞ運用者の子会社等

・ﾌｧﾝﾄﾞ運用者の親会社・

子会社等の役職員等

【４９名以内】

プロ向けファンド

適格機関投資家以外

【１名以上】

金融機関等

適格機関投資家

※ 形骸的なプロを排除

今
回
の
見
直
し
案

一般個人
は不可

コ
メ
ン
ト
時
の
見
直
し
案

年
５
月
の
パ
ブ
リ
ッ
ク

＋
一般個人
は不可

・上場会社
・資本金５千万円超
の株式会社

・上場会社等の
子会社・関連会社
・年金基金※1

・富裕層個人※2

・資産管理会社
・ﾌｧﾝﾄﾞ運用者の役職員等

【４９名以内】

※１ 投資性金融資産を１００億円以上保有する厚生年金基金・企業年金基金

プロ向けファンド

※２ 投資性金融資産を１億円以上保有する個人投資家

【１名以上】

金融機関等

適格機関投資家 適格機関投資家以外

現
行

＋

プロ向けファンド

属性に制限なし
一般個人も可

【１名以上】

金融機関等

【４９名以内】

適格機関投資家 適格機関投資家以外

※届出制（一般のファンドについては登録制）

平成27年度 金融商品取引法の一部を改正する法律案の概要④

出資者の範囲を投資判断能力を有する一定の投資家及び特例業者と密接に関連する者に限定（政令で規定）

ガバナンスの確保、公認会計士

による会計監査の実施など、相応

の体制が整備されることを前提

に、ベンチャー・ファンドについて

は、以下のような者の出資も可

―   上場会社等の役員・元役員
― 弁護士、会計士、税理士

―   新規事業の立上げ等の業務
に直接携わった経験があ

り、専門的な知識や能力を

有する者 等

26
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平成 27 年２月 10 日 

金融庁 

平成 25 年度有価証券報告書レビューの重点テーマ審査及び情報等活用

審査の実施結果について 

金融庁は、有価証券の発行者が提出する有価証券報告書の記載内容について、より深

度ある審査を行うため、平成25年３月29日に「有価証券報告書の作成・提出に際しての留

意事項（平成25年３月期版）と有価証券報告書レビューの実施について」を公表し、財務局

等と連携して、「法令改正関係審査」、「重点テーマ審査」、「情報等活用審査」を柱とした有

価証券報告書レビューを実施しています。 

この度、平成 25 年度の「重点テーマ審査」及び「情報等活用審査」について実施結果を

取りまとめましたので、別紙のとおり公表します。 

（概要） 

平成25年３月31日から平成26年３月30日までを決算期末とする有価証券報告書の

提出会社（4,025社）のうち、抽出した会社（324社）に対して、重点テーマ審査及び情報

等活用審査を実施しました。この結果、概ね適切な開示がなされていることが確認さ

れたものの、昨年度に引き続き、一部の会社において、企業結合や減損損失に関する

不明瞭な記載等が確認されました。 

（参考） 

有価証券報告書レビューの概要については、「有価証券報告書レビュー（概要）」を参

照してください。 

平成 26 年度（平成 26 年３月期以降）の有価証券報告書レビューの実施内容について

は、「有価証券報告書レビューの実施について（平成 26 年３月期以降）」（平成 26 年３

月 31 日公表）を参照してください。 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000(代表) 

総務企画局企業開示課開示業務室 

(内線 3666、2769) 

資料３－５－１ 
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平成 27 年２月 10 日 

金融庁 

平成 26 年３月期有価証券報告書の法令改正関係審査の実施結果について 

金融庁は、平成26年３月 31日に「有価証券報告書レビューの実施について（平成26年

３月期以降）」を公表し、各財務局及び福岡財務支局並びに沖縄総合事務局と連携して、

「法令改正関係審査」、「重点テーマ審査」、「情報等活用審査」を柱とした有価証券報告書

レビューを実施しています。 

この度、平成 26年３月期の有価証券報告書に対する「法令改正関係審査」について、当

該審査を踏まえた留意すべき事項を取りまとめましたので、別紙のとおり公表します。提出

会社におかれましては、今後、有価証券報告書を作成する際に、実施結果を十分踏まえ、

適切に開示していただくようお願いします。 

 （概要） 

 ・ 平成 26 年３月 31 日を決算日とする有価証券報告書提出会社（2,782 社）のうち、退職

給付制度を採用している連結財務諸表（日本基準）の作成会社（2,245社）に、退職給付

に関する記載内容についての「調査票」の提出を求め、審査を実施しました。 この結果、

概ね適切な開示がなされていることが確認されたものの、一部の会社において、記載

すべき事項が記載されていない事例が確認されました。 

 （参考） 

・ 有価証券報告書レビューの概要については、「有価証券報告書レビューの（概要）」を

参照してください。 

・ 平成 26 年３月期に新たに適用となった開示制度・会計基準については、「有価証券報

告書の作成・提出に際しての留意事項について（平成 26年３月期版）」を参照してくだ

さい。 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000(代表) 

総務企画局企業開示課開示業務室 

(内線 3660、3666) 
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平成 27 年３月 31 日 

金融庁 

有価証券報告書の作成・提出に際しての留意すべき事項について 

（平成 27年３月期版） 

平成 27 年３月期以降の有価証券報告書の作成に当たって留意すべき事項を、以下

のとおり取りまとめました。各提出者におかれては、これらの点に留意して有価証券

報告書を作成し、各財務局若しくは福岡財務支局又は沖縄総合事務局へ提出してくだ

さい。 

１．新たに適用となる開示制度・会計基準に係る留意すべき事項 

平成 27 年３月期に新たに適用となる開示制度・会計基準は以下のとおりです。

詳細については別紙１をご参照ください。 

・「退職給付に関する会計基準」等の公表を踏まえた連結財務諸表規則等の改正 

・有価証券報告書等において、各会社の役員の男女別人数及び女性比率の記載を

義務付ける企業内容等の開示に関する内閣府令の改正 

２．平成 26 年度有価証券報告書レビュー（重点テーマ審査）を踏まえた留意すべき

事項 

現在、実施中である平成 26 年度有価証券報告書レビュー（重点テーマ審査）に

関して、現在までに把握された事象を踏まえた留意すべき点を別紙２のとおり取り

まとめたので、ご参照ください。 

（参考）平成 27 年２月 10 日に公表した以下の有価証券報告書レビューの審査結果

も併せてご参照ください。 

   ・平成 25 年度有価証券報告書レビューの重点テーマ審査及び情報等活用審

査の実施結果について 

・平成 26 年３月期有価証券報告書の法令改正関係審査の実施結果について 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000(代表) 

総務企画局企業開示課開示業務室 

(内線 3660、3666) 

資料３－５－３

－ 300 －



平成 27 年３月 31 日 

金融庁 

有価証券報告書レビューの実施について（平成 27 年３月期以降） 

金融庁では、有価証券報告書の記載内容の適切性を確保するため、各財務局及び

福岡財務支局並びに沖縄総合事務局（「財務局等」）と連携し、「法令改正関係審査」、

「重点テーマ審査」及び「情報等活用審査」を柱とした有価証券報告書レビュー（「有

価証券報告書レビュー（概要）」参照）を実施しています。平成 27 年３月期以降の

有価証券報告書については、以下の内容でレビューを実施することとしたため、公

表します。 

１．法令改正関係審査 

本審査は、法令改正等により有価証券報告書の記載内容が変更又は追加された

重要な事項について審査するものです。 

今回は、「退職給付に関する会計基準」の段階的な適用に伴う注記の記載の適

切性等が審査対象として考えられますが、以下のとおり重点テーマ審査として

「退職給付」にかかる審査を実施することとしたため、法令改正関係審査は実施

いたしません。 

２．重点テーマ審査 

本審査は、特定の重点テーマに着目して審査対象となる企業を抽出し、当該企

業に対して所管の財務局等が個別の質問事項を送付し、回答を受けることで（ヒ

アリングを行うこともあります）、より深度ある審査を実施するものです。 

今回（平成 27 年３月期以降）の重点テーマは、以下のとおりです。審査対象

となる企業には、所管の財務局等より別途ご連絡いたします。 

・ 退職給付 

・ セグメント情報 

３．情報等活用審査 

上記の重点テーマに該当しない場合であっても、適時開示や報道、一般投資家

等から提供された情報等を勘案して、所管の財務局等より、個別の質問事項を送

付させていただくことがあります。 

（参考)開示義務違反等に関する金融庁の情報受付窓口（ディスクロージャー・

ホットライン） 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000(代表) 

総務企画局企業開示課開示業務室 

(内線 3660、3666) 
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有価証券届出書を提出せずに有価証券の募集を行っている者の名称等について 
（警告書の発出を行った発行会社等） 

商号又は名称 所在地 備考 掲載時期 

ライビスマネジメント株式会社 名古屋市千種区今池五丁目３番６号 
旧所在地：名古屋市中区丸の内一丁目１番

13 号 
平成 27 年５月 

プリベントホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋人形町三丁目３番 13号  平成 27 年１月 

株式会社ユリアインターナショナル 東京都新宿区新宿二丁目４番２号  平成 26 年９月 

新日本マテリアル株式会社 鹿児島県鹿児島市金生町２－１ 

旧商号：天成ホールディングス株式会社 

旧所在地：鹿児島県鹿児島市永吉一丁目２－

22、東京都中央区日本橋蛎殻町１－２－３ 

平成 26 年２月 

株式会社エヌ・ブラッド 
埼玉県さいたま市南区大字太田窪１８５９

番地７ 
旧所在地：大阪市中央区天満橋京町２番６号 平成 24年 10 月 

株式会社ＮＳＪ 大阪市中央区今橋一丁目７番 19 号 
旧所在地：大阪市西区北堀江一丁目１番 23

号 
平成 24 年６月 

株式会社生物化学研究所 山梨県中央市乙黒 326 番地９ 旧所在地：山梨県甲府市中小河原町 571 番地 平成 22年 11 月 

ワールド・リソースコミュニケーション株式会社 
東京都港区西新橋2-23-11 御成門小田急ビ

ル９階 

旧商号：アフリカントラスト株式会社、アフ

リカンパートナー株式会社 
平成 22年 10 月 

※平成 22年６月以降に警告書を発出したものについて掲載している。 

○ ご覧いただく場合の留意事項 
・ 掲載されている発行会社等は、警告書の発出を行った時点で無届募集を行っているおそれがあると認められた者に限られています。

そのため、掲載されていない者でも、無届募集に該当する行為を行っていることがあり得ますのでご注意ください。 
・ 掲載されている発行会社等について、必ずしも、現在の状況を示すものではありません。また、その名称及び所在地等について、現
時点のものでない場合があります。 

資料３－５－５
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ＩＦＲＳ適用レポート（本編） 

資料３－６－１
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Ⅰ.調査の経緯・目的 

企業会計審議会は２００９年６月に「我が国における国際会計基準の取扱い

に関する意見書（中間報告）」を公表した。この中間報告を踏まえ、２００９

年１２月に関係内閣府令が改正され、２０１０年３月期から、国際会計基準（Ｉ

ＦＲＳ）に準拠して作成した連結財務諸表を金融商品取引法の規定による連結

財務諸表として提出することが認められた。 

その後、企業会計審議会は、２０１２年７月に「国際会計基準（ＩＦＲＳ）

への対応のあり方についてのこれまでの議論（中間的論点整理）」（以下「中間

的論点整理」という。）、２０１３年６月に「国際会計基準（ＩＦＲＳ）への対

応のあり方に関する当面の方針」（以下「当面の方針」という。）を公表してお

り、その中で、ＩＦＲＳの任意適用の積上げを図ることが重要であることの考

え方が示されるに至った。２０１４年６月２４日に閣議決定された「『日本再

興戦略』改訂２０１４」においては、閣議決定レベルでは初めて「ＩＦＲＳの

任意適用企業の拡大促進」が明記された。 

さらに、この「『日本再興戦略』改訂２０１４」においては、「従来進めてき

た施策に加え、ＩＦＲＳの任意適用企業がＩＦＲＳ移行時の課題をどのように

乗り越えたのか、また、移行によるメリットにどのようなものがあったのか、

等について、実態調査・ヒアリングを行い、ＩＦＲＳへの移行を検討している

企業の参考とするため、『ＩＦＲＳ適用レポート（仮称）』として公表するなど

の対応を進める。」とされた。 

本レポートは、当該閣議決定に基づき、ＩＦＲＳ任意適用企業の実態調査・

ヒアリングを実施し、ＩＦＲＳへの移行に際しての課題への対応やメリットな

どをとりまとめたものである。 

Ⅱ.ＩＦＲＳ任意適用企業の現状等 

（１） ＩＦＲＳの任意適用企業（適用予定企業を含む。以下同じ。）は、着実

に増加している。 

    ２０１０年３月期からＩＦＲＳに準拠した連結財務諸表を金融商品取

引法による連結財務諸表として提出することが認められたが、当該期か

ら最初の任意適用企業による提出があった。 

    その後、２０１２年７月の「中間的論点整理」公表時には７社であっ

た企業数は、２０１３年６月の「当面の方針」の公表時には２０社、そ

して２０１４年６月の「『日本再興戦略』改訂２０１４」の閣議決定時に
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は４４社と増加した。 

    さらに、「『日本再興戦略』改訂２０１４」の閣議決定後は、これまで

以上の増加ペースとなり、２０１５年３月３１日時点では７５社となっ

ている【図１】。 

（２） これを東京証券取引所が採用している業種別分類（３３業種）でみる

と、２０１５年３月３１日時点のＩＦＲＳ任意適用上場企業７３社は、

２１業種にまたがっている。この特徴としては、 

   ① 業種別には、電気機器（１１社）、医薬品（１０社）、卸売業（８社）、

サービス業（７社）、情報・通信業（７社）、輸送用機器（５社）、化

学（５社）、といった業種で適用企業が多いこと 

   ② 業種の中で、時価総額の大きい企業が任意適用すると、他にも任意

適用する企業が増加する傾向がみられること 

   が挙げられる【表１】。 
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2% 1% 0.2%

時価総額合計（Ａ）
（兆円） 0.07 0.2 0.04

（注１）上場企業を対象
（注２）ＩＦＲＳ任意適用上場企業(適用予定を含む)及び
　　　　時価総額は平成27年３月末時点。
（注３）企業名の左の数字は、業種別における時価総額の順位

当該業種の
時価総額合計（Ｂ）

（兆円）
4.5 21.8 16.4

（Ａ/Ｂ）

１３社

パルプ・紙 その他製品 電気・ガス業 海運業

２６社 １１１社 ２５社 １５社

鉱業 建設業 繊維製品

１２社 ７社 １７６社 ５６社

業種
非鉄金属

（1/36社）
陸運業

（1/65社）
不動産業

（1/116社）
IFRS任意適用企業が存在しない業種

《計１２業種》

企業名

(12)アサヒＨＤ(予定) (21)日立物流(予定) (31)トーセイ 水産・農林業

空運業
倉庫・

運輸関連
銀行業 保険業

５社 ４１社 ９３社

5.7

（Ａ/Ｂ） 16% 15% 10% 6% 3% 2%

当該業種の
時価総額合計（Ｂ）

（兆円）
32.7 70.5 8.2 6.7 27.8

(5)住友理工(予定)

時価総額合計（Ａ）
（兆円） 5.2 10.7 0.8 0.4 0.8 0.1

企業名

(1)ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ
(23)すかいらーく

(4)日立製作所(予定)

(11)東芝(予定)

(12)富士通
(18)リコー
(21)セイコーエプソン
(23)コニカミノルタ(予定)

(50)日立国際電気(予定)

(55)アンリツ
(64)クラリオン(予定)

(135)日本電波工業
(160)ｽﾐﾀﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(予定)

(4)日立金属(予定) (3)ＳＢＩ　ＨＤ
(10)マネックスｸﾞﾙｰﾌﾟ

(13)日立建機(予定)

(22)ＤＭＧ森精機(予定)

(38)日立工機(予定)

16%

業種
小売業

（2/348社）
電気機器

（11/270社）
鉄鋼

（1/49社）
証券、商品先物取引業

（2/42社）
機械

（3/231社）
ゴム製品

（1/19社）

（Ａ/Ｂ） 23% 21% 20% 18% 18%

1.3

当該業種の
時価総額合計（Ｂ）

（兆円）
25.1 4.3 5.1 34.2 69.5 7.9

時価総額合計（Ａ）
（兆円） 5.8 0.9 1.0 6.1 12.2

その他金融業
（2/32社）

企業名

(2)楽天
(5)電通(予定)
(6)エムスリー
(14)ディー・エヌ・エー
(19)クックパッド(予定)
(37)テクノプロHD
(49)ネクスト(予定)

(1)LIXILｸﾞﾙｰﾌﾟ(予定) (1)旭硝子
(9)日本板硝子

(2)花王(予定)

(7)日東電工
(8)三菱ケミカルHD(予定）

(15)日立化成(予定)

(61)日本合成化学工業(予定）

(2)本田技研工業(予定)

(4)デンソー(予定)

(28)ケーヒン
(34)エフ･シー･シー(予定)

(51)ユタカ技研(予定)

(2)日本取引所ｸﾞﾙｰﾌﾟ(予定)
(8)日立キャピタル(予定)

業種
サービス業
（7/372社）

金属製品
（1/92社）

ガラス・土石製品
（2/61社）

化学
（5/216社）

輸送用機器
（5/99社）

8.3

（Ａ/Ｂ） 66% 55% 41% 37% 29% 25%

当該業種の
時価総額合計（Ｂ）

（兆円）
28.4 23.3 2.8 52.6 26.6

(1)ＨＯＹＡ

時価総額合計（Ａ）
（兆円） 18.7 12.7 1.2 19.7 7.6 2.1

企業名

(1)武田薬品工業
(2)アステラス製薬
(3)エーザイ
(4)中外製薬
(6)小野薬品工業
(8)第一三共
(9)田辺三菱製薬(予定)

(12)参天製薬(予定)

(33)そーせいｸﾞﾙｰﾌﾟ
(38)ｼﾞｰｴﾇｱｲｸﾞﾙｰﾌﾟ(予定)

(1)三菱商事
(2)三井物産
(3)伊藤忠商事
(4)住友商事
(5)丸紅
(7)日立ﾊｲﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(予定)

(14)双日
(27)伊藤忠エネクス

(1)ＪＸﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(予定) (3)ソフトバンク
(4)ＫＤＤＩ(予定)

(5)ヤフー
(11)ネクソン
(20)コナミ(予定)

(22)伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ
(180)ホットリンク(予定)

(1)日本たばこ産業

【表1】 日本における業種別のＩＦＲＳ適用状況
IFRS任意適用企業が存在する業種　　《計２１業種》

業種
医薬品

（10/62社）
卸売業

（8/339社）
石油・石炭製品

（1/13社）
情報・通信業
（7/370社）

食料品
（1/133社）

精密機器
（1/51社）
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Ⅲ.質問・ヒアリング調査の対象・方法 

 今回、質問調査票の送付及びヒアリングによる調査は、２０１５年２月２８

日までにＩＦＲＳを任意適用した企業（４０社）、及び同日までに日本取引所

グループの適時開示情報閲覧サービス（ＴＤｎｅｔ）においてＩＦＲＳの任意

適用を予定している旨を公表した企業（２９社）の計６９社（国内非上場企業

２社を含む）を対象として実施した。 

 調査に当たっては、６９社全社に対してあらかじめ質問調査票を送付した。

そのうち、回答を寄せた企業は６５社であった（回収率９４．２％）。また、

ＩＦＲＳ任意適用企業が有する、例えば業種ごとの問題点をより具体的に把握

するため、６５社のうち２８社に対して直接ヒアリング調査を実施した。 

 （対象企業及び質問調査項目の詳細、「資料編」Ｐ２２～２６参照）

Ⅳ.任意適用を決定した理由又は移行前に想定していた主なメリット 

ＩＦＲＳの任意適用を決定した理由又は移行前に想定した主なメリットに

ついて、以下の項目から選択する形で書面調査を実施し、６５社から回答を得

た。 

調査結果は以下のとおりであった。

【表２】ＩＦＲＳの任意適用を決定した理由又は移行前に想定していた主な

メリットとして１位に順位付けした項目別の回答数

項目 回答数 

①経営管理への寄与 ２９社

②比較可能性の向上 １５社

③海外投資家への説明の容易さ ６社

④業績の適切な反映 ６社

⑤資金調達の円滑化 ５社

⑥その他 ４社
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本調査項目のポイントは、以下のとおりと考えられる。 

 （１） ①の「海外子会社等が多いことから、経営管理に役立つ」との回答

が最多であったこと 

    今回の調査で最も多数の企業（２９社）が、①の「海外子会社等が多

いことから、経営管理に役立つ」を、任意適用を決定した理由又は移行

前に想定していた主なメリットと考えたと回答している。その回答内容

を見ると、    

・ 海外子会社が多く、同じ製品を複数の拠点で製造・販売している

ことから、業務の効率性を比較するためには、共通の「モノサシ」

で業績の認識・測定がなされないと公正に評価できない。 

・ 各地域の子会社から決算データの一次情報である試算表をＩＦＲ

Ｓベースで収集し、連結グループ全体をあたかも「一つの会社」と

みなして決算を締めることにより、各社の棚卸資産やキャッシュ・

フローの変動から事業上の課題を早期に発見し、財務の透明性・ガ

バナンスを高めることが目的である。 

といった代表例にみられるように、①を挙げた企業は、単に海外子会

社を通じた会計基準の統一というメリット、導入理由を越えて、ＩＦ

ＲＳを用いてグローバルベースの統一した業績の測定・管理、財務の

透明性の高度化等を目指すという、高い理念を有していることが明ら

かになった。 

また、例えば、 

・ これまでは、グローバルベースという観点のみならず、事業ごと、

地域ごとという観点からも、子会社のコントロールが十分にできて

いなかった。ＩＦＲＳを用いて、各事業を縦軸、会計・資金・税務

などの機能を横軸として整理し、上流から下流まで全体を通して経

営管理を行うことが重要と考えている。 

・ ＩＦＲＳの導入は、財務会計の対応だけに限らず経営管理の「モ

ノサシ」を統一し、そのことにより経営管理の高度化を図るプロジ

ェクトとしてスタートした。プロジェクトの目的は、会計基準の変

更ではなく経営管理の強化であった。 
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といった回答が多かったことは、グローバルに発展する我が国の企業にお

いて、会計基準の採択という財務会計上の対応のみならず、経営管理の高度

化を図るためにＩＦＲＳを有効に活用することが重要であると広く認識さ

れるに至っていることが窺われる。 

（２） 同業他社との比較可能性の向上や投資家への説明の容易さを目的とす

る企業が多かったこと 

    財務情報の開示は、投資家に対して、適正かつ有用な投資情報を提供

することを一つの目的としている。 

こうした観点からは、国内外の投資家にとって、提供される財務情報

の比較可能性が高く、分析が容易であることが求められる。 

ＩＦＲＳが多数の海外企業において採用されている中、国内外の同業

他社との比較可能性の向上の観点からＩＦＲＳを適用したとする企業

が相当数みられた。 

     例えば、 

・ 当社の株主は約３割を外国人投資家が占めている。また、競合相手

は世界各地に存在するが、一番の競合相手は欧州メーカーになる。

投資家が当社を同業他社と比較する上でも、当社が自社と競合他社

を比較する上でも、ＩＦＲＳを導入することにより比較可能性が高

まる。 

・ 国内の同業他社が先にＩＦＲＳに移行し、他の同業他社も追随す

る動きがあり、マーケットから同一業種における比較可能な財務情

報の開示の期待があった。 

といった回答があった。これらの回答の中には、自社が他社との比較

可能性を高めることができることによる、経営管理面のメリットも認

識している企業があったことは重要であると考えられる。また、 

・ 海外投資家に説明する際に、常にＩＦＲＳとの差異を意識して説

明していた。ＩＦＲＳに移行したことにより、有価証券報告書のた

めに作成した財務諸表をそのまま用いて海外投資家への説明ができ

るようになり、利便性が高まると考えた。 

との回答もあり、投資家との関係を重視しつつ、社内的にも、投資家
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向け広報活動（ＩＲ）上の利便性の向上といったメリットも享受する

ことを目指している企業もあることは注目される。 

（３） その他、④の「業績の適切な反映」を主なメリットと考えたと回答し

た企業が６社あったが、これらの中には、のれんの非償却や有給休暇引

当金の計上をメリットとして挙げている企業もあった。 

Ⅴ.移行プロセスと社内体制 

ＩＦＲＳへの移行プロセスに関して、具体的に移行を提案した主体について

は、ＣＥＯやＣＦＯが直接関与した、いわば「トップダウン方式」と、経理部

門中心に提案がなされた、いわば「ボトムアップ方式」と回答した企業に分れ

た。（「資料編」Ｐ３４，３５参照） 

これは、どちらが望ましいという問題でなく、Ⅳ.で述べたＩＦＲＳへの移

行の主なメリットに係る認識等により、様々であると考えられる。 

例えば、 

・ 海外での資金調達を経営陣が決定し、これを実現するために、ＩＦＲＳの

適用が指示された。 

といったケースなどは、まさに経営事項として経営陣がＩＦＲＳ適用を決定す

ることとなる。 

これに対し、「経営管理の高度化」を求める場合には、経営層から提案され

る場合もあるが、ボトムアップで経理部門の提案としてプロジェクトが始まる

場合もある。 

いずれにしても、次の回答例にみられるように、各企業が共通して述べてい

るのは、移行プロセスにおいて、経営トップや経理部門だけでなく、事業部門

を含めた全社的な取組みが重要という点である。 

・ 子会社の実務担当レベルでは会計基準の変更に対する抵抗があり、対応 

が消極的なケースがあったため、具体的な方法も提示しながら、ＩＦＲＳ移

行プロジェクトへの参加を促した。親会社のプロジェクトチームが積極的に

動いて関連部署を巻き込んでいくことが必要である。 

ＩＦＲＳへの移行に消極的な部署への対応については以下の回答がみられ

た。（「資料編」Ｐ３６，３７参照） 
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・ 「連結経営の深化」を経営課題として認識しており、当初よりＩＦＲＳ導

入プロジェクトを経理部門のみではなく、全社プロジェクトとして位置づけ

た。現場の反対意見には丁寧に説明を行い、経営陣の一部を含む関係者に納

得してもらった。 

以上から分かるとおり、ＩＦＲＳ移行プロジェクトは、全社的対応が求めら

れる。 

したがって、社内体制について、移行フェーズを「初期」（経理部門を中心

としたアクションプランの作成等）、「中期」（経理部門以外の事業部門や外部業

者との連携）、「後期」（ＩＦＲＳによる財務諸表の作成・開示）に分けると、「初

期」の計画策定・影響度調査の段階では、少人数の経理部門担当者が行ってい

るものの、「中期」の会計方針の策定、グループ会計方針書の作成、データ収集

方法の検討、システム対応及び財務諸表の雛形の作成の段階では、経理部門の

専任者以外に、各事業部門や子会社の従業員、システム関係者を含めた組織横

断的な社内体制が敷かれている。（「資料編」Ｐ４７，４８参照）

子会社を多数有する任意適用企業の場合、円滑にＩＦＲＳを適用するため、

子会社を含めた会計方針の徹底を行い、グループ会計方針書を作成している。

グループ会計方針書の作成段階は、企業の規模や、後述するシステムの改修度

合いにより様々であり、初期に作成し、早くから子会社に周知する企業もあれ

ば、子会社数や関係する会計基準が極めて多く、システム対応の範囲も広いこ

とから、システムを構築する段階で作成し、周知・徹底する企業もある。 

例えば、以下のとおり、プロジェクト開始後１年という早い段階で作成した

企業もあれば、実際に開示を行う２年前に策定し、その後更新を行う企業もあ

った。 

・ プロジェクトを開始して概ね１年経過後に、グループ会計方針書のドラフ

トを作成し、早い段階でグループにドラフトを提示することにより、実務を

イメージすることができた。この進め方は有効であったと考えている。その

後、１年程度かけて検討したうえで完成させた。 

・ グループ会計方針書の策定に当たっては、プロジェクト推進室の中でテー

マごとに担当を決め、実際に開示を行う２年前であるＩＦＲＳ移行日までに

策定した。ＩＦＲＳ移行日以降、グループ各社からのフィードバックを受け、

会計方針書の更新を行っている。 

移行プロセスと社内体制の構築においては、事業部門や子会社を含めて一体

としてプロジェクトを進める態勢整備が肝要であり、例えばグループ会計方針
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書についても、各企業の実情に応じて、作成及び事業部門や子会社への周知が

適時に行われていることが明らかになった。 

Ⅵ.移行コスト（主としてシステム対応） 

ＩＦＲＳ移行に際しての意思決定と社内体制の整備の次に問題となるのは、

移行コストである。これが多額ではないかと移行に躊躇する企業も多いと考え

られる。 

結論としては、移行コストは、各企業の規模及びシステム構築方針、そして

ＩＦＲＳ導入の目的・メリットとして何に重点を置くかにより様々である。 

【図２】からは売上規模の大きい企業ほど、移行コストが多額となる傾向が

みられる。 

【図２】ＩＦＲＳへの移行に直接要した総コスト別の企業数（売上規模別）

また、移行期間については、開始時点をどうとるか等によって変わってくる

面があり、確たることは言えないが、売上規模の大きい企業ほど、移行期間が

長くなる傾向がみられ【図３】、移行期間の長短は、システム対応に要する期

間によるところが大きいと考えられる【図４】。 
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【図３】ＩＦＲＳへの移行期間別の企業数（売上規模別） 

【図４】システム対応に要した期間別の企業数（全移行期間別） 
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しかしながら、移行コストについては、当該企業が、ＩＦＲＳ導入の目的・

メリットとして何に重点を置くかによっても大きく影響される。すなわち、Ｉ

ＦＲＳ導入の目的・メリットとして「経営管理の高度化」に重点が置かれる場

合には、経営管理の高度化のためにＩＦＲＳ導入を契機としてシステムの全面

改修までが行われる一方、ＩＦＲＳ導入の目的・メリットとしてあくまで「同

業他社との比較可能性」や「投資家への説明の容易さ」等に重点が置かれる場

合には、システム対応において、連結仕訳の調整のみ、または連結仕訳の調整

中心の対応によることが考えられ、全体のコストは大きく変わってくる。 

具体的には、連結仕訳の調整のみ、または連結仕訳の調整中心で対応した企

業では、 

・ システムについては、表計算ソフトにより財務諸表を効率的に作成でき

る仕組みを構築したため、特段の対応をしていない。 

・ 連結決算用のパッケージはもともと表計算ソフトをベースにしており、

ＩＦＲＳ対応は特定項目の修正で対応できた。 

と回答しており、規模が相対的に小さくかつ単一事業である場合には、金額的

にも極めて少額で対応できている例がある。 

これに対し、大規模企業で子会社数も多く、業態としても幅広い事業展開を

している企業が、「経営管理の高度化」のためにＩＦＲＳの導入とともにシス

テムの全面改修を行う場合には、移行コストは相対的に多額となり、移行期間

も相対的に長くなる傾向がみられる。 

システムを全面改修したケースについては、例えば、 

・ 連結グループ全体をあたかも「一つの会社」として決算を行うべく、グ

ローバルで統一されたシステムを導入するとともに、子会社ごとに経理部

門を設置せず、各地域に経理業務を統括する子会社を設立し、上流から下

流まで一貫して経理をコントロールするシステムとした。 

・ グループ各社で会計システムが異なっていたが、ＩＦＲＳへの移行を契

機に統一した会計システムの構築を進めた。 

といった回答があった。システムを中心としたコスト面については、ＩＦＲＳ

導入を契機としてシステムの全面改修等を行えばコストは相対的に大きくな

るが、長期的視点で経営管理の高度化を図ることが、長期的なコストの削減に

つながると考える企業もある。他方、ＩＦＲＳを用いた連結ベースでの開示に
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限定した相対的に低コストのシステムの導入をメリットとする企業もあり、そ

の選択肢は様々である。 

 また、移行期間についても、企業の規模やＩＦＲＳ導入の目的等によって異

なってくるものと考えられる。 

 なお、システム対応上は、初期の段階からＩＴ担当はプロジェクトチームに

参加しているが、会計方針の確定を踏まえて順序立ててシステム化を進めるべ

きであり、システム化そのものを自己目的化すべきでないという意見があった。 

 具体的には、 

・ ＩＴチームは、初期の段階から関与し、日本基準とＩＦＲＳとの間の差

異項目や調整項目のデータ収集方法の検討を含めた全体構想の設計に携わ

るべきだと考えるが、最初からシステム化そのものが必要だとは考えてい

ない。移行にあたっては、まずは最小限のＩＴ化を目指し、固定資産シス

テムに投入するための基礎データ、ＩＦＲＳへの修正仕訳及びＩＦＲＳに

基づく開示データを表計算ソフトで作成し、そのノウハウをパッケージ

化・標準化したうえで、必要に応じてシステム開発する方が効率的である。

当社では、特定の会計基準への対応としてシステムを開発したが、当初の

想定に合わない事例が発生し、コスト・ベネフィットを考えた結果、シス

テムを破棄した経験がある。 

 この他にも、システムの構築も、全社的なプロジェクトの進度と平仄をとっ

て進められることが適当との指摘がみられたところである。 

Ⅶ.会計項目への対応と監査対応・人材育成 

ＩＦＲＳ移行時の主な課題として、 

① 特定の会計基準への対応 

② 人材の育成及び確保 

③ 会計システムの導入又は更新 

④ 内部統制の構築 

⑤ その他 

のどれが最も課題であったか質問したところ、６０社中４３社が①の「特定の

会計基準への対応」と回答し、６０社中９社が②の「人材の育成及び確保」と

回答した。（「資料編」Ｐ５４参照）
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特定の会計基準への対応として挙げられた会計項目は、有形固定資産の減価

償却方法の選択、耐用年数の見積り、収益認識、社内開発費の資産化、資産の

減損、金融商品の公正価値測定といった項目であった。（「資料編」Ｐ５４，５

５参照）

具体的な内容を見ると、有形固定資産の減価償却方法の選択や収益認識につ

いては、会計方針を決定するまでの課題であり、システム対応や現場対応等で

は煩雑を極めると考えられるが、一旦実務を確立できれば、監査人ともスムー

ズに対応できているといった意見が多かった。 

これに対し、耐用年数の見積り、社内開発費の資産化、資産の減損といった

見積りの要素が高い会計項目については、監査人との議論も容易には結論が出

ないなど、監査法人の対応や、社内での人材不足もあり、議論が長期にわたる

場合が多いという意見がみられた。 

例えば、 

・ ＩＦＲＳでは、のれんは減損の兆候が無くても毎年の減損テストが求め

られるため、減損テストのプロセスを定めるのに大変苦労した。特に資金

生成単位をどのように定めるか、どのような状況で減損を認識するかに関

し、監査法人との調整作業に時間を要した。 

といった意見があった。 

このため、こうした会計項目を巡る監査法人の対応について、企業の側から、

企業の実態に応じた柔軟な解釈や迅速かつ円滑な監査プロセスの構築を求め

る意見が多数認められた。 

・ ＩＦＲＳへの移行において、事例が少ないことを理由に、監査法人か  

らは形式的な解釈を示されることが多く、その対応に苦慮している。 

・ 監査法人が海外提携先の本部に問い合わせることが度々あったが、本部

が日本における我が業種のビジネスを全く理解していないと思う回答も

多かった。 

・ 監査法人に新たに認識した課題を相談した際、監査法人が海外提携先 

の本部に確認することが多い。本部に確認する場合には、２週間程度で回

答されるケースは早い方であり、数か月待たされることもある。 

ただし、こうした課題は、ＩＦＲＳの導入事例が増加したことで、改善しつ

つあるという意見もあった。 
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企業の側でも、ＩＦＲＳが原則主義であることを踏まえ、ビジネスモデルに

基づく会計処理のあり方を社内で十分に検討することが必要であるとともに、

企業の見解を監査法人に早期に伝達し、緊密なコミュニケーションを図ること

により、円滑な監査が行われつつあるという以下のような意見も相当数みられ

た。 

・ ＩＦＲＳは原則主義であり、企業の方針や主張が重視されるため、監査

法人と協議する際に、会計処理の背景や根拠について以前よりも入念に社

内で確認するようになった。そのうえで早めに監査法人に相談するように

なった。 

・ ＩＦＲＳに移行することにより、監査上新たに必要となる手続や確認し

なければならないデータが発生する。当社側で監査人の作業がスムーズに

進むように資料・データの提出方法を工夫すれば、監査工数を減らすこと

ができるとともに、監査人からの迅速な結論の入手に繋がると考えている。 

ＩＦＲＳのメリットを最大限に活用するためには、上記のとおり、企業の側

も自らのビジネスモデルを分析し、質の高い主張を監査法人に行うとともに、

企業・監査法人の双方に、ＩＦＲＳに精通した会計人材の裾野を広げていくこ

とが、一層の会計実務の高度化・監査対応の円滑化につながると考えられる。 

このため、企業の側では、社内研修会の実施、グループ会社への説明会の実

施、決算業務におけるＯＪＴ、外部セミナーへの参加、ＩＦＲＳを適用してい

る海外子会社からの人員受入れ、ＩＦＲＳ導入経験者の採用等、幅広い施策を

実施している。（「資料編」Ｐ５８参照）

こうした取組みを通じて、更に、会計実務の高度化・監査対応の円滑化が図

られるよう、引き続き関係者において、会計人材の裾野の拡大が図られること

が期待される。 

Ⅷ.まとめ 

ＩＦＲＳへの移行による実際のメリットについて、Ⅳ．と同様の６項目に順

位づけをする形で書面調査を実施した。回答結果としては、６０社中５４社が、

ＩＦＲＳの任意適用に際して想定していたメリットと同順位を回答しており、

ＩＦＲＳ任意適用企業の多くが、移行前に想定していたメリットを実際に享受

していると考えられる。（「資料編」Ｐ６６，６７参照）
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また、デメリットについても、移行前に想定していなかったデメリットはほ

とんどないとの回答や、日本基準からＩＦＲＳへの組替処理や複数帳簿管理な

どの負担は想定していたほどではなかった等の回答がみられた。 

このように、今回の対象企業においては、想定されたメリットを概ね享受で

きたところであり、移行に当たっての課題と認識している「特定の会計項目へ

の対応」や「人材の育成・確保」も、ＩＦＲＳ適用実例の増加に伴い、監査対

応も含めて改善に向かっている。 

以上をまとめ、今後、ＩＦＲＳ導入を検討している企業に関連して、大きく

以下の４点がポイントとして挙げられる。 

１．ＩＦＲＳ導入の最大のメリットとして、「経営管理への寄与（経営管理の

高度化）」を挙げている企業が多いこと 

これはすなわち、ＩＦＲＳの導入について、会計基準の変更という意味づ

けのみならず、企業の経営管理の高度化によって我が国企業の「競争力の強

化としてアベノミクスの『稼ぐ力』の向上に資する」（企業の回答より）と

いうような大局的な視点から、検討を進めることが重要であると認識してい

る企業が多く存在していることを意味していると考えられる。 

２．ＩＦＲＳ導入のコストは、各企業の規模・導入目的によってまちまちで  

あり、多様性があること 

ＩＦＲＳ導入のメリットとして、「経営管理への寄与」に次いで挙げられ

ていたのが、「同業他社との比較可能性の向上」や「投資家への説明の容易

さ」である。こうした場合には、システム対応においても、連結仕訳の調整

のみ、または連結仕訳の調整中心の対応も考えられ、子会社数も少なく単一

業種の企業などでは、極めて少額のコストで移行している例がみられる。各

企業においては、ＩＦＲＳへの移行にあたり自社の規模や導入目的に応じて、

効率的で柔軟なコスト対応を図ることが期待される。 

３．会計人材の裾野の拡大 

ＩＦＲＳ移行時の課題として最も多数の企業が挙げたのが「特定の会計

基準への対応」、特に見積りの要素が強い項目の会計処理であった。監査対

応上も迅速性・円滑性に欠ける面があったり、企業の側も自社のビジネス

モデルをどう会計処理するか、原則主義のＩＦＲＳの下で、練度が欠ける

とともに、ＩＦＲＳを理解できる人材の確保という問題があるとする企業

も相当数みられた。今後、こうした課題は、適用企業数の拡大により解消
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していくとは考えられるが、関係者における会計人材の裾野の拡大が一層

期待されるところである。 

４．ＩＦＲＳへの移行プロセスにあたり、他社との連携や他社事例の分析を

活用すること 

今後、導入を検討する企業に対し、導入済企業から、他社との連携や他  

社事例の分析が重要であるとの意見が数多く寄せられている。（「資料編」Ｐ

７５，７６参照）

ＩＦＲＳと日本基準との差異分析、社内体制の構築、会計項目に対する社

内の考え方の整理、監査対応、システム対応など、すべての局面で、他社事

例は参考になり、他社と連携することは効果的で円滑な移行プロセスにつな

がるという指摘がある。 

本レポートでも、様々な導入企業の事例を紹介したが、こうした事例が、

今後ＩＦＲＳの導入を検討されている企業の参考になることを期待すると

ころである。 
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平成 27 年６月 30 日 

金融庁 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を

改正する内閣府令（案）」等の公表について

金融庁では、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部

を改正する内閣府令（案）」等を別紙のとおり取りまとめましたので、公表しま

す。

本件は、我が国によるＩＦＲＳに対する意見発信の一環として、本日、企業

会計基準委員会（ＡＳＢＪ）が修正国際基準〈国際会計基準と企業会計基準委

員会による修正会計基準によって構成される会計基準〉（以下「修正国際基準」

という。）の公表を行ったことを受け、修正国際基準の適用が制度上、可能とな

るよう、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（以下「連結財

務諸表規則」という。）等について、所要の改正等を行うものです。 

１．主な改正等の内容 

（１）連結財務諸表規則等の改正 

修正国際基準に基づいて連結財務諸表を適正に作成することができる体

制を整備しているなど、一定の要件を満たす株式会社が提出する連結財務

諸表の用語、様式及び作成方法は、修正国際基準に従うことができること

とする規定を新設するほか、所要の改正を行います。 

（２）企業内容等の開示に関する内閣府令の改正 

 修正国際基準により連結財務諸表を作成した場合には、その旨を、また、

提出会社が修正国際基準に基づいて連結財務諸表等を適正に作成すること

ができる体制の整備を行っている場合には、その旨及びその体制の具体的な

内容の記載を有価証券報告書に求めるほか、所要の改正を行います。 

（３）告示の改正及び指定 

一定の日までに企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）の名において公表が行

われた修正国際基準を、金融庁長官が定める企業会計の基準とします。 

  その他、金融庁関係内閣府令等につき、所要の改正を行います。 

２．施行日 

 公布の日から施行します。（修正国際基準に係る改正については、平成 28

年３月31日以後に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表等について適用

を予定。） 
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改正案の具体的な内容については（別紙１）～（別紙３）を御参照ください。 

この案について御意見がありましたら、平成 27 年７月 30 日（木）17：00（必

着）までに、氏名（法人その他の団体にあっては名称）、職業（法人その他の団

体にあっては業種）、連絡先（住所、電話番号又は電子メールアドレス）及び理

由を付記の上、郵便、ファックス又はインターネットにより下記にお寄せくだ

さい。電話による御意見は御遠慮願います。 

 氏名（法人その他の団体にあっては名称）については、開示の請求等があっ

た場合には、御意見の内容とともに開示させていただきますので、御承知おき

ください。開示の際に匿名を希望される場合は、御意見の冒頭にその旨を明確

に御記載ください。なお、御意見の内容に個人に関する情報であって特定の個

人が識別され得る記述がある場合、又は法人等の権利、競争上の地位その他正

当な利益を侵害するおそれのある記述がある場合、当該箇所を伏せさせていた

だくことがあります。 

電話番号等の御意見に付記された個人情報は、御意見の内容に不明な点があ

った場合等の連絡・確認をさせていただく場合や御意見がどのような立場から

のものかを確認するために利用します。 

なお、御意見に対しての個別の回答はいたしませんので、あらかじめ御了承

ください。 

インターネットによる御意見はここをクリックしてください。

御意見の送付先 

金融庁総務企画局企業開示課 

 郵便 : 〒100－8967 

  東京都千代田区霞が関３－２－１ 

   中央合同庁舎第７号館 

 ファックス : 03－3506－6266 

 ＵＲＬ : http://www.fsa.go.jp/

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

総務企画局企業開示課 

（連結財務諸表規則等関係 内線 3887、3810） 

（開示府令関係 内線 3665） 

総務企画局市場課 

（金商業等府令関係 内線 3943） 
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総務企画局企画課信用制度参事官室 

（銀行法施行規則等関係 内線 3684、3577） 

（別紙１）連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部改正

（案） 

 （別紙２）連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に規定する金融

庁長官が定める企業会計の基準を指定する件の一部改正（案） 

（別紙３）「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」の取扱いに

関する留意事項について（連結財務諸表規則ガイドライン）等の一部

改正（案） 
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平 成 2 1 年 ９ 月 1 4 日

金  融  庁  

公認会計士・監査審査会

1 

外国監査法人等に対する検査監督の考え方 

I 検査監督の基本的考え方について

金融庁及び公認会計士・監査審査会（以下「審査会」という。）は、①外国監査法

人等（注 1）の所属する国の監査制度や監査人監督体制が我が国と同等であり（注 2）、②情

報交換等に係る取極め等により、必要な情報が得られ、かつ、③相互主義が担保され

る場合には、当該外国監査法人等の所属する国の当局（以下「当該国当局」という。）

が行う報告徴収又は検査に依拠することとし、原則として、当該国の外国監査法人等

に対する報告徴収及び検査は行わないものとする。当該情報交換等に係る取極め等に

おいては、当該国当局の職員が職業上の守秘義務に服すること、目的外使用が禁止さ

れること等を要件とする。 

金融庁・審査会は、これらの条件のいずれかが満たされず、相互依拠によることが

できない場合には、報告徴収及び検査を実施する。また、これら相互依拠の条件がす

べて満たされている場合でも、当該国当局より継続的に情報を入手できない、又は特

定の行政処分の判断に係る情報といった必要な情報の提供が確保されない等、上記取

極め等が十分に履行されない場合には、当該情報に限り外国監査法人等から直接情報

の徴収を行うものとする。 

（注 1）公認会計士法（以下「法」という。）第 34 条の 35 第１項の規定による届出をした

者

（注 2）同等性については、プリンシプルベースの評価基準を策定・公表した上で、各国

の監査制度や監査人監督体制等を総合的に勘案して評価を行う。

II 検査監督の実施について

金融庁・審査会は、以下を基本として、報告徴収及び検査監督を実施するものとす

る。なお、実施に際しては、法制度等国毎の事情を勘案しつつ、適切に対応する。 

１．報告徴収

審査会は、外国監査法人等から、届出書等（注 3）として提出された情報に加え、

原則として、３年に１度、当該国当局に通知した上で、以下の情報の提出を報告

徴収により求める。 

① 全ての外国監査法人等：監査法人等の状況、業務等の状況及び行政機関等（注

4）による検査・レビュー結果の情報 

② 我が国の金融商品取引所に上場されている有価証券の発行会社の監査証

明業務に相当すると認められる業務を行う外国監査法人等：①の情報に加え、
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監査等に関する事項の概要及び品質管理のシステムに関連する規程を含む

業務管理体制に関する情報 

合理的な理由なく報告徴収に応じない場合には、原則として、当該国当局に通

知した上で、金融庁が業務改善指示を発出することとする。ただし、業務改善指

示の発出に代えて、改善措置を当該国当局に要請することも可能とする。 

なお、審査会は、必要かつ適当と認められる場合には、外国監査法人等から、

上記情報の任意の提出を求めることとする。 

（注 3）法第 34 条の 36第１項及び第２項に規定する届出書（同法第 34条の 37 第１項

の規定による変更届出書を含む）及び添付書類 

（注 4）外国監査法人等に関する内閣府令第５条第１項に規定する行政機関等 

２．検査対象先の選定等

 審査会は、１．において徴収した情報及びその他の情報の分析を行い、外国

監査法人等における監査証明業務に相当すると認められる業務が適切に行われ

ているか、外国監査法人等における業務管理体制が有効に機能しているか等に

ついて、検査により確認することが必要と認められる場合には、当該外国監査

法人等を検査対象先として選定する。

   なお、公益又は投資者保護のため必要かつ適当であると認められる場合、例

えば、外国監査法人等による虚偽又は不当の証明に関する情報がある場合には、

１．の手続きを経ずに、外国監査法人等に対する検査を実施することができる。

この場合、当該外国監査法人等に対して検査実施を通知する前に、原則として、

当該国当局に検査を行う旨を通知する。 

３．検査の実施

    審査会は、外国監査法人等に対して検査実施を通知する前に、原則として、

当該国当局に検査を行う旨を通知する。同時に、当該国当局との間で、審査会

が行う検査と当該国当局が行う検査を同時に実施するよう、調整を図る。 

審査会は、検査における検証対象に関して、個別監査業務については、我が

国の金融商品取引法の規定により提出される財務書類（注 5）に係るものに限定す

る。業務管理体制についても、検査の効率化と外国監査法人等の負担軽減に努

める。 

（注 5）公認会計士法施行令第 30 条に規定する有価証券の発行者が、金融商品取引法

の規定により提出する財務書類(法第 34条の 35第１項) 

４．検査結果の通知、フォローアップ
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審査会は、日本語を原本として検査結果を通知し、英語による翻訳文を参考

として添付する。 

さらに、金融庁は、検査結果の指摘事項に関する改善計画の報告徴収を行う

ことを基本とする。ただし、検査協力等の場合で、当該国当局が当該外国監査

法人等に対して報告徴収を行うことが、我が国当局として公益又は投資者保護

を図る観点からより実効性があると認められる場合には、報告徴収を当該国当

局に要請することも可能とする。 

また、これに基づき改善の進捗状況の確認及び必要かつ適切な場合における

指示（以下「フォローアップ」という。）を行うことを基本とする。当該国当局

による当該外国監査法人等に対するフォローアップが、我が国当局として公益

又は投資者保護を図る観点からより実効性があると認められる場合には、当該

国当局によるフォローアップを要請することとする。 

なお、次回検査を行った場合には、当該検査において審査会が改善状況を検

証する。

５．行政処分

審査会の勧告等に基づき、外国監査法人等の監査証明業務に相当すると認め

られる業務の運営が著しく不当と認められる場合には、金融庁は、原則当該国

当局に通知した上で、業務改善指示を発出することを基本とする。また、合理

的な理由なく改善計画の報告徴収に応じない場合又は改善計画が実施されてい

ないことが検査等で判明した場合には、原則当該国当局に通知した上で、金融

庁が業務改善指示を発出することを基本とする。 

以上の場合において、我が国当局として公益又は投資者保護を図る観点から

より実効性があると認められる場合には、業務改善指示の発出に代えて、改善

措置を当該国当局に要請することも可能とする。 

外国監査法人等が、上記指示に従わないときは、金融庁は、その旨及びその

指示の内容を公表することができる。その後、金融庁が指示に係る事項につい

て是正が図られた旨の公表を行うまでの間、当該外国監査法人等が行う監査証

明に相当すると認められる証明を受けた場合であっても、当該証明は金融商品

取引法上有効とはみなされない。 

(以上) 
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諸外国の監査制度及び監査監督体制に関する同等性評価のガイダンス 

I. 前文 

金融庁及び公認会計士・監査審査会（以下「審査会」という。）は、(1)外国

監査法人等1の所属する国の監査制度や監査人監督体制が我が国と同等であり、

(2)情報交換等に係る取極め等により、必要な情報が得られ、かつ、(3)相互主

義が担保される場合には、当該外国監査法人等の所属する国の当局が行う報告

徴収又は検査に依拠することとし、原則として、当該国の外国監査法人等に対

する報告徴収及び検査は行わないとしている。 

金融庁及び審査会は、パブリックコメントの実施を経て、平成 21 年９月 14

日、上記の考え方を「外国監査法人等に対する検査・監督の考え方2」として公

表した。この中で、金融庁は、同等性評価を行うに際して、その基準を策定・

公表した上で、各国の監査制度や監査人監督体制等を総合的に勘案して行うと

していたところであるが、今般、監査制度及び監査監督体制の日本との同等性

の評価に関する原則及びその評価の基準をとりまとめたので、これを公表する

ものである。 

II. 同等性評価に際しての原則 

諸外国の監査制度及び監査監督体制の同等性については、監督協力の実効性

を確保する観点から、以下の５つの原則に基づき判断するものとする。なお、

各国の同等性の判断に当たっては、制度の外観で判断するのではなく、制度全

体の有効性について勘案し評価を行うこととする。 

・ 監査プロフェッションから独立した、公的な監査人監督制度を有している

こと

・ 監督当局は監査の質を確保するための有効な検査・レビュー制度を行って

いること

・ 監督当局は問題を特定した場合に改善処置を定め、又は処分を執行する権

限を有していること

・ 監査人に対する適切な資格制度及び適切な監査基準を有していること

・ 監督当局はそれぞれの法的管轄域における活動に関して相互に依拠をする

ことが許されており、それを行う意思があること

1 公認会計士法第34条の35第１項の規定による届出をした者
2 http://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20090914-2.html 

平成 24 年７月 10 日

金 融 庁
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 これらの原則は、金融庁が自ら報告徴収や検査を行う代わりに、外国監督当

局との相互依拠に向けた協力体制を構築できるかの観点から検証されるもので

あって、評価は国毎の監査の質の保証を意図するものではない。 

III. 同等性評価の基準 

金融庁は同等性評価に際しての原則の適合性を評価する際に参照する事項を

明確化すべく、以下の基準を設ける。 

1. 監督構造 

原則：監査プロフェッションから独立した、公的な監査人監督制度を有してい

ること。

この原則は以下の基準により評価される。 

・ 法的管轄域内において、例えば（1）登録制度、（2）基準の設定、（3）監査の

質に関する検査やレビュー、（4）調査、改善及び処分措置といった、監査監

督の制度があるか。 

・ 公益のために活動している監査監督当局はあるか。 

・ 監督当局は、適切な人員構成を有し、適切な責任と権限の綱領を持つか。 

・ 監督当局は、運営において監査プロフェッションから独立しているか。その

意思決定機関の過半数は（適切な冷却期間を伴った）監査業務に従事してい

ない者でなければならない。 

・ 監督当局は適切な財源を持っているか。財源は、監査プロフェッションによ

る不適切な影響を受けてはならない。 

・ 監督当局は登録の義務又はその他の手段を通じ、その法的管轄域で監査業務

を提供している監査人又は監査法人等を適切に把握しているか。 

・ 監督当局は、日本の証券市場で上場又は取引する企業の財務諸表を監査する、

自己の法的管轄域の監査法人等を監督しているか。 

・ 監督当局は、機密情報の保護のための適切な規定を持つか。 

・ 監督当局は自己の活動要領及び成果を適切に公表することにより透明性及び

説明責任を確保しているか。 
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2. 検査 

原則：監督当局は監査の質を確保するための有効な検査・レビュー制度を行っ

ていること。

この原則は以下の基準により評価される。 

・監督当局は、適用される専門職業基準、独立性要件及びその他法律、規則、

規制の遵守を評価するために、品質管理の方針及び監査手続についての検査

の仕組みを有するか。 

・検査手続が、監査プロフェッションによる品質管理レビューと連携して行わ

れている場合は、監督当局は、レビューの範囲及び監査調書やレビューに必

要なその他の情報への閲覧等、並びにレビューの結果に対するフォローアッ

プといった、主要事項を管理しているか。 

・監督当局は検査を繰り返し実施しているか。 

・検査は法人全体のレビュー及び調書のレビューのいずれについても効果的な

手続が含まれることを確保しなければならない。 

・監督当局は、監査プロフェッションから独立し適切な能力を備えた十分な検

査官を有するか。 

・検査で発見された事項を監査法人等に通知し、監査法人等が指摘された事項

を改めることを確保する仕組みがあるか。 

3. 調査、改善命令及び懲戒処分 

原則：監督当局は問題を特定した場合に改善処置を定め、又は処分を執行する

権限を有していること。

この原則は以下の基準により評価される。 

・監督当局は、法令違反又は運営若しくは監査手続に重大な欠陥が見受けられ

る場合において、監査人又は監査法人に対する懲戒処分のための調査手続を

実施する権限を有するか。 

・監督当局は、監査法人等に対し業務改善命令を発出することができるか。 

・監督当局は、業務停止命令、会計士資格又は登録の取消しといった、一連の

処分を行う権限を有するか。 
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4. 監査人の資格及び監査基準 

原則：監査人に対する適切な資格制度及び適切な監査基準を有していること。

この原則は以下の基準により評価される。 

・監査人の資格を取得するために、適切な資質と職業的能力を要求されるか。 

・適切な監査基準、品質管理基準、倫理規則、独立性要件はあるか。 

5. 国際的な監査監督 

原則：監督当局はそれぞれの法的管轄域における活動に関して相互に依拠する

ことが許されており、それを行う意思があること。 

この原則は以下の基準により評価される。 

・外国監査法人等の監督に関して、監督当局は外国監査法人等に対する報告徴

収又は検査を行う代わりに、外国監査法人等の所属する国の当局が行う監督行

為に依拠することが許されているか。 

・監督当局は、双方の法的管轄域の監査法人等について、日本の監督当局と連

携し、情報共有することが可能か。 

IV. 評価の手続き及び公表 

同等性評価の手続きに当たっては、金融庁は外国監査法人等の母国当局に上

記基準に関連する質問票を送付する。また、評価の際は外国当局のウェブサイ

トや IFIAR3のメンバーズアップデート等利用可能な情報も活用する。評価は順

次行い、同等性が認められた国については、ウェブサイトでその旨を公表する。 

（以上） 

3International Forum of Independent Audit Regulators（監査監督機関国際フォーラム）
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平成 27 年６月 10 日 

金融庁 

「地域の成長マネー供給促進フォーラム」の開催について 

（地域の資本市場をめぐる地元経済界・資本市場関係者等による意見交換会） 

地域の実情を踏まえつつ成長マネーの供給促進を図る観点から、「地域の成長マネー

供給促進フォーラム」と題して、最近上場した地元企業や、地元ベンチャー企業の経営

者をはじめとし、取引所、証券会社、地域金融機関、ベンチャーキャピタル、行政当局

等の関係者が一堂に会し、資本市場をめぐる現状や課題について幅広く意見交換を行う

とともに、地域への成長マネー供給に係る取組事例の紹介・共有等を図るための会議を、

福岡・大阪の二都市において、下記のとおり開催します。

記 

１．日時・会場 

○ 福岡開催 

 日時：平成 27年 6月 23 日（火） 13:30～17:00 

 会場：福岡第一合同庁舎本館５階共用中会議室ＡＢ 

○ 大阪開催 

 日時：平成 27年 6月 26 日（金） 13:30～17:00 

 会場：近畿財務局８階大会議室（大阪合同庁舎第４号館） 

２．参加予定メンバー 

地元企業、商工会議所、証券取引所、日本証券業協会、証券会社、地域金融機関、

政府系金融機関、ベンチャーキャピタル、金融庁、経済産業省、財務局、経済産業局、

大阪府（大阪開催）等（計 30 者程度） 

 ※ 地域の資源を活用したプロジェクトを支援し、資金の地域循環や地方への新たな資

金の流れをつくることを目的とした「ふるさと投資」連絡会議（事務局：内閣官房（内

閣府地方創生推進室））とも連携。 

３.議事（予定） 

議題１：地元経済界から見た地域の資本市場 

（１）企業の成長フェーズに応じた資金調達に係る事例や課題 

－ プレゼンテーション（最近上場した地元企業、地元ベンチャー企業、取引所等） 

資料３－６－６
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－ 自由討議 

（２）地域のベンチャー企業等に対する成長マネー供給 

－ プレゼンテーション（地元ベンチャーキャピタル、地域金融機関等） 

－ 自由討議 

議題２：成長マネー供給に向けた施策 

－ プレゼンテーション（クラウドファンディングの活用事例等） 

－ 自由討議 

お問い合わせ先 

金融庁 03－3506－6000（代表） 

総務企画局企画課（内線 3645、3520） 
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犯 罪 被 害 者

（平成27年 3月末時点）

申 請 分 は
全 額 支 払

按  分  支  払
申  請  が
なかった分等

口　座　の　失　権
（債権消滅手続）

口　座　の　失　権
（債権消滅手続）

残高が 1円 999円 の口座残高が 1,000円以上 の口座

申請被害総額 ＜ 口座残高 申請被害総額 ＞ 口座残高

（ 担い手は「日本財団」である ）

(1） 犯罪被害者等の子供に対する奨学金

振 り 込 め 詐 欺 救 済 法 の 制 度 概 要

犯 罪 に 利 用
さ れ た 口 座

累計約63億円

加 害 者 が

預金等を出金

犯罪被害者等支援団体の財政面の支援。
→ 新しい公共の担い手として育成、発展を図っていく。

 無利子貸与方式 返済期間 30年以内 
 資金 信託財産   運用 運用益 返済金等 
継続的に運営。
貸与対象は高校生から大学院生。貸与額の上限は、
大学院生：10万円 / 月, 大学生：8万円 / 月,
 高校生：公立 国立 3万円 / 月, 私立 5万円 / 月。

（2） 犯罪被害者等支援団体に対する助成

犯 罪 被 害 者

資料４－１－１

←支払の必要がなくなったとき
（注）留保額 1億円を超えた

ときのその超過部分

（主務省令 定        ）

納　付

  留  保
   しなかった分

留 保 し た 分
（注）

〔10%〕

〔90%〕

（注）口座名義人等の
      救済    留保

犯罪被害者等の支援の充実のために支出

[累計：法施行(20年6月)～
27年3月末までの累計額］

加 害 者 が

預金等を出金

支払手続（返金）
（口座ごと）

累計約166億円 預 金 保 険 機 構

担い手が （１） （２）の事業を運営

累計約103億円 累計約63.3億円

累計約0.8億円

累計約62.1億円
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金融審議会の構成

金

融

審

議

会

金利調整分科会

自動車損害賠償責任保険制度部会

公認会計士制度部会

金融分科会

資料５－１－１
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資料５－１－２

平成27年３月３日現在

会 長 岩原　紳作 早稲田大学大学院法務研究科教授

委 員 秋池　玲子
ボストン コンサルティング グループ
シニアパートナー＆マネージングディレクター

大崎　貞和 （株）野村総合研究所主席研究員

沖野　眞已 東京大学大学院法学政治学研究科教授

川島　千裕 日本労働組合総連合会総合政策局長

川波　洋一 九州大学大学院経済学研究院教授

神作　裕之 東京大学大学院法学政治学研究科教授

黒沼　悦郎 早稲田大学大学院法務研究科教授

河野　栄子 三井住友海上火災保険株式会社社外取締役

佐々木　百合 明治学院大学経済学部教授

洲崎　博史 京都大学大学院法学研究科教授

田島　優子 弁護士（さわやか法律事務所）

田邊　栄一 三菱商事株式会社常務執行役員

永沢　裕美子 Foster Forum良質な金融商品を育てる会事務局長

原田　喜美枝 中央大学商学部教授

福田　慎一 東京大学大学院経済学研究科教授

家森　信善 神戸大学経済経営研究所教授

臨時委員 翁　　百合 （株）日本総合研究所副理事長

神田　秀樹 東京大学大学院法学政治学研究科教授

［計19名］
（敬称略・五十音順）

金融審議会委員名簿
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平成 26 年９月 26 日

金融審議会 

会長 吉野 直行 殿 

金融担当大臣 麻生 太郎 

金融庁設置法第７条第１項第１号により下記のとおり諮問する。

記 

○ 投資運用等に関する検討 

投資家の保護及び成長資金の円滑な供給との観点を踏まえ、

いわゆるプロ向けファンドをめぐる制度のあり方などの課題に

ついて検討すること。 

○ 決済業務等の高度化に関する検討 

決済サービスの高度化に対する要請の高まり等を踏まえ、 

決済及び関連する金融業務のあり方並びにそれらを支える  

基盤整備のあり方等について多角的に検討すること。 
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座　　長 神田　秀樹

メンバー 池田　弘

磯崎　哲也　

上柳　敏郎

大崎　貞和

太田　洋

沖野　眞巳

尾崎　一法

加藤　貴仁

神作　裕之

黒田　達也

黒沼　悦郎

坂　勇一郎

田島　優子

永沢　裕美子

増田　悦子

家森　信善

オブザーバー 佐々木　啓介

鈴木　一広

岡崎　剛司

島村　昌征

（敬称略）

第二種金融商品取引業協会事務局長

日本投資顧問業協会企画部長

消費者庁消費者政策課長

経済産業省経済産業政策局産業資金課長

神戸大学経済経営研究所教授

早稲田大学大学院法務研究科教授

弁護士（さわやか法律事務所）

全国消費生活相談員協会専務理事

東京大学大学院法学政治学研究科教授

弁護士（東京合同法律事務所）

東京大学大学院法学政治学研究科教授

日本ベンチャーキャピタル協会会長

日本ニュービジネス協議会連合会会長

Foster Forum 良質な金融商品を育てる会事務局長

事業創造大学院大学副学長

投資運用等に関するワーキング・グループ　メンバー名簿

東京大学大学院法学政治学研究科教授

東京大学大学院法学政治学研究科准教授

弁護士（西村あさひ法律事務所）

弁護士（東京駿河台法律事務所）

平成26年10月1日現在

野村総合研究所主席研究員

フェムトグロースキャピタルLLPゼネラルパートナー

（注）上記４名の他、日本証券業協会、投資信託協会より参加
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プロ向けファンド

適格機関投資家等特例業務（いわゆる「プロ向けファンド」）

○ 適格機関投資家等（1名以上の適格機関投資家および49名以内の一般投資家（アマ） ）を
対象とするときに限り、当局に届出を行うことにより、当該届出を行った者は、通常、業として
登録が必要となる以下の２つの業務を行うことが可能となる。

① 組合型集団投資スキーム持分の私募

② 組合型集団投資スキームの財産を主として有価証券やデリバティブ取引に係る権利に投
資することによる投資運用

○ このような業務を「適格機関投資家等特例業務」といい、組成された組合型集団投資スキー
ムは一般的に「プロ向けファンド」と呼ばれている。

アマ

プロ

運
用

投資

主として
有価証券や
デリバティブ
取引

自己募集（私募）

ファンド財産
プロは１名以上必須
アマは49名以内

アマ

プロ

出資

特例業務
届出者

通常は投資運用業
の登録が必要

通常は第二種業
の登録が必要

プロ
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プロ向けファンドに関連する問題

○ プロ向けファンドに関しては、その販売等を行う業者が、

① 他の金融商品取引業者と異なり行為規制が緩く、また、登録制でないこともあり、行政処
分（業務改善・停止命令、登録取消）の対象となっていないこと、
② 49名以内であれば投資の素人にも販売が可能なこと、

を悪用し投資家に被害を与えるケースがあり、国民生活センターへの相談件数は増加傾向
にある。

プロ向けファンド契約当事者年代別割合

40歳未満
1.6%

40歳代
3.4%

50歳代
9.0%

60歳代
24.3%

80歳以上
23.8%

（不明・無回答を除く。
n=4,351）

70歳代
37.9%

プロ向けファンドに関する主な相談内容別件数

172

189

214

218

302

306

675
764

0 100 200 300 400 500 600 700 800

業者の所在不明

説明不足

元本が保証されるというセールストーク

判断能力が不十分な消費者による契約

次々に販売勧誘される

業者との連絡不能

強引な勧誘

虚偽の説明

※件数はマルチカウント
（相談件数合計：4,562件）

154

836
1,235

875※

819

0

400

800

1,200

1,600

2009 2010 2011 2012 2013

1,518

「プロ向けファンド」届出業者に関する相談件数

※13年度と同期間（4～11月）の件数

（件数）

（年度）

プロ向けファンド販売購入形態別割合

訪問販売
26.3%

通信販売
13.0%

店舗購入
1.5%

その他
1.3%

（不明・無回答を除く。
n=4,132）

電話勧誘販売
57.9%

（出典）国民生活センター「投資経験の乏しい者に『プロ向けファンド』を販売する業者にご注意！－高齢者を中心にトラブルが増加、劇場型勧誘も見られる－」（2013年12月19日公表）
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金融審議会 投資運用等に関するワーキング・グループ 報告（平成27年1月28日）の概要
～投資家の保護及び成長資金の円滑な供給を確保するためのプロ向けファンドをめぐる制度のあり方～

○ ファンドは、リスクマネー供給において
大きな役割を果たしており、ファンドに
よる成長資金の供給が円滑に行われ
るようにしていくことが求められている。

○ 一方、投資家被害が増加している実
情があり、ファンドへの信頼を確保す
ることにより、成長資金を円滑に供給
していくためにも、投資家被害を適切
に防止していくことが必要。

○ 海外（米国、欧州、シンガポール）で
はファンドにかかる規制が強化され、
登録制・認可制・免許制が適用。

米国におけるベンチャー・キャピタルは届出制
となっているが、登録と同様の情報の提出等が
求められ、各種の行為規制・行政処分の対象。

○ プロ向けファンドを巡る被害について
は、以下のような問題がみられる。

実際には適格機関投資家からほ
とんど出資を受けていない、詐欺
的な勧誘

出資金の契約とは異なる投資へ
の流用

運営内容について、十分な情報
提供が行われない

適格機関投資家等特例業務制度のあり方

○ 成長資金の円滑な供給を確保しつつ、投資家の保護を図っていくため
には、出資者の範囲の見直しにとどまらず、総合的な対応を行っていく
ことが求められ、以下のような法律改正を含めた措置が必要。

１．適格機関投資家等特例業務の届出者
拒否要件・欠格事由等の設定
届出書の記載事項の拡充・公表

２．適格機関投資家の位置付け
実態を伴わない適格機関投資家排除等のため、適格機関投資家の
範囲や要件の設定

３．届出者に対する行為規制
適合性原則（顧客の知識・経験等に照らし不適当な勧誘の禁止）
契約の概要やリスク等を説明するための契約締結前の書面の交付
義務等

４．問題のある届出者への対応
業務改善・停止命令等の監督上の処分の導入、罰則の引上げ
投資家保護の観点から検査を行うことができることを明確化

５．出資者の範囲
投資判断能力を有する一定の投資家及び特例業者と密接に関連す
る者に限定することが適当
26年５月にパブリック・コメントに付された改正案に対して、出資者の
範囲を拡大する修正を加えることが適当
相応の体制が整備されることを前提に、ベンチャー・ファンドについて
は、以下のような者を含めること。
―上場会社等の役員・元役員
―新規事業の立上げ等の業務に直接携わった経験があり、専門的な
知識や能力を有する者

「プロ向けファンド」を巡る状況
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「決済業務等の高度化に関するスタディ・グループ」メンバー名簿 

平成 27 年 4 月 28 日現在 

座 長     岩原 紳作 早稲田大学大学院法務研究科教授 

メンバー 沖田 貴史 ベリトランス（株）代表取締役執行役員ＣＥＯ 

 翁 百合 （株）日本総合研究所副理事長 

  尾中 壱行 三菱ＵＦＪニコス（株）営業本部次長 

  小野 有人 中央大学商学部教授 

  柏木 英一 （株）三菱東京ＵＦＪ銀行ＩＴ事業部長 

 加毛 明 東京大学大学院法学政治学研究科准教授 

  河野 康子  一般社団法人全国消費者団体連絡会事務局長 

  古閑 由佳 ヤフー（株）決済金融カンパニープロデュース本部本部長 

  関 聡司 楽天（株）執行役員 渉外室室長 

  滝島 啓介 ウェルネット（株）取締役執行役員営業部長 

田邊 栄一 三菱商事（株）常務執行役員 

  長楽 高志 一般社団法人日本資金決済業協会専務理事 

  戸村 肇 東京大学大学院経済学研究科講師 

永沢 裕美子 Foster Forum 良質な金融商品を育てる会事務局長 

  浜 俊明 富士通（株）財務経理本部財務部グローバルキャッシュマネジメント部長

  堀 天子 弁護士（森・濱田松本法律事務所） 

  牧野 秀生 花王（株）経理企画部長 

  松井 秀征 立教大学法学部法学科教授 

  森下 哲朗 上智大学法科大学院教授 

  安田 洋祐 大阪大学大学院経済学研究科准教授 

  山上 聰 （株）ＮＴＴデータ経営研究所パートナー グローバル金融ビジネスユニット長

  與口 真三 一般社団法人日本クレジット協会理事 事務局長 

オブザーバー 馬場 健 財務省大臣官房信用機構課長 

 苗村 公嗣 経済産業省商務流通保安グループ商取引監督課長 

 播本 慶子 日本銀行決済機構局決済システム課長 
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金融審議会決済業務等の高度化に関するスタディ・グループ 「中間整理」（平成27年４月28日公表）の概要

決済インフラの改革リテール分野を中心としたイノベーション

決済を取り巻く環境が変化する中、必要に応じて法制面に関する課題について検討海外の動向も踏まえつつ、包括的な改革のためのアクションプランを策定

決済システムの安定性 情報セキュリティ イノベーション促進と利用者保護

決済高度化に向けて以下の観点からの検討も重要

今後の審議今後の審議
現在の「スタディ・グループ」を改組して「ワーキング・グループ」を設置

企業の成長を支える決済サービスの高度化

キャッシュ・マネジメントや債権管理が、
企業の競争力の重要な要素となる中、
キャッシュ・マネジメント・サービス（ＣＭ
Ｓ）は、欧米の主要銀行が邦銀より先
行している、との指摘

邦銀、特に主要行において、世界的
水準を念頭に、ＣＭＳの経営戦略上
の位置付けを明確化

銀行のＣＭＳは、そのＩＴ戦略と密接に
関連、銀行のＩＴ投資の途を拡大して
いくことが重要な課題

邦銀の海外拠点における機動的な事
業展開や、企業のグループ内又は国
際的な資金管理・移動が円滑に行わ
れるような環境整備が重要

電子記録債権の資金調達手段として
の活用を促していくための方策につ
いて検討

今後の課題

最近の動向

改革に向けたアクションプラン 法制面に関する課題

欧州における域内決済のシームレス化や米国FRBによる戦略文書
の公表など、欧米では、競争力強化の観点から、取組みを強化

最近の動向

わが国でも、金融・ＩＴ融合等が進む中、銀行業の将来像を見据え、
国際的な動向や将来的なニーズも踏まえ、戦略的な改革が必要

送金フォーマット項目等の国際標準化

国際的な相互接続等による、「ロー・バリュー送金」の提供

非居住者口座に係る円送金の全銀システムの取扱い

国内外を通じたシームレス化

情報量に富むＸＭＬ電文への全面的な移行に向けて検討

決済インフラを銀行サービスのイノベーションの基盤として有効に
活用することや、その機能を充実させることを検討

迅速かつ機動的に、高度なサービスを提供することや、ニーズに
応じて選択可能な決済インフラの構築

機能拡大と高度化

今後の課題

イノベーション推進のための体制整備

ＡＰＮなどアジアの決済インフラ構築に積極的に参画

ＩＴを活用した新しい決済サービス等が登場し、 「FinTech」
の台頭に見られるように、イノベーションが急速に進展、決
済を起点として新たな金融ビジネスを展開する動きが拡大

多様なプレーヤーが、従来銀行が担ってきた業務を分化さ
せつつ提供する動き（「アンバンドリング化」とも言うべき構
造変化）が進行

多様なプレーヤー間の連携・協働を通じた新たなビジネス
展開が進んでいる

欧米の銀行では、投資先としてではなく、ＩＴの取り込み自体
を目的とした、ＩＴベンチャーとの連携や買収が活発化

最近の動向

決済サービスや銀行業務のあり方そのものを併せて見直さ
なければ、世界的なイノベーションから遅れるおそれ。銀行
のみならず多様なプレーヤーにより、競争的にイノベーショ
ンが進められるようにすることが重要

ＩＴ分野の技術革新の多くが金融以外の領域で産み出されて
おり、銀行サイドでも、 “オープン・イノベーション”を重視した
体制とビジネス・モデルを構築し、ITベンチャーとの連携など、
戦略的にITの取り込みを図ることが重要

今後の課題

こうしたリスクの低減とともに、破綻時でも決済システムに大きな
影響が生じないよう、実務面を含め、幅広い観点から検討

多様なプレーヤーの拡大はイノベーションに貢献。他方、破綻
等に伴うリスク増大のおそれ

サイバー攻撃が巧妙化し、多様なプレーヤーが登場する中、
「事業者におけるセキュリティ対策の向上」、「問題発生時の責
任・損失分担」や「利用者のリテラシー向上」といった課題につ
き、検討を進めることが必要

イノベーション促進や利便性向上という観点と、
利用者保護という観点の双方を踏まえる必要

サービスの多様化が進む中、リスクに応じた
実効性のある対応が必要
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平成２７年３月３日 

金融庁設置法第７条第１項第１号により 

下記のとおり諮問する。

諮 問 事 項 

○ 金融グループを巡る制度のあり方に関する検討 

金融グループの業務の多様化・国際化の進

展等の環境変化を踏まえ、金融グループを巡る

制度のあり方等について検討を行うこと。 
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「金融グループを巡る制度のあり方に関するワーキング・グループ」 

メンバー名簿 

平成 27 年６月 29 日現在     

座     長  岩原 紳作 早稲田大学大学院法務研究科教授 

メ ン バ ー  大崎 貞和 （株）野村総合研究所主席研究員 

  翁  百合 （株）日本総合研究所副理事長 

  加藤 貴仁 東京大学大学院法学政治学研究科准教授 

  川村 健一 （株）横浜銀行取締役常務執行役員 

  神作 裕之 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

  小鈴 裕之 みずほ総合研究所（株）金融調査部長 

  中村 善二 UBS 証券（株）代表取締役兼CEO兼 UBS銀行東京支店在日代表

  野﨑 浩成 京都文教大学総合社会学部教授 

  林田 晃雄 （株）読売新聞東京本社論説副委員長 

  福田 慎一 東京大学大学院経済学研究科教授 

  藤井 文世 （株）北洋銀行常務取締役 

  藤原 弘治 （株）みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ取締役執行役常務 

  舩津 浩司 同志社大学法学部准教授 

  松井 秀征 立教大学法学部法学科教授 

  宮本 勝弘 新日鐵住金（株）常務執行役員 

  家森 信善 神戸大学経済経営研究所教授 

  吉崎   健 （株）ＮＴＴドコモ執行役員金融ビジネス推進部長 

オブザーバー  竹林 俊憲 法務省民事局参事官 

  馬場   健 財務省大臣官房信用機構課長 

  林 新一郎 日本銀行金融機構局審議役 

（敬称略・五十音順） 
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金融グループを巡る制度のあり方について

背 景

○ 金融審議会では、決済業務の高度化についての審議が進められているが、そこでの議論等を通じ、この問題が、金融グ

ループのIT戦略、更には、グループ全体の経営戦略の問題と密接不可分であることが認識されている。
○ 足許、金融グループの多様化・国際化等が進展しているが、持株会社その他の金融グループを巡る現行の制度は、これ

らの実態に必ずしも十分に適合していないとの指摘も存在。

主要行グループを中心に、金融グループの業務のうち、例えば、国内銀行本体による業務からの収益の比重は低下
の傾向

他方で、近時の国際的な議論では、持株会社を中心とした金融グループ全体の健全性等を母国当局が責任をもって監
督していくべきとの流れ

グループ全体の競争力強化に向けて、持株会社には、グループ全体での戦略的な経営方針の策定、的確な経営・リ
スク管理およびそのために必要な資本・資金の調達など、より幅広い中核的な役割が求められる傾向（これに対し、
現行法上、持株会社は、金融機関の主要株主の一形態との位置づけ）

さらに、グループのシナジー、コスト削減効果を高めるため、グループ全体での柔軟な業務展開を可能とする枠組
みを望む声

金融グループにおいて、持株会社が、より一層実体を持った中核的な存在としてその機能を発揮することを可

能とするとともに、銀行本業とのシナジーが期待できる分野において柔軟な業務展開を可能とするため、金融

グループを巡る制度のあり方について、検討が必要ではないか。

金融持株会社傘下の子会社の業務範囲の柔軟化

金融持株会社等によるグループ共通業務の統合的な実施

金融持株会社を通じた機能発揮 グループ全体での柔軟な業務展開

金融事業を巡るシナジー、コスト削減効果の拡大

金融持株会社による戦略的な経営方針の策定

グループ全体の経営・リスク管理の強化
等 等
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会　　長 落 合 誠 一  中央大学法科大学院教授

委　　員 相 原 康 伸  全日本自動車産業労働組合総連合会会長

古 笛 恵 子  弁護士

鈴 木 共 子  NPO法人いのちのミュージアム代表理事

関 政 治  全日本交通運輸産業労働組合協議会事務局長

德 岡 宏 行  一般社団法人日本損害保険協会自賠責保険特別委員会委員長

中林 真理子  明治大学商学部教授

中 村 純 誠  全国共済農業協同組合連合会代表理事専務

新 居 康 昭  一般社団法人日本自動車会議所保険委員会委員長

広 重 美 希  一般社団法人消費者力開発協会理事

福 田 弥 夫  日本大学通信教育部長・日本大学法学部教授

堀 本 修 平  損害保険料率算出機構専務理事

山 本 眞 弓  弁護士

特別委員 石 井 正 三  公益社団法人日本医師会常任理事

桑 山 雄 次  全国遷延性意識障害者・家族の会代表

丹野 美絵子  独立行政法人国民生活センター理事

野 尻 俊 明  流通経済大学法学部教授

矢 代 隆 義  一般社団法人日本自動車連盟副会長

（敬称略・五十音順）    

自動車損害賠償責任保険審議会委員名簿

（平成27年1月28日現在）
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企 業 会 計 審 議 会 の 組 織 

総  会 

監 査 部 会会 計 部 会 内部統制部会
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資料５－５－１

平成27年６月15日現在
（消費者行政機関等）
消費者庁消費者教育・地方協力課長 植 田 広 信
国民生活センター相談情報部長 鈴 木 基 代
東京都消費生活総合センター所長 吉 村 幸 子
日本司法支援センター第一事業部情報提供課長 土 田 篤 志

（消費者団体）
全国消費者団体連絡会政策スタッフ 小 浦 道 子
日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会理事 唯 根 妙 子
全国消費生活相談員協会主任研究員 樋 山 昌 子

（指定紛争解決機関）
全国銀行協会金融ＡＤＲ部長 阿 部 耕 一
信託協会信託相談所長 岡 本 康 二
生命保険協会生命保険相談室長 酒 巻 宏 明
日本損害保険協会理事損害保険相談・紛争解決サポートセンター本部長 森 栄 二
保険オンブズマン専務理事 瀧 下 行 夫
日本少額短期保険協会事務局長 小 泉 武 彦
証券・金融商品あっせん相談センター業務部長 田 口 順 一
日本貸金業協会貸金業相談・紛争解決センター長 黒 岩 篤 行

（業界団体・自主規制機関）
全国信用金庫協会業務管理部長 阿 部 吉 邦
全国信用組合中央協会しんくみ相談所副所長 河 野 哲 也
全国労働金庫協会経営企画部長 渡 部 勝
日本商品先物取引協会相談センター長 山寺 洋一郎
農林中央金庫総合企画部副部長（農漁協系統金融機関代表） 梅 田 泰 弘
不動産証券化協会総務部長・苦情相談室長 山口 真紀子
日本資金決済業協会事務局長 永 澤 修

（弁護士会）
長島・大野・常松法律事務所，弁護士 井 上 聡
西村あさひ法律事務所，弁護士 森 倫 洋
港共同法律事務所，弁護士 石 戸 谷 豊

（学識経験者）
生活経済ジャーナリスト 高 橋 伸 子

【座長代理】 早稲田大学研究院教授 犬 飼 重 仁
東京大学大学院法学政治学研究科教授 神 作 裕 之

【座長】 一橋大学大学院法学研究科教授 山 本 和 彦

（金融当局）
金融庁総務企画局企画課長 松 尾 元 信
金融庁総務企画局政策課金融サービス利用者相談室長 﨑 山 正 夫
金融庁監督局総務課長 藤 本 拓 資
経済産業省経済産業政策局産業資金課課長補佐 岩 佐 圭 祐
厚生労働省労働基準局勤労者生活課労働金庫業務室室長補佐 佐 藤 秀 一
国土交通省土地・建設産業局不動産市場整備課不動産投資市場整備室長 小 林 正 典
総務省情報流通行政局郵政行政部貯金保険課長 菱 沼 宏 之
農林水産省経営局金融調整課経営専門官 小 林 一 貴

〔計37名〕
（事務局）
金融庁総務企画局企画課金融トラブル解決制度推進室長 菅 井 英 彦

〔合計38名〕

金融トラブル連絡調整協議会委員名簿

（敬称略、順不同）
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資料５－５－２

金融トラブル連絡調整協議会の開催状況
回数 開催日 議題 

1 
平成 12 年 

9 月 7 日 

○金融審議会答申及びワーキンググループ報告について 

○金融トラブル連絡調整協議会の運営方法について 

2 11 月 8 日 ○「個別紛争処理における機関間連携の強化」について 

3 
平成 13 年 

1 月 16 日 
○「苦情・紛争処理手続の透明化」について 

4 4 月 3 日 ○「苦情・紛争処理事案のフォローアップ」について 

5 5 月 31 日 ○「苦情・紛争処理実績に関する積極的公表」について 

6 8 月 7 日 ○「広報活動を含む消費者アクセスの改善」について 

7 10 月 2 日 ○「機関間連携のあり方」について 

8 11 月 19 日 ○「苦情・紛争処理のモデルの中間試案」について 

9 
平成 14 年 

1 月 15 日 

○「金融分野の業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援のモデル

（案）」について 

10 2 月 8 日 ○「協議会における今後の取組みに係る論点メモ」について 

11 3 月 27 日 ○「苦情・紛争解決支援のモデル（案）に寄せられた意見」について 

12 4 月 25 日 ○「苦情・紛争解決支援のモデルの修正案」について 

13 5 月 23 日 ○「金融トラブル連絡調整協議会の今後の取組みについて」（１） 

14 6 月 17 日 ○「金融トラブル連絡調整協議会の今後の取組みについて」（２） 

15 7 月 22 日 
○「金融トラブル連絡調整協議会の今後の進め方について」 

○「苦情・紛争解決支援のモデルのフォローアップの方法」について 

16 10 月 11 日 ○「フォローアップ－自己評価結果の報告と意見交換－」（１） 

17 11 月 5 日 ○「フォローアップ－自己評価結果の報告と意見交換－」（２） 

18 12 月 12 日 
○「フォローアップ－自己評価結果の報告と意見交換－」（３） 

○「機関間連携（総論）」について（１） 

19 
平成 15 年 

2 月 5 日 

○「機関間連携（総論）」について（２） 

○「実務者ネットワークの論点整理」について（１） 

○「金融商品販売法の施行状況の調査、点検の結果」について 

20 4 月 21 日 
○「機関間連携（弁護士仲裁センター）」について（１） 

○「苦情・紛争解決支援規則の再評価結果」について 

21 6 月 24 日 

○「機関間連携（弁護士仲裁センター）」について（２） 

○「実務者ネットワークの論点整理」について（２） 

○「消費者の認知に向けた PR」について 

22 9 月 9 日 
○「公的機関との連携」について（１） 

○「金融トラブルの解決に向けたその他の方策」について 

23 11 月 25 日 

○「公的機関との連携」について（２） 

○「協議会の今後の進め方」について 

○「その他：外国為替証拠金取引」について 

24 
平成 16 年 

3 月 24 日 

○「平成 15 年中の苦情紛争解決事例等」について 

○「金融商品販売法の施行状況フォローアップ」について 

25 5 月 28 日 
○「証券分野における苦情紛争解決の取組み」について 

○「無認可共済に係る相談事例等」について 
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回数 開催日 議題 

26 
平成 16 年 

6 月 24 日 

○総合的なＡＤＲの制度基盤の整備の検討状況について 

○平成 15年度内の規則及び運用の改善等について 

○金融トラブル連絡調整協議会の成果等について 

27 9 月 10 日 

○ＡＤＲ法（仮称）の検討状況について 

○「金融サービス利用者相談室」（仮称）の設置について 

○今後の協議会の活動について 

28 
平成 17 年 

1 月 31 日 

○苦情紛争事例のケース・スタディ 

○海外のＡＤＲ事情報告について 

○「金融サービス利用者相談室」の設置について 

29 6 月 3 日 
○平成 16年度内の規則及び運用の改善等について 

○平成 16年度中の苦情・紛争事例等について 

30 10 月 27 日 

○金融サービス利用者相談室における相談等の受付状況等について 

○裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）関係法令に係る今後の見通し等について 

○偽造・盗難キャッシュカード問題について 

○投資サービス法（仮称）の検討状況について 

31 
平成 18 年 

6 月 23 日 

○金融商品取引法等について 

○平成 17年度の規則の改善等の報告 

○参加団体等における裁判外紛争処理に係る取組みについて 

32 12 月 6 日 

○業界団体の苦情紛争解決支援手続の運用面等改善の取組みについて 

○金融サービス利用者相談室における相談等の受付状況等について 

○裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（ＡＤＲ法）の平成 19 年４月

施行に向けた事前説明について 

○金融商品取引法の認定投資者保護団体制度の活用について 

○本人確認法施行令等の改正について 

33 
平成 19 年 

6 月 12 日 

○ＡＤＲ法の認証及び金商法（認定投資者保護団体）の認定取得について 

○利用者相談室満足度調査について 

○日本司法支援センター（法テラス）の概要について 

○多重債務問題解決のためのカウンセリングシンポジウムについて 

○平成 18年度における業界団体・自主規制機関の苦情・紛争解決支援について 

34 12 月 7 日 

○「国民生活センターの在り方等に関する検討会」最終報告について 

○業界団体からの報告 

○業界団体の苦情・紛争解決支援手続規則の用語について 

○紛争解決支援手続の弁護士会仲裁センター委託方式における問題点について 

○業界団体の紛争解決支援手続の利用促進について 

35 
平成 20 年 

3 月 31 日 

○金融分野の業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援のモデル改

正のためのワーキンググループについて 

○業界団体等からの報告 

○訴訟等を理由とする金融ＡＤＲ手続の拒否について等 

○最近の消費者政策を踏まえた自由討議 

36 5 月 14 日 

○日本少額短期保険協会における苦情・紛争解決支援の取組み 

○金融トラブル連絡調整協議会のこれまでの取組みと今後の金融ＡＤＲの方向

性について 

37 6 月 17 日 
○平成 19年度における業界団体・自主規制機関の苦情・紛争解決支援について 

○金融ＡＤＲの整備にかかる今後の課題について 

38 6 月 24 日 ○金融ＡＤＲの整備にかかる今後の課題について（続き） 

39 12 月 24 日 

○業界団体からの報告 

○金融審議会金融分科会第一部会・第二部会合同会合報告について 

○「金融分野の業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援のモデル」

の改正案について 

40 
平成 21 年 

6 月 19 日 

○平成 20年度における苦情・紛争解決支援について 

○金融トラブル連絡調整協議会の今後の役割について 

○「金融分野の業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援のモデル」

の改正について 
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回数 開催日 議題 

41 
平成 23 年 

 2 月 14 日 

○金融ＡＤＲ制度に関する取組状況等 

○各指定紛争解決機関の業務の実施状況等 

○金融トラブル連絡調整協議会の今後の進め方及び自由討議 

42 12 月 1日 
○各指定紛争解決機関の業務実施状況 

○各指定紛争解決機関の利用者利便性向上に向けた取組状況等 

43 
平成 24 年 

 6 月 7日 

○各指定紛争解決機関の業務実施状況（平成 23年度） 

○無登録業者等に関する相談・苦情等の状況 

○利用者利便性向上に向けたアンケートの実施状況 

44  11月 22日 

○各指定紛争解決機関の業務実施状況（平成 24年度上半期） 

○指定紛争解決機関における苦情・紛争事案に係る分析及び金融機関に対する

フィードバックの状況 

○金融ＡＤＲ制度のフォローアップに関する有識者会議の設置 

45 
平成 25 年 

 6 月 3日 

○各指定紛争解決機関の業務実施状況（平成 24年度） 

○金融ＡＤＲ制度のフォローアップに関する有識者会議における議論の取りま

とめ及び指定紛争解決機関向けの監督指針（案） 

○金融ＡＤＲ連絡協議会の設置 

46  12 月 6 日 

○各指定紛争解決機関の業務実施状況（平成 25年度上半期） 

○各指定紛争解決機関の「利用者利便性向上に向けたアンケート」の実施状況 

○「第２回金融ＡＤＲ連絡協議会」の概要報告 

47 
平成 26 年 

 5 月 29 日 

○各指定紛争解決機関の業務実施状況（平成 25年度） 

○公正かつ適確な紛争解決等業務の遂行のための各指定紛争解決機関の相談員

の研修及び紛争解決委員の情報共有等の状況 

○「金融サービス利用者相談室」における相談等の受付状況等 

○「第３回金融ＡＤＲ連絡協議会」の概要報告 

48 12 月 4日 

○各指定紛争解決機関の業務実施状況（平成 26年度上半期） 

○指定紛争解決機関における相談業務の状況等 

○「金融サービス利用者相談室」における相談等の受付状況等 

○「第４回金融ＡＤＲ連絡協議会」の概要報告 

49 
平成 27 年 

 6 月 15 日 

○各指定紛争解決機関の業務実施状況（平成 26年度） 

○「指定紛争解決機関向けの総合的な監督指針」等への対応状況 

○「金融サービス利用者相談室」における相談等の受付状況等 

○「金融ＡＤＲ連絡協議会（第５回、第６回）」の概要報告 
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資料５－５－３ 

第４８回 金融トラブル連絡調整協議会

◇日時：平成 26年 12 月４日（木） 14:00 ～ 16:00 

◇場所：中央合同庁舎第７号館 12階 共用第２特別会議室 

議 事 次 第 

Ⅰ．開会 

Ⅱ．委員紹介 

Ⅲ．各指定紛争解決機関の業務実施状況（平成 26年度上半期）

Ⅳ．指定紛争解決機関における相談業務の状況等 

Ⅴ．「金融サービス利用者相談室」における相談等の受付状況等 

Ⅵ．「第４回金融ＡＤＲ連絡協議会」の概要報告 

Ⅶ．閉会 
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前年
同期比

不開始 解決 移行 不応諾 不調 移送 その他 計 １月未満
１月以上
３月未満

３月以上
６月未満

６月以上 計

277 538 ▲27% 815 594 221 0 302 97 0 37 0 158 594 222 180 113 79 594

0 0 - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

83 195 ▲4% 278 175 103 0 63 95 0 5 0 12 175 31 74 58 12 175

1,000 1,391 9% 2,391 1,306 1,085 0 1,028 130 0 129 0 19 1,306 310 516 224 256 1,306

33 132 ▲18% 165 127 38 1 79 1 0 45 0 1 127 56 63 8 0 127

15 54 ▲6% 69 60 9 0 51 5 0 0 0 4 60 34 17 4 5 60

41 279 ▲43% 320 271 49 0 223 46 0 2 0 0 271 195 57 19 0 271

1 53 1% 54 50 4 0 45 3 0 2 0 0 50 45 2 2 1 50

1,450 2,642 ▲11% 4,092 2,583 1,509 1 1,791 377 0 220 0 194 2,583 893 909 428 353 2,583

（注２）計数は速報値である。

日本少額短期保険協会

日本貸金業協会

（注１）各指定紛争解決機関からの報告に基づき金融庁で作成。

証券・金融商品
あっせん相談センター

指定紛争解決機関の苦情処理手続実施状況
（平成26年4月1日～平成26年9月30日）

当期の
受付件数

受付件数
計

全国銀行協会

前期の
未済件数

１．苦情処理手続の実施状況

（1）苦情処理手続件数（当期の状況）

当期の
既済件数

当期の
未済件数

（単位：件）

日本損害保険協会

（３）苦情処理手続（不応諾及び移送を除く。）
    の所要期間（当期の既済事件）

合計

生命保険協会

(指定紛争解決機関名)

信託協会

（２）苦情処理手続の終了事由別の内訳件数（当期の既済事件）

保険オンブズマン

【凡例】
○不開始・・・手続が開始される前に苦情が解決したため、手続開始に至らなかったもの。
○解 決・・・手続開始後に苦情が解決したもの。
○移 行・・・苦情処理手続を実施したが、最終的に紛争解決手続へ移行したもの。

○不応諾・・・金融機関が苦情処理手続に応じなかったもの。

○不 調・・・苦情処理手続を実施したが、申立人の納得が得られなかったもの（移行を除く）。

○移 送・・・指定紛争解決機関が、他の指定紛争解決機関の苦情処理手続に付することが適当と認めたもの。
○その他・・・苦情処理手続が終了しているが、上記のいずれにも分類されないもの。
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前年
同期比

和解
特別
調停

見込み
なし

双方の
離脱

一方の
離脱

不応諾 移送 その他 計 １月未満
１月以上
３月未満

３月以上
６月未満

６月以上 計

89 107 ▲23% 196 92 104 46 0 37 0 9 0 0 0 92 0 19 48 25 92

0 0 - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

80 98 1% 178 91 87 4 16 68 0 3 0 0 0 91 10 31 42 8 91

182 291 39% 473 239 234 38 37 149 0 12 0 0 3 239 2 56 109 72 239

7 10 ▲44% 17 8 9 3 0 5 0 0 0 0 0 8 0 1 3 4 8

1 5 150% 6 6 0 0 0 6 0 0 0 0 0 6 0 6 0 0 6

16 46 ▲36% 62 43 19 22 0 19 0 1 0 0 1 43 1 29 13 0 43

9 8 ±0 17 8 9 5 0 0 0 0 0 0 3 8 0 5 1 2 8

384 565 3% 949 487 462 118 53 284 0 25 0 0 7 487 13 147 216 111 487

前期の
未済件数

信託協会

日本貸金業協会

（注１）各指定紛争解決機関からの報告に基づき金融庁で作成。

日本少額短期保険協会

全国銀行協会

日本損害保険協会

当期の
未済件数

（注２）計数は速報値である。

証券・金融商品
あっせん相談センター

保険オンブズマン

当期の
既済件数

生命保険協会

合計

(指定紛争解決機関名)

（1）紛争解決手続件数（当期の状況）

指定紛争解決機関の紛争解決手続実施状況
（平成26年4月1日～平成26年9月30日）

当期の
受付件数

受付件数
計

（２）紛争解決手続の終了事由別の内訳件数（当期の既済事件）
（３）紛争解決手続（不応諾及び移送を除く。）
    の所要期間（当期の既済事件）

成　立

２．紛争解決手続の実施状況 （単位：件）

成立以外

【凡例】
○和 解・・・紛争解決委員が提示する和解案により解決したもの。
○特別 調 停・・・紛争解決委員が提示する特別調停案（和解案であって、金融機関が原則受け入れなければならないもの）により解決したもの。
○見込みなし・・・紛争解決委員が、紛争解決手続によっては、和解が成立する見込みがないと判断して終了したものなど。

○双方の離脱・・・紛争の当事者双方が、紛争解決手続によっては紛争の解決を図ることはしないこととして、合意により終了したもの。
○一方の離脱・・・紛争の当事者のいずれか一方が、申立ての取下げや手続からの離脱により終了したもの。

○不 応 諾・・・顧客の不応諾及び金融機関の正当な理由のある不応諾。

○移 送・・・紛争解決委員が、他の指定紛争解決機関の紛争解決手続に付することが適当と認めたもの。
○そ の 他・・・紛争解決手続が終了しているが、上記のいずれにも分類されないもの。
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資料５－５－４ 

第４９回 金融トラブル連絡調整協議会

◇日時：平成 27年６月 15日（月） 16:00 ～ 18:00 

◇場所：中央合同庁舎第７号館 13階 共用第１特別会議室 

議 事 次 第 

Ⅰ．開会 

Ⅱ．委員紹介 

Ⅲ．各指定紛争解決機関の業務実施状況（平成 26年度） 

Ⅳ．「指定紛争解決機関向けの総合的な監督指針」等への対応状況 

Ⅴ．「金融サービス利用者相談室」における相談等の受付状況等 

Ⅵ．「金融ＡＤＲ連絡協議会（第５回、第６回）」の概要報告 

Ⅶ．閉会 
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前年
同期比

不開始 解決 移行 不応諾 不調 移送 その他 計 １月未満
１月以上
３月未満

３月以上
６月未満

６月以上 計

277 1,097 ▲20% 1,374 1,167 207 0 594 184 0 71 0 318 1,167 430 381 225 131 1,167

0 1 ▲67% 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 0 1

85 477 28% 562 375 187 0 144 190 0 5 0 36 375 57 175 122 21 375

1,000 3,120 21% 4,120 2,848 1,272 0 2,318 241 0 243 0 46 2,848 705 1,070 509 564 2,848

33 264 ▲12% 297 267 30 1 172 1 0 89 0 4 267 123 123 20 1 267

15 100 ▲2% 115 98 17 0 81 9 0 0 0 8 98 56 26 10 6 98

42 580 ▲33% 622 593 29 0 486 101 0 5 0 1 593 406 148 33 6 593

1 94 ▲1% 95 91 4 0 82 6 0 3 0 0 91 83 2 5 1 91

1,453 5,733 1% 7,186 5,440 1,746 1 3,877 732 0 416 0 414 5,440 1,860 1,926 924 730 5,440合計

（注１）各指定紛争解決機関からの報告に基づき金融庁で作成。

（注２）計数は速報値である。

生命保険協会

日本損害保険協会

保険オンブズマン

日本少額短期保険協会

証券・金融商品
あっせん相談センター

日本貸金業協会

前期の
未済件数

当期の
受付件数

全国銀行協会

信託協会

指定紛争解決機関の苦情処理手続実施状況
（平成26年4月1日～平成27年3月31日）

１．苦情処理手続の実施状況 （単位：件）

(指定紛争解決機関名)

（1）苦情処理手続件数（当期の状況） （２）苦情処理手続の終了事由別の内訳件数（当期の既済事件）
（３）苦情処理手続（不応諾及び移送を除く。）
    の所要期間（当期の既済事件）

受付件数
計

当期の
既済件数

当期の
未済件数

【凡例】
○不開始・・・手続が開始される前に苦情が解決したため、手続開始に至らなかったもの。
○解 決・・・手続開始後に苦情が解決したもの。
○移 行・・・苦情処理手続を実施したが、最終的に紛争解決手続へ移行したもの。

○不応諾・・・金融機関が苦情処理手続に応じなかったもの。

○不 調・・・苦情処理手続を実施したが、申立人の納得が得られなかったもの（移行を除く）。

○移 送・・・指定紛争解決機関が、他の指定紛争解決機関の苦情処理手続に付することが適当と認めたもの。
○その他・・・苦情処理手続が終了しているが、上記のいずれにも分類されないもの。
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前年
同期比

和解
特別
調停

見込み
なし

双方の
離脱

一方の
離脱

不応諾 移送 その他 計 １月未満
１月以上
３月未満

３月以上
６月未満

６月以上 計

89 200 ▲19% 289 209 80 97 0 93 0 19 0 0 0 209 0 52 92 65 209

0 1 増減なし 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

80 194 ▲4% 274 189 85 7 39 137 0 6 0 0 0 189 23 54 87 25 189

182 520 27% 702 489 213 88 74 295 0 27 0 0 5 489 4 100 240 145 489

7 22 ▲12% 29 24 5 6 1 16 0 0 0 0 1 24 1 8 11 4 24

1 9 125% 10 7 3 0 0 6 1 0 0 0 0 7 0 7 0 0 7

16 101 ▲13% 117 94 23 47 0 39 0 5 0 0 3 94 4 60 28 2 94

9 12 ▲29% 21 16 5 8 0 4 0 0 0 0 4 16 0 6 5 5 16

384 1,059 4% 1,443 1,028 415 253 114 590 1 57 0 0 13 1,028 32 287 463 246 1,028

証券・金融商品
あっせん相談センター

日本貸金業協会

合計

（注１）各指定紛争解決機関からの報告に基づき金融庁で作成。

（注２）計数は速報値である。

全国銀行協会

信託協会

生命保険協会

日本損害保険協会

保険オンブズマン

日本少額短期保険協会

成　立 成立以外

前期の
未済件数

当期の
受付件数

指定紛争解決機関の紛争解決手続実施状況
（平成26年4月1日～平成27年3月31日）

２．紛争解決手続の実施状況 （単位：件）

(指定紛争解決機関名)

（1）紛争解決手続件数（当期の状況） （２）紛争解決手続の終了事由別の内訳件数（当期の既済事件）
（３）紛争解決手続（不応諾及び移送を除く。）
    の所要期間（当期の既済事件）

受付件数
計

当期の
既済件数

当期の
未済件数

【凡例】
○和 解・・・紛争解決委員が提示する和解案により解決したもの。
○特別 調 停・・・紛争解決委員が提示する特別調停案（和解案であって、金融機関が原則受け入れなければならないもの）により解決したもの。
○見込みなし・・・紛争解決委員が、紛争解決手続によっては、和解が成立する見込みがないと判断して終了したものなど。

○双方の離脱・・・紛争の当事者双方が、紛争解決手続によっては紛争の解決を図ることはしないこととして、合意により終了したもの。
○一方の離脱・・・紛争の当事者のいずれか一方が、申立ての取下げや手続からの離脱により終了したもの。

○不 応 諾・・・顧客の不応諾及び金融機関の正当な理由のある不応諾。

○移 送・・・紛争解決委員が、他の指定紛争解決機関の紛争解決手続に付することが適当と認めたもの。
○そ の 他・・・紛争解決手続が終了しているが、上記のいずれにも分類されないもの。

－ 358 －



「『日本再興戦略』改訂2015」 （27年6月30日閣議決定）における金融庁関連の主要施策

第一部・総論

第二部・3つのアクションプラン

成長戦略（改訂版）

一．日本産業再興プラン

二．戦略市場創造プラン

三．国際展開戦略

１．産業の新陳代謝の促進

５．立地競争力の更なる強化 （５－２．金融・資本市場の活性化、公的・準公的資金の運用等）

•コーポレートガバナンスの強化
•企業の経営支援強化のための安定的な金融機能の発揮等
•持続的成長に向けた企業と投資家の対話促進
•多様な資金供給手法を動員した成長マネーの供給促進
•金融仲介機能の更なる充実・強化及び事業再生の促進

•決済高度化及び金融グループを巡る制度のあり方等に関する検討
•金融資本市場の利便性向上と活性化（インフラファンドの組成・上場の促進、ヘルスケアリートの
更なる普及、総合取引所の可及的速やかな実現 等）

•国際金融センターとしての地位確立と日本企業の海外進出支援
• IFRS任意適用企業の更なる拡大促進
•質の高い個人向け投資商品の提供促進及びNISAの利用拡大

第三部・改革のモメンタム～「改革2020」の推進～

資料６－２－１
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日本産業再興プラン 産業の新陳代謝の促進

◆ コーポレートガバナンスの強化
― 「コーポレートガバナンス・コード」及び「スチュワードシップ・コード」が車の両輪となって企業の持続的な成長が促されるよう、
その普及・定着を図るとともに、全般的な状況を把握・公表する。

◆ 企業の経営支援強化のための安定的な金融機能の発揮等
―金融機関のガバナンスや経営体力の強化に向け、独立社外取締役の選任や政策保有株式の縮小等の動きを引き続き注視
する。グローバルなシステム上重要な金融機関に対しては、経営支援機能を常に十分に発揮できるよう、株価変動リスク等の
縮減を求めていく。

◆ 持続的成長に向けた企業と投資家の対話促進
―投資家が必要とする情報を効果的かつ効率的に提供するため、金融審議会において、企業の情報開示のあり方について
今年度中に総合的に検討を行い、結論を得る。

◆ 多様な資金供給手法を動員した成長マネーの供給促進
―投資型クラウドファンディングにかかる制度を活用するとともに、各種クラウドファンディング利用を促進する。

― 「株主コミュニティ制度」を活用し、資金調達を支援する。

― 地域金融機関等と地域経済活性化支援機構が連携し、「地域活性化・事業再生ファンド」を活用。地域への資金供給を促す。

◆ 金融仲介機能の更なる充実・強化及び事業再生の促進
―金融機関における企業の事業性を評価する融資の取組やコンサルティング機能の強化、「経営者保証に関するガイドライ
ン」の一層の活用等の促進を図る。

― 金融機関が担保・保証に依存せず、目利き力を発揮して企業の経営情報を的確に把握することによって、運転資金の円滑
な供給が図られるよう、短期継続融資の取扱いについて明確化した金融検査マニュアルについて、周知・徹底を図る。

「『日本再興戦略』改訂2015」 （27年6月30日閣議決定）における金融庁関連の主要施策(1)
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日本産業再興プラン 金融・資本市場の活性化等

◆ 決済高度化及び金融グループを巡る制度のあり方等に関する検討

― グローバルに活動する日本企業の成長力強化等の観点から、決済高度化に向けたアクションプランを策定するとともに、制

度面について検討を行う。

― 金融グループにおける経営・リスク管理機能、業務範囲のあり方など、金融グループを巡る制度のあり方について検討を行う。

◆ 金融資本市場の利便性向上と活性化

― 金融資本市場の利便性向上と活性化に向けた以下のような取組みを積極的に進める。

・インフラファンドの組成・上場の促進、ヘルスケアリートの普及啓発

・総合取引所の実現

・債券市場の活性化、振替・清算機関の機能強化

・国債や株式等の決済期間の短縮

◆ 国際金融センターとしての地位確立と日本企業の海外進出支援

―日本企業等の海外進出を金融面から一層支援するとともに、日本の金融・資本市場の魅力を海外に一層強力に発信する

ため、「アジア金融連携センター」を「グローバル金融連携センター（仮称）」に改組するとともに、支援対象をアジア諸国以外
に拡大するなど、技術支援体制の拡充等を図る。

◆ ＩＦＲＳ任意適用企業の更なる拡大促進

―引き続きIFRSの任意適用企業の拡大促進を図るべく、IFRSに基づく財務諸表等を作成する上で参考となる様式の充実・改

訂を行うとともに、上場企業が決算短信で開示しているIFRSの適用に関する検討状況を東京証券取引所と連携して分析し
IFRSの適用状況の周知を図る。

◆ 質の高い個人向け投資商品の提供促進及びＮＩＳＡの利用拡大
― 家計資産が成長マネーに向かう活発な金融市場を実現するため、販売会社・投資運用業者の双方に対し、その役割（フィ
デューシャリー・デューティー）を果たすよう促すとともに、来年から導入されるジュニアNISA（年間投資上限額80 万円）を含め
NISAの更なる利用拡大に向けた施策を推進する。

「『日本再興戦略』改訂2015」 （27年6月30日閣議決定）における金融庁関連の主要施策(2)
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産業・金融一体となった総合支援体制の整備

－金融等による「地域企業応援パッケージ」－

地域企業による生産性・効率性の向上、「雇用の質」の確保・向上に向けた取組や地域におけ

る金融機能の高度化が必要。

⇒ 金融等による「地域企業応援パッケージ」を策定し、産業・金融両面からの政府の支援等を

総合的に実施し、様々なライフステージにある企業の課題解決に向けた自主的な取組を官民一

体で支援する。

地域企業による生産性・効率性の向上、「雇用の質」の確保・向上に向けた取組や地域におけ

る金融機能の高度化が必要。

⇒ 金融等による「地域企業応援パッケージ」を策定し、産業・金融両面からの政府の支援等を

総合的に実施し、様々なライフステージにある企業の課題解決に向けた自主的な取組を官民一

体で支援する。

企業のライフステージと経営課題（イメージ）

売上高・
利益額

時間

創業・起業

新 興

成 長

成 熟

成長鈍化

生産性の向上
成長のための資金調達

経営改善・生産性向上・体質強化
事業転換・M&A・会社分割

円滑な退出（事業整理）

衰 退

抜本的な事業再生
（過剰債務の解消、事業の再構築）

埋もれている地域資源を活用した事業化 サービス業をはじめとした生産性の向上 再出発に向けた環境整備、事業承継支援等

1

専門人材・資金の確保

金融等による「地域企業応援パッケージ」

資料６－２－６

－ 411 －



〔 埋もれている地域資源を活用した事業化 〕

〔課題〕
地域が人口減少・少子高齢化等に直面する中にあって、地域経済を振興するためには、域外からの収入を増大させ

る取組みが必要。

地域には、優れた伝統工芸、質の高いリゾート、高級食材など、国内だけでなくグローバルにみて魅力のある資源

が活用できずに埋もれている可能性。

〔課題〕
地域が人口減少・少子高齢化等に直面する中にあって、地域経済を振興するためには、域外からの収入を増大させ

る取組みが必要。

地域には、優れた伝統工芸、質の高いリゾート、高級食材など、国内だけでなくグローバルにみて魅力のある資源

が活用できずに埋もれている可能性。

〔総合戦略に掲げる施策〕 （波線は金融庁関連の施策）

地域資源の活用やブランド化等に資する事業に対するクラウド・ファンディングなどの手法を用いた小口投資・寄付等（ふ

るさと投資）について、地方公共団体・金融機関・支援団体等の連携に基づく情報提供や普及に係る適切な体制整備等。

創業による新たなビジネスの創造や第二創業等の支援、 地域資源を活用した「ふるさと名物」の開発支援等。

日本政策投資銀行によるオープンイノベーションを通じたビジネス創造についての地方への普及・展開等。

〔総合戦略に掲げる施策〕 （波線は金融庁関連の施策）

地域資源の活用やブランド化等に資する事業に対するクラウド・ファンディングなどの手法を用いた小口投資・寄付等（ふ

るさと投資）について、地方公共団体・金融機関・支援団体等の連携に基づく情報提供や普及に係る適切な体制整備等。

創業による新たなビジネスの創造や第二創業等の支援、 地域資源を活用した「ふるさと名物」の開発支援等。

日本政策投資銀行によるオープンイノベーションを通じたビジネス創造についての地方への普及・展開等。
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〔総合戦略に掲げる施策〕（波線は金融庁関連の施策）

地域金融機関等による企業の事業性評価に基づく融資・コンサルティング機能の積極的な発揮を促す監督・検査の一層

の推進。

― 地域経済活性化支援機構（REVIC）の事業性評価等をサポートする「特定専門家派遣機能」及び新たに創設する「地域金融機関向け

短期トレーニー制度（仮称）」の活用。

― 目利き力を発揮した無担保・無保証の運転資金融資の円滑化を図るための金融検査マニュアルの明確化 等

「プロフェッショナル人材センター（仮称）」の整備、経営（サポート）人材のマッチングを行うREVICの子会社の設立・稼働。

地域企業の経営基盤の強化等のため、日本政策投資銀行による地域向けリスクマネー供給の強化及び民間金融機関の

供給しにくい分野に対する安心の下支えのための政府系金融機関の機能確保。

中小企業再生支援協議会による中小企業・小規模事業者の再生及び認定支援機関を活用した経営改善計画の策定等支

援等。

〔総合戦略に掲げる施策〕（波線は金融庁関連の施策）

地域金融機関等による企業の事業性評価に基づく融資・コンサルティング機能の積極的な発揮を促す監督・検査の一層

の推進。

― 地域経済活性化支援機構（REVIC）の事業性評価等をサポートする「特定専門家派遣機能」及び新たに創設する「地域金融機関向け

短期トレーニー制度（仮称）」の活用。

― 目利き力を発揮した無担保・無保証の運転資金融資の円滑化を図るための金融検査マニュアルの明確化 等

「プロフェッショナル人材センター（仮称）」の整備、経営（サポート）人材のマッチングを行うREVICの子会社の設立・稼働。

地域企業の経営基盤の強化等のため、日本政策投資銀行による地域向けリスクマネー供給の強化及び民間金融機関の

供給しにくい分野に対する安心の下支えのための政府系金融機関の機能確保。

中小企業再生支援協議会による中小企業・小規模事業者の再生及び認定支援機関を活用した経営改善計画の策定等支

援等。

〔 サービス業をはじめとした生産性の向上 〕

〔課題〕

人口減少等に直面する地域の企業・産業は、成長鈍化・衰退に陥りがち。

早めの経営改善（含む事業転換・Ｍ＆Ａ等）に取り組むことにより、生産性を向上させ、企業・産業の持続可能性を高める。

〔課題〕

人口減少等に直面する地域の企業・産業は、成長鈍化・衰退に陥りがち。

早めの経営改善（含む事業転換・Ｍ＆Ａ等）に取り組むことにより、生産性を向上させ、企業・産業の持続可能性を高める。
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〔基本方針に掲げる施策〕 （波線は金融庁関連の施策）

サービス産業の生産性向上

― よろず支援拠点、地域金融機関、商工会議所、教育機関、地方公共団体、独立行政法人日本貿易振興機構等の連携強化を図り、地

域のサービス産業プラットフォームを形成。さらに、専門支援人材のリスト化、認定支援機関の「見える化」により、事業者と支援人材・機

関とのマッチングを促進。

「プロフェッショナル人材」の地方還流

― プロフェッショナル人材戦略拠点（「人材戦略拠点」）を整備・稼働し、経営（サポート）人材のマッチングを行うREVICの子会社や地域金

融機関等との連携を促進。人材供給側の企業について、従業員等の幅広いニーズの喚起やセカンドキャリア支援制度と連携。

ローカルベンチマーク等の整備

― 地域企業の経営体制の改善等の観点から、ローカルベンチマークを整備し、地域企業に対する産業・金融の支援策において活用。

リスク性資金の充実

― 地域の中核企業を核とした戦略産業を育成するため、REVICや独立行政法人中小企業基盤整備機構によるファンド、株式会社商工組

合中央金庫によるグローバルニッチトップ企業及び地域中核企業等に対する長期性資金や株式会社日本政策金融公庫等による資本性

ローンの活用等を促進。

― 地域金融機関等設立のファンドや株式会社日本政策投資銀行の特定投資業務等を含め、地方向けエクイティファンドの活用を促進。

地域企業・産業の成長戦略策定促進

― 人材・資本を集中的に投じていく分野を地域関係者と明確に共有し、「人材戦略拠点」や地域金融機関の持つビジネスマッチング機能

等と連携しつつ、地域企業・産業の成長戦略策定を促進。

民間金融機関と政府系金融機関との連携強化

― 創業支援等の分野において、地域における金融機能の高度化を図る等の観点から、民間金融機関と政府系金融機関との具体的な協

働案件の発掘、組成を通じたノウハウシェアなどの連携を促進。このため、政府の支援体制を整備。
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〔 再出発に向けた環境整備、事業承継支援等 〕

〔課題〕

事業の改善・再構築が見込めない企業が、事業の将来展望が描くことのできないまま事業を継続。その結果、経営者

自身の再チャレンジが困難になるだけでなく、従業員、取引先等に迷惑をかけるおそれ。

〔課題〕

事業の改善・再構築が見込めない企業が、事業の将来展望が描くことのできないまま事業を継続。その結果、経営者

自身の再チャレンジが困難になるだけでなく、従業員、取引先等に迷惑をかけるおそれ。

〔総合戦略に掲げる施策〕（波線は金融庁関連の施策）

金融機関とREVICが連携したファンドの活用等による抜本的な事業再生支援等の取組の促進。

経営者保証に関するガイドラインの活用やREVICによる経営者保証付債権等の買取り・整理等支援の強化、事業承継の円滑

化等。

〔総合戦略に掲げる施策〕（波線は金融庁関連の施策）

金融機関とREVICが連携したファンドの活用等による抜本的な事業再生支援等の取組の促進。

経営者保証に関するガイドラインの活用やREVICによる経営者保証付債権等の買取り・整理等支援の強化、事業承継の円滑

化等。

5

〔基本方針に掲げる施策〕 （波線は金融庁関連の施策）

事業承継の円滑化、事業再生、経営改善支援等

― 事業承継の機会をとらえて、地域企業が新たな事業展開や必要な経営改善等に取り組むことを促進する観点から、事業引継ぎ支援セ

ンターの拡充や地域金融機関との連携を強化。また、地域の中小企業・小規模事業者が抜本的な事業再生のための対策を策定できるよ

う中小企業再生支援協議会の支援を強化。

円滑な事業整理のための支援

― 円滑な事業整理のための支援として、「経営者保証に関するガイドライン」の利用促進、REVIC の経営者保証付債権等の買取り・整理業

務の活用促進、よろず支援拠点などの中小企業支援機関による相談対応、小規模企業共済制度による廃業準備資金融資、廃業準備資

金融資の自己査定上の扱いの周知等により廃業しやすい環境を整備。

― 地方公共団体の損失補償付制度融資等における求償権放棄を機動的に行うことができるよう、地方公共団体による所要の条例整備等

を促進。
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金融・資本市場活性化有識者会合意見書の概要 

我が国の実体経済の成長を促し、2020 年に向けて東京市場を国際金融センターとして

発展させるためには、高度な技術力や生産基盤を有する企業、豊富な個人資産や年金

資金の存在といった我が国の強みを生かし、金融仲介機能を強化し、成長資金を円滑に

供給する好循環を確立することが重要である。 

これまで、こうした好循環の確立に向けた成果が上がっており、コーポレートガバナン

ス・コード、スチュワードシップ・コードの制定、各種クラウドファンディングの利用促進、地

域経済活性化支援機構（REVIC）等により進められている地域活性化支援ファンド等の活

用、事業性評価に基づく融資の促進、NISAやジュニアＮＩＳＡの導入、GPIF 改革の進捗、

金融経済教育の推進などについて、投資家からも一定の評価を受けていると考えられ

る。 

このような成果を持続的な好循環に結びつけるため、金融・資本市場の一層の改革とし

て、特に以下のものが重要である。 

まず、我が国のコーポレート・ガバナンス改善への動きは形式的なものに留まるべき

ではなく、これが「攻めのガバナンス」の実現を目指すものであることを対外的に情報発

信する必要がある。また、既に一部に、政策保有株について保有意義が認められる場合

を除き保有しない基本方針や企業の中長期的な価値向上の観点からの議決権行使基

準を公表する企業が出てきており、市場から高く評価されている。政策保有株式につい

ては、その保有が企業価値の向上にどのように貢献するかなど、株式保有の経済的合

理性について取締役会において検証し、その結果を反映した政策保有に関する方針を

株主等に説明することなどにより、アカウンタビリティーを果たすよう真摯な対応を求めた

い。なお、銀行等においては市場の急激な変動の下でも金融仲介機能が安定的且つ適

切に発揮されるよう株価変動リスク管理の一層の強化が望まれる。 

次に、我が国における資産運用業の抜本的強化が必要である。このため、世界の資金

と、多様な高度金融人材を惹きつけるような独立性の高いフィデューシャリー・デューティ

ーに立脚した優れたガバナンスや報酬体系を確立することが重要である。また、投資信

託については、大型・長寿ファンドを戦略的に育てること、投資信託販売を残高やパフォ

ーマンス重視のビジネスモデルとすることが重要であり、商品開発、販売、運用、資産管

理に携わる金融機関が顧客のニーズと利益に最適な資産運用が行われるようにする必

要がある。このような顧客にとっての最適な商品・サービスの選択を容易にする観点から、

投資信託の評価会社による評価、格付等も積極的に活用されるべきである。 

銀行・金融業については、欧米でFinTechなど ITベンチャーとの連携・協働等が進み、

また、決済を中心に銀行・金融業務のアンバンドリング化が進行しており、各業務につい

て、顧客のニーズや行動を分析して新顧客を獲得するなどの戦略が必要である。また、

こうした環境変化を踏まえ、シナジー・コスト削減効果を拡大し、顧客にとって最善のサー

ビスが提供されるような、金融グループ全体の高度かつ柔軟な業務運営、ガバナンス・リ

スク管理機能の効率的な充実強化が図られるよう、ビジネスや法制のあり方について検

討を進めるべきである。 
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平成27年度税制改正について

－税制改正大綱における金融庁関係の主要項目-

平成27年1月
金 融 庁

資料 ６－４－１
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１．家計の資産形成の支援と成長資金の供給拡大

1
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◆ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）の拡充・利便性向上

【大綱の概要】

① ジュニアＮＩＳＡの創設

‐ ジュニアＮＩＳＡを創設し、０歳から19歳の未成年者専用のＮＩＳＡ口座の開設を
可能とする （年間投資上限額：80万円）

② ＮＩＳＡの年間投資上限額の引き上げ

‐ 年間投資上限額を現行の100万円から、120万円 に引き上げる

③ ＮＩＳＡの利便性向上

・ ＮＩＳＡ口座開設手続の簡素化
‐ マイナンバーを用いることによる口座開設手続の簡素化については、平成30年分
以後の非課税口座の開設の際に実施できるよう、引き続き検討を行う

・ ＮＩＳＡ口座開設手続の迅速化
‐ 税務当局におけるＮＩＳＡ口座開設手続きの迅速化に向けた所要の措置を講ずる
（金融機関から税務署へのデータの提出方法をe-Taxに一本化する）

2
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◆ ジュニアＮＩＳＡの創設-①

【大綱の概要】 ジュニアＮＩＳＡの創設
ジュニアＮＩＳＡを創設し、０歳から19歳の未成年者専用のＮＩＳＡ口座の開設を可能とする

【問題点】 現状のＮＩＳＡの利用状況については、中高年の投資経験者による利用が大半を占めて
おり、若年層や投資未経験者への投資家のすそ野拡大に資するよう、同制度を拡充する必要が
ある。

＜ジュニアＮＩＳＡのイメージ＞

成人ＮＩＳＡジュニアＮＩＳＡ口座

途中払出し不可

払出す場合は
過去の利益に
対して課税

払出し制限

成人ＮＩＳＡへ
自動で引継ぎ

・・・子・孫等の将来に向けた長期投資

０～17歳
18歳 20歳

18歳以降（※）、払
出しを可能とする。

資金拠出

親・祖父母等

子・孫等

投資信託
・株式等

親権者等が
未成年者の
ために代理し
て運用を行う。

運用管理者
(親権者等)

※ ３月31日時点で18歳である年の１月
１日以降（例：高校３年生の１月以降）

3
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項 目 摘 要

制度を利用可能な者 ０歳～19歳の居住者等

年間投資上限額 80万円

非課税対象 上場株式、公募株式投信等 (※成人ＮＩＳＡに準ずる)

投資可能期間 平成28年４月から平成35年12月末まで (※終了時期は成人ＮＩＳＡに準ずる)

※ 平成35年以降も、口座開設者が20歳に到達するまでは非課税保有を継続可能

非課税期間 投資した年から最長５年間 (※成人ＮＩＳＡに準ずる)

口座開設手続 マイナンバーを提出して口座開設手続を行う （住民票の提出不要）

運用管理

・ 原則として、親権者等が未成年者のために代理して運用を行う

・ 18歳まで払出し制限を課す
※ 災害等やむを得ない場合には、非課税での払出しを可能とする

【制度趣旨】

若年層への投資のすそ野を拡大し、「家計の安定的な資産形成の支援」及び「経済成長に
必要な成長資金の供給拡大」の両立を図ること

【期待される効果】 ① 若年層への投資のすそ野の拡大

② 高齢者に偏在する膨大な金融資産を成長資金へと動かす契機に

③ 長期投資の促進

◆ ジュニアＮＩＳＡの創設-②

4
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◆ ＮＩＳＡの年間投資上限額の引き上げ

【大綱の概要】 ＮＩＳＡの年間投資上限額の引き上げ

年間投資上限額を現行の100万円から、120万円に引き上げる

A 毎月積立
で活用したい
9％

どちらかといえば
Aに近い
31％

どちらかといえば
Bに近い
36％

B 年100万円の
非課税枠について、
一括して投資する
つもりだ

24％

（出典）野村アセットマネジメント「第５回ＮＩＳＡに関する意識調査（平成26年２月調査）」
調査対象：全国の20歳以上の男女40,000人

【参考】

「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」

Ⅳ－３－１－２（７）

少額投資非課税制度を利用する取引の勧誘に係

る留意事項（抜粋）

② 制度設計・趣旨を踏まえた金融商品の提供

ＮＩＳＡが、家計の中長期的な資産形成を後押

しする制度として導入された趣旨を踏まえ、

ＮＩＳＡを利用する顧客に対して、例えば、一定

期間に分割して投資することにより時間的な分

散投資効果が得られる定額積立サービスの提供

（中略）を行うなど、ＮＩＳＡの制度設計・趣旨を踏

まえた金融商品等の提供を行っているか。

○ 毎月積立で活用したいという意向は約４割であり、若年層ほど
その傾向が強い

5
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◆ ＮＩＳＡの利便性向上

【大綱の概要】

○ ＮＩＳＡ口座開設手続の簡素化
マイナンバーを用いることによる口座開設手続の簡素化については、平成29年分ま
では基準日の住所を証する住民票の写し等の提出により重複して非課税口座を開設
することを防止する実務が確立していることを踏まえ、平成30年分以後の非課税口座
の開設の際に実施できるよう、引き続き検討を行う

○ ＮＩＳＡ口座開設手続の迅速化
税務当局におけるＮＩＳＡ口座開設手続きの迅速化に向けた所要の措置を講ずる
（金融機関から税務署へのデータの提出方法をe-Taxに一本化する）

【現状及び問題点】

○ ＮＩＳＡの現状について、

・ 口座開設手続きに住民票の写し等の提出が必要である

・ 口座開設申請から手続き完了まで時間を要する

等、利用者にとって不便な点がある。

○ このため、ＮＩＳＡの普及・定着を図る観点から、同制度の利便性向上・手続の簡素化
を図る必要がある。
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インカムゲイン キャピタルゲイン／ロス

上場株式・公募株式投信 申告分離 申告分離

特定公社債・公募公社債投信 源泉分離 申告分離 非課税 申告分離

デリバティブ取引 申告分離

預貯金等 源泉分離 ―

金融商品に係る課税方式

【現状及び問題点】
○ 金融商品間の損益通算の範囲については、平成25年度税制改正において、上場株式等に加え、特定公社
債等にまで拡大されたところ（平成28年1月実施）。
○ しかしながら、金融商品のうち、デリバティブ取引・預貯金等については、未だ損益通算が認められていない。

◆ 金融所得課税の一体化（金融商品に係る損益通算範囲の拡大）

25年改正により、28年１月から
損益通算が認められる範囲

現在、損益通算が認められてい
る範囲

28年１月～ 28年１月～

【大綱の概要（与党大綱）】

「デリバティブを含む金融所得課税の更なる一体化については、証券・金融、商品を一括して取り

扱う総合取引所の実現にも資する観点から、意図的な租税回避の防止に十分留意し、引き続き

検討する。」

7

更なる一体化については、総合
取引所の実現にも資する観点
から、引き続き検討
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◆教育資金一括贈与に係る贈与税の非課税措置の恒久化

【大綱の概要】
・平成27年12月末とされている期限を、平成31年3月末まで3年3月延長する。
・教育資金の使途の範囲に、通学定期券代、留学渡航費等を加える。
・少額の支払について、領収書に代えて支払金額等を記載した書類の提出を可能にする。

【現状及び問題点】

○ 「教育資金一括贈与に係る贈与税の非課税措置」は、世代間の資産移転を後押ししつつ、贈与された資金

の有効活用を促す仕組みとして、平成２５年４月より導入

○ 本制度は、その創設以来、口座数・設定額ともに順調に推移。

口座数：8万9,095口座、設定額6,048億円 （平成26年9月末信託協会調）

○ 他方、依然として1,600兆円超の個人金融資産の約６割は高齢者世帯に偏重しているほか、子育て世代に

おける教育費負担は重く、同制度を継続するとともに、その使い勝手の向上等を図る必要がある。

祖父母等
（贈与者）

贈 与

金融機関

孫等名義の
教育資金口座

孫等
（受贈者）

※ 贈与者の直系卑属

必要に応じて教育費を払出し
※ 教育費以外で払い出した場合や、使い残しが
あった場合は贈与税課税

※ 対象となる教育費は、学校等に対し直接支払われる
金銭等一定のものが法令等により定められている

受贈者一人当たり上限1,500万円
まで非課税贈与が可能

8
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２．「国際金融センター」の実現に向けた市場環境整備
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【大綱の概要】
投資法人法制の見直しを前提に、（会計）利益を超える金銭の分配の額のうち一時差異等調整引当額（仮）(※)
の増加額に相当する金額を、配当等の額（現行資本の払戻しの額）とする。

【現状及び問題点】

○ 投資法人（Ｊリート）は、会計上の税前利益の90%超を配当する等の要件を満たした場合、税務上、導管体
として扱われ、利益配当を法人税の算定上、損金算入することが可能。

○ ただし、会計と税務の処理の差異（税会不一致）に伴い、会計上の利益と税務上の利益に差異が生じた場合、

現行制度上、会計上の利益を上回る税務上の利益を分配しても課税が発生（これにより、例えば、投資法人の合併

等に支障）。

◆ 投資法人（Ｊリート）における「税会不一致」問題の解消

原価等

例：のれん償却
（会計上は経費）

会計上の利益

会計

原価等

税務

総
費
用

収
入

税会不一致
（税務上は所得）
＝一時差異等調整
引当額（仮）

税務上の利益

税会不一致が
生じた場合 【現行】

会計上の利益を超えた部分は、分配しても
投資法人（Ｊリート）段階において課税対象。
活動の制約となる可能性。

【改正後】

一時差異等調整引当額（仮）の分配について
は税務上配当として扱われ、投資法人段階で
損金算入することができるようになる。

⇒「税会不一致」による課税の発生を解消。

税会不一致の例：
・合併に伴うのれん償却
・定期借地権の償却
・減損損失 等

10

(※) 投資法人法制において、税務上の利益が会計上の利益を上回る金額（税会不一致）を「一時差異等調整引当額（仮）」として、規定することを想定。
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◆ デリバティブ取引の証拠金利子に関する税制措置

【現状及び問題点】

○ デリバティブ取引に起因するシステミック・リスクを抑制するため、平成23年のG20カンヌ・サミットにおいて、
中央清算されない店頭デリバティブ取引に係る証拠金規制の導入が合意されたところ。

○ わが国でも中央清算されない店頭デリバティブ取引について証拠金規制が導入される予定。

○ 諸外国では、金融機関が店頭デリバティブ取引に係る証拠金として海外の金融機関から受け入れた現金担

保の利子について源泉徴収が不要とされる場合が多いが、わが国では源泉徴収が必要。

【大綱の概要】

外国金融機関等が国内金融機関等との間で平成30年3月末までに行う店頭デリバティブ取引に係る証拠金で
一定のものから生じる利子を非課税とする。

【現行税法】

11

＜国内＞ ＜国外＞

外
国
金
融
機
関
等

現金担保差入

国
内
金
融
機
関
等 利子支払

店頭デリバティブ取引

税務署

納付

源泉徴収あり

※中央清算されない場合の関係図
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３．法人税率引下げに伴う検討関係
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協同組織金融機関と銀行との比較

◆ 協同組合の特性を踏まえた法人税に係る軽減税率

【現状及び問題点】
○ 協同組合は、各根拠法に定められた範囲内で会員／組合員間の相互扶助のための事業を行う非
営利の組織。
○ 協同組織金融機関は、一定地区内において、中小企業及び個人など、一般の金融機関から融資
を受けにくい立場にある者を構成員とし、構成員・地域のための貸付等を行っている。
○ 現行、協同組織金融機関については、業務範囲や資本調達手段等が限定されているなか、以上の
ような本来的役割を十全に果たすため、法人税の軽減税率をはじめとする租税特別措置（本則税率19%、
年800万円以下：15%）が講じられている。

【大綱の概要（与党大綱）】 「協同組合等については、特に軽減税率のあり方について、事業分量配当の損
金算入制度が適用される中で過剰な支援となっていないかといった点について実態を丁寧に検証しつつ、今
般の法人税改革の趣旨に沿って、引き続き検討を行う。」
※与党大綱における「法人税改革の趣旨」の記載：「課税ベースを拡大しつつ税率を引下げる」こと

銀行 協同組織金融機関

組織 株式会社組織の営利法人
会員／組合員出資による協同
組織の非営利法人

事業地区 制限なし 定款記載の地区内

業務範囲 制限なし
制度上の要件※１を満たす
会員／組合員が対象

資本調達手段 公募 会員／組合員限定※２

一般事業会社に対する基本税率と協同組合等の軽減税率の比較

※１ （例）信用金庫の場合：従業員300人以下または資本金９億円以下の事業者
※２ 優先出資については、別の規定あり 13
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地域再生に関する取組み(当庁関連項目抜粋) 

▽地域再生計画と連動する施策 

施策名 施策の概要 

地域資本市場育成の

ための投資家教育プ

ロジェクトとの連携

事業 

「地域再生推進のためのプログラム」（平成16年２

月27日地域再生本部決定）では、国が講ずるべき支

援措置の１つとして「投資家教育プロジェクトとの

連携」が盛り込まれているところである。この事業

は、本支援措置を内容とする地域再生計画の認定を

受けた自治体に対し、金融庁職員を講師として派遣

するなどの支援を行う。 

中小企業再生支援協

議会、整理回収機構等

の連携 

地域経済の動向に甚大な影響を与えるといった事態

の発生に伴い、地域企業に対する再生支援を含む各

種施策を集中・連携して実施するため、地域再生計

画の認定を踏まえ、当該地域の地方公共団体におい

て中小企業再生支援協議会、整理回収機構等関係機

関を含む連絡調整組織を整備するとともに、当該地

方公共団体からの要請に応じ、企業再生実務に関す

る説明会等に対し、同協議会等が連携して専門家を

派遣する等、集中的に支援を行う。 

   （注）「中小企業再生支援協議会、整理回収機構等の連携」は、金融庁とともに経済産

業省も所掌。 

資料６－５－１ 
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「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」 

（平成 23 年７月 15 日策定）の概要 

１．ガイドラインの位置づけ 

平成 23年 6月に政府が公表した、東日本大震災に係る「二重債務問題へ
の対応方針」を受け、金融・商工団体の関係者、法務・会計の専門家、学識
経験者などで構成される「研究会」（事務局：全銀協）において決定された、
個人債務者の私的整理に関する民間関係者間の自主的ルール。 

２．ガイドラインの内容（概要） 

（１）対象となる債務者 
○ 震災の影響により、既往債務（旧債務）を弁済することができない又は
近い将来に弁済できないことが確実と見込まれる個人の債務者（住宅
ローン債務者等の非事業者及び個人事業者）。 

○ このような債務者が、法的倒産手続による不利益（注１）を回避しつつ、
債権者との間の私的な合意（私的整理）により、債務免除等を受けるこ
とができるようにする。 

（注１） 法的な制限として、官報掲載、破産手続中の転居・旅行・資格制限、破産管

財人による郵便物管理等。この他、信用情報への登録もあるが、これについて

の登録も行わない。 

（２）対象となる債権者 
○ 主として金融機関等（銀行、信用金庫、信用組合、農林系金融機関、
政府系金融機関、保証会社、貸金業者、リース会社、クレジット会社
等）。相当と認められるときは、その他の債権者を含めることとする。 

（３）弁済計画案の内容及び債務免除額 
○ 弁済計画案の内容（要件）は、債務者の状況（事業者・非事業者の別、
将来収入の有無等）に応じて、複数の類型を用意。 

○ 弁済計画案に記載される主な事項は、①債務者の財産の状況、②債
務弁済計画（原則５年以内、事情により延長可。債務免除等の内容を
含む。）、③資産の換価・処分の方針等。 
事業継続を図る個人事業者については、上記①～③等に加え、震災
の状況を踏まえた事業計画（例えば、損益黒字化原則５年、合理的期
間の延長可等）の提出を求める（注２）。 

（注２） 経営者に対する経営責任は求めない。 
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○ 金融機関（債権者）にとって利用可能とするため、債務免除額は、民事
再生手続又は破産手続と同等（注３）（注４）。 

（注３） 破産手続等より免除額が多く（=債権者にとって不利に）なれば、債権者は、

私的整理を避けて破産申立てを行う恐れ。債権者が敢えて不利なガイドライン

を利用するとなると、株主代表訴訟リスクが高まる等の恐れ。 

（注４） 被災者である債務者への配慮として、生活再建支援金、義援金等を差押禁

止（自由財産）とする立法措置がなされたことからガイドラインにおいても同様

の対応。 

（４）手続の流れ（別紙１参照） 
①債務者が、債務の減免等を求める相手である債権者（対象債権者）に
対して、債務整理を申出（※）。必要書類（財産の状況等）を提出。 
※ 申出の時点から、対象債権者は債権回収等を停止（６か月又は弁済計画の成

立・不成立のいずれか早い時点まで） 

②債務者がガイドラインに則り弁済計画案を作成。 
③第三者機関に登録する専門家（弁護士等）が、弁済計画案がガイドライ
ンに適合していることなどについて報告書を作成（＝第三者機関による
チェック）。 

④債務者が弁済計画案及び報告書を対象債権者に提出・説明等。 
⑤対象債権者が弁済計画案に対する同意・不同意を表明。 
⑥対象債権者全員の同意により、弁済計画成立（※）。 
※ 協議しても、全員の同意が得られない場合は、弁済計画不成立。 

（注５）①、②、④については、第三者機関に登録する弁護士等の支援を受けることも

可能。 

（５）（連帯）保証人に対する配慮 
○ 主債務者が通常想定される範囲を超えた災害の影響により主債務を
弁済できないことを踏まえ、保証人に対しては、その責任の度合いや生
活実態等を考慮して、保証履行を求めることが相当と認められる場合
を除き、保証履行を求めないこととする。保証履行を求める場合には、
保証人についても弁済計画案を作成し、合理的な範囲で弁済の負担を
定める。 

○ 保証履行を求めることの相当性及び保証人の負担の範囲の合理性に
ついては、第三者機関のチェックを受けることとする。 

３．その他 

○ 第三者機関については、全銀協が一般社団法人（「個人版私的整理ガイド
ライン運営委員会」）を設立し、日弁連等の団体の協力を得て専門家を登
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録する（別紙２参照）。 

○ 本ガイドラインに基づき策定された弁済計画により行われた債務免除
については、原則として債権者及び債務者に課税関係が生じないこと
を国税庁に確認。 

○  ガイドラインは、平成 23 年 8 月 22 日から適用開始。 
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（別紙１） 

債務者 第三者機関 債権者 

相談 債務整理につき協議 

債務整理の申出 

必要書類の提出 

申出の受領 

弁済計画案の作成 

※申出から３～４か月以内 

弁済計画案等の受領 

同意・不同意の検討 

弁済計画の成立 

弁済計画の履行 

（資産の換価・処分） 

全債権者 

同意 

一部債権者 

不同意 

協議 

不成立 弁済受領 

【ガイドライン/手続の流れ（概要）】

第三者機関 

経由も可 

申出支援（任意） 

作成支援（任意） 

弁済計画案の 

チェック 

（必須） 

① 

② 

③ 

⑤ 

④ 

⑥ 

第三者機関 

経由も可 
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資料６－７－４ （別紙２） 

個人版私的整理ガイドライン運営委員会について 

（一般社団法人）「個人版私的整理ガイドライン運営委員会」 

委員会 

運営協議会 

（メンバー）

研究会有識者

日弁連代表者

会計士協会代表者

税理士会代表者

預取金融機関各業態

代表者 等

ガイドライン
解釈・運用上の
助言・指導等 

各 県 支 部

（青森、岩手、宮城、福島、茨城）

専門家を事前に本部に

登録して管理。 

本 部（東京）

全国 

銀行 

協会 

債務者 債権者 

③ 弁済計画案の作成支援
及びチェック

（①’ ガイドライン利用申出）
（運営委員会経由の場合）

① 案件相談・ガイドライン利用申出

（債権者に対する直接申出の場合）

弁護士会 

（６１４名） 

税理士会 

（１４３名） 

公認会計士協会 

（１９名） 

不動産鑑定士 

（４９７名） 

専門家の登録
に協力

④ 弁済計画案の伝達

（各債権者にて同意・

不同意の検討）

② 弁済計画案の作成支援

及びチェックを依頼

一般社団法人

を設立

国 
ガイドライン

の運用を支援

(弁護士費用等
の補助等）※カッコ書きは27年3月 31日時点の登録者数。 
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平成 23年 10月 26日

各 位

一般社団法人 個人版私的整理ガイドライン運営委員会

「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」の運用の見直しについて

一般社団法人個人版私的整理ガイドライン運営委員会（理事長：高木新二郎）

では、本年 8月の「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」（以下「ガイ
ドライン」）の適用開始以降、相談・申出の受付や登録専門家の紹介などを行い、

個人債務者の生活や事業の再建を支援してきたところです。

本日、当委員会では運営協議会を開催し、現在住居費負担のない仮設住宅等

に入居している個人債務者の復興を支援すべくガイドラインの運用を見直しま

したので、ご案内申しあげます。

記

○ 運用の見直し

仮設住宅に入居、あるいは家賃補助を受給しているなど、現段階で住居費

負担が発生していない場合であっても、近い将来に住居費負担が発生するこ

とを考慮してガイドラインの要件に合致するか否かを判断することといたし

ました。

以 上

【本件に関するお問い合わせ先】

個人版私的整理ガイドライン運営委員会 山本、藤田、谷川 03-3212-0531 

（ガイドライン運営委員会記者レク資料） 資料６－７－６ 
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平成 24年 1月 25日

各 位

一般社団法人 個人版私的整理ガイドライン運営委員会

「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」の運用の見直しについて

一般社団法人個人版私的整理ガイドライン運営委員会（理事長：高木新二郎）

では、昨年 8月の「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」（以下「ガイ
ドライン」）の適用開始以降、相談・申出の受付や登録専門家の紹介などを行い、

個人債務者の生活や事業の再建を支援してきたところです。

当委員会では 1月 23日に運営協議会を開催し、仙台地裁における自由財産拡
張の認定例の公表を踏まえ、下記の通りガイドラインの運用を見直しましたの

でご案内申し上げます。

今後とも東日本大震災により被災された方々の生活再建、ならびに被災地の

活性化に貢献できるようガイドラインの運営に努めて参る所存です。

記

○自由財産たる現預金の範囲を、法定の 99万円を含めて合計 500万円を目安と
して拡張します。なお、拡張する自由財産の運用にあたっては、例外的な事

情がない限り 500 万円を上限とし、また被災状況、生活状況などの個別事情
によっては減額もあり得ます。

○現預金以外の法定の自由財産（および義捐金等特別法による現預金等の自由

財産）は、法律の定めに従い、本件とは別の自由財産として取扱います。

○地震保険中に家財（差押禁止財産）部分がある場合には、状況によって柔軟

に対応します。

○既に返済したローンの弁済金は、今回の拡張により自由財産になるとしても

返還できません。

以 上

【本件に関するお問い合わせ先】

個人版私的整理ガイドライン運営委員会 山本、藤田、谷川 03-3212-0531

（ガイドライン運営委員会記者レク資料） 資料６－７－７ 
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資料６－７－８ （ガイドライン運営委員会記者レク資料） 

平成 24年 12 月 19 日 

各 位 

一般社団法人                   
個人版私的整理ガイドライン運営委員会 

「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」の運用における決定事項 

～震災後に購入した不動産の取扱いについて～ 

一般社団法人個人版私的整理ガイドライン運営委員会（理事長：高木新二郎）では、

昨年8月の「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」（以下「ガイドライン」）の適

用開始以降、相談・申出の受付や登録専門家の紹介などを行い、個人債務者の生活

や事業の再建を支援してきたところです。 

当委員会では 1２月１８日に運営協議会を開催し、下記の通りガイドラインの運用

について決定しましたのでご案内申し上げます。 

今後とも東日本大震災により被災された方々の生活再建、ならびに被災地の活性

化に貢献できるようガイドラインの運営に努めて参る所存です。  

記 

申出人（被災者）が、震災後に、ガイドラインの運用上の自由財産の範囲内として

取扱われる財産により不動産を買った場合に、取得した不動産を、ガイドライン運用

上の自由財産として取扱う。 

以上 

【本件に関するお問い合わせ先】  

個人版私的整理ガイドライン運営委員会 山本、津崎、谷川 03-3212-0531  
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消費者基本計画（抄） 

３ 適正な取引の実現 （２）商品・サービスに応じた取引の適正化 

３ 適正な取引の実現 

（２）商品・サービスに応じた取引の適正化 

  ③ 詐欺的な事案に対する対応 

    無登録業者等による未公開株の販売等やファンド業者による資金の流用等

の詐欺的な事案が見られるところ、関係機関と連携し、裁判所への禁止命令

等の申立てに係る調査権限等を行使し、金融商品取引法違反行為等が認めら

れた場合には、投資者保護上の必要に応じて、禁止命令等の申立てや無登録

業者等の名称・代表者名・法令違反行為等の公表を行う。【金融庁】 

    詐欺的商法による新たな消費者被害への対応において、無登録業者や無届

募集者等による違法な勧誘行為について、国民に対する情報提供と注意喚起

を引き続き積極的に実施する。また、引き続き、当該業者に対しては、警告

書の発出を行うなどにより、被害の拡大防止等を図る。【金融庁】 

  ④ 投資型クラウドファンディングを取り扱う金融商品取引業者等に係る制度

施策名 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 ＫＰＩ 

③詐欺的な事案に
対する対応 

・無登録業者等に
係る情報収集・
分析の状況（件
数） 
・禁止命令等の申
立て及び裁判所
の禁止命令等の
発出の状況（件
数） 
・金融商品取引法
違反行為等が認
められた業者等
の公表（件数） 

④投資型クラウドフ
ァンディングを取

り扱う金融商品取

引業者等に係る制

度の整備

投資型クラウドフ
ァンディング業者
の登録件数 

⑤金融商品取引法
に基づく適格機
関投資家等特例
業務（プロ向け
ファンド）に関
する制度の見直
しの検討 

投資運用等ワーキ
ング・グループに
おける検討結果を
踏まえた制度見直
しの検討状況 

＜無登録業者やファンド事業者等による詐欺的な事案に対する対応＞
・無登録業者等に係る情報収集・分析

・その結果、必要と認められる場合は、金融商品取引法第 187 条の規定に基

づく調査を実施、金融商品取引法違反行為等が認められたときは、同法第

192 条の規定に基づく裁判所への禁止命令等の申立てや無登録業者等の名

称・代表者名・法令違反行為等を公表

【金融庁】

＜詐欺的商法による新たな消費者被害への対応＞
・政府広報や当庁ウェブサイト等による国民への情報提供、注意喚起

・無登録で金融商品取引業を行っていた者等に対する警告書の発出等

【金融庁】

法令改正を踏まえた、投資型クラウドファンディングに関する、投
資者保護を含めた金融商品取引法の適切な運用【金融庁】

金融審議会「投資運

用等に関するワーキ

ング・グループ」に

おける検討結果を踏

まえた制度見直しの

検討【金融庁】
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の整備 

    投資型クラウドファンディングの利用促進及び投資者保護のための必要な

措置を講ずるために平成26年５月に改正された金融商品取引法等の施行に向

けて、政府令等の制度整備を行うとともに、法施行後においても、投資者保

護の観点から、必要に応じ、監督上の対応を行うなど、適切に対応を行う。

【金融庁】 

  ⑤ 金融商品取引法に基づく適格機関投資家等特例業務（プロ向けファンド）

に関する制度の見直しの検討 

    金融審議会「投資運用等に関するワーキング・グループ」において、投資

家の保護及び成長資金の円滑な供給との観点を踏まえ、適格機関投資家等特

例業務（プロ向けファンド）をめぐる制度の在り方などの課題について検討

し、適格機関投資家等特例業務（プロ向けファンド）の制度の見直し及び検

査・監督体制の強化を検討する。【金融庁】 
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３ 適正な取引の実現 （４）詐欺等の犯罪の未然防止、取締り 

３ 適正な取引の実現 

（４）詐欺等の犯罪の未然防止、取締り 

  ① 特殊詐欺の取締り、被害防止の推進 

    架空請求や金融商品等取引名目等の特殊詐欺の取締りを強化する。また、

携帯電話や預貯金口座を売買するなどの特殊詐欺を助長する行為について関

係法令を駆使して取締りに当たるとともに、犯行に利用された携帯電話の携

帯電話事業者に対する契約者確認の求め、金融機関に対する振込先指定口座

の凍結依頼等の犯行ツール対策を推進し、被害の未然防止、拡大防止を図る。 

    様々な機会を通じて特殊詐欺の最新の手口、発生状況、被害に遭わないた

めの注意点等の情報を提供するなど、特殊詐欺の被害防止のための広報啓発

活動を推進する。【警察庁】 

    金融機関に対し、振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺に関する注意喚起等

を引き続き行うことにより、被害の未然防止及び拡大防止に向けた金融機関

の取組をより一層促進する。【警察庁、金融庁】 

    また、同様の観点から、金融機関における振り込め詐欺への対応状況の検

証を行う。 

    金融機関に対し、不正利用口座に関する情報提供を行うとともに、広く一

般に口座の不正利用問題に対する注意喚起を促す観点から、当該情報提供の

状況等につき、四半期ごとの公表を行う。【金融庁】 

  ④ 偽造キャッシュカード等による被害の防止等への対応 

    偽造キャッシュカード等（偽造・盗難キャッシュカード、盗難通帳、イン

ターネットバンキング）による被害の防止等に向けた金融機関への注意喚起

を実施する。【金融庁、警察庁】 

施策名 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 ＫＰＩ 

①特殊詐欺の取締
り、被害防止の
推進 

特殊詐欺の取締状
況 

④偽造キャッシュ
カード等による
被害の防止等へ
の対応 

「偽造キャッシュカ

ード問題等に対する

対応状況」における

各種指標等 

架空請求や金融商品等取引名目等の特殊詐欺の取締り、特殊詐欺を
助長する犯罪の取締り、犯行ツール対策の推進【警察庁】

特殊詐欺の被害防止のための広報啓発活動の推進【警察庁】

特殊詐欺被害の未然防止に向けた金融機関への注意喚起等【警察
庁、金融庁】

金融機関に対する不正利用口座に関する情報提供等【金融庁】

金融機関への注意喚起【金融庁、警察庁】

金融機関における取組状況のフォローアップ【金融庁】 
※必要に応じ、調査内容について年次で見直しを行う。
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    また、金融機関の犯罪防止策や犯罪発生後の対応措置への取組状況をフォ

ローアップ（偽造キャッシュカード等による被害発生状況や金融機関による

補償状況の四半期ごとの公表、偽造キャッシュカード問題等に対する金融機

関の対応状況に関するアンケート調査の実施及び公表、金融機関における偽

造キャッシュカード等への対応状況の検証）し、各種被害手口に対応した金

融機関における防止策等を促進する。【金融庁】 
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４ 消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成 （２）消費者教育の推進 

４ 消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成 

（２）消費者教育の推進

⑥ 学校における消費者教育の推進

   １）小・中・高等学校等における消費者教育の推進 

    小・中・高等学校等において、学習指導要領に基づき、社会において主

施策名 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 ＫＰＩ 

⑥学校における消
費者教育の推進 

・全国の指導主事等

を対象とする協議

会への参加者人数 

・大学等における消

費者関連（消費者

問題に関する啓

発・情報提供以

外）の取組の割合 

・担当省庁による支

援の状況 

・消費者教育フェス

タの参加者の満足

度増加 

⑦地域における消
費者教育の推進 

・各都道府県におけ

る消費者教育推進

地域協議会の設置

状況 

・全国の指導主事等

を対象とする協議

会への参加者人 

・コーディネーター

育成状況 

・消費生活サポータ

ー数  

・教育委員会におけ

る社会教育関連の

消費者教育の取組

の割合 

 目標：25 年度調

査結果 39.9％か

らの増加 

・担当省庁による支

援の状況 

⑪金融経済教育の
推進 

「家計の金融行動
に関する世論調
査」（金融広報中
央委員会）におけ
る生活設計策定の
有無 
目標：26 年調査
結果 37.3％か
らの増加 

小・中・高等学校等における消費者教育の推進（学習指導要領の周知・
徹底、改訂に向けた検討等）【文部科学省】

大学・専門学校等における消費者教育の推進（取組状況調査と特色ある
取組事例、先進事例や課題等の情報提供及び啓発）【消費者庁、文部科
学省】

副読本や教材などの作成、関係機関が有する情報や知識を活用した教
育・啓発事業やセミナーの開催等【消費者庁、金融庁、総務省、関係省
庁等】

消費者教育等に関する各教科等横断的なプログラムの開発に係る実践研
究、その成果など優れた取組の普及。大学等における消費者庁からの依
頼等に基づく啓発及び情報提供【文部科学省】

地方公共団体における消費者教育推進計画の策定及び消費者教育推進地
域協議会の設置を支援、促進する。【消費者庁】

地域の消費者教育の担い手の連携・協働が図られるよう、消費生活セン
ターの消費者教育の拠点化やコーディネーターの育成、消費生活サポー
ターの養成等の取組を支援する。【消費者庁】

教育委員会を通じた地域における消費者教育（取組実態調査の実
施、実践者向け手引や教材の活用促進等）【文部科学省】

関係機関が有する情報や知識を活用した消費者教育用教材等の作成・配
布、出前講座の実施、又は地域で開催される講座等への講師派遣などの
実施【消費者庁、公正取引委員会、金融庁、総務省、文部科学省、関係
省庁等】

・金融経済教育推進会議を通じ、業態横断的な取組を実施
・各種国際会議における動向や諸外国の取組を日本の金融経済教
育に活用
・金融経済教育用教材の作成・配布
・学校や地域で開催される講座等への講師派遣
・金融サービス利用に伴うトラブル発生の未然防止などに向けた
事前相談の実施
【消費者庁、金融庁、文部科学省、関係省庁等】
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体的に生きる消費者を育む教育を推進するため、その周知・徹底を図る。

また、中央教育審議会の審議を踏まえ学習指導要領の改訂を行うとともに、

改訂された学習指導要領の周知を図る。【文部科学省】 

   ２）大学・専門学校等における消費者教育の推進 

    大学生等に対する消費者教育の推進を図るため、全国の大学等に対して

「消費者教育に関する取組状況調査」を実施し、現状の課題等の分析を行

い、特色ある取組事例や課題等の情報提供及び啓発を行う。【消費者庁、

文部科学省】 

   ３）消費者教育の人材（担い手となる教職員）の育成・活用 

    小・中・高等学校等における教職員の指導力の向上を図るため、消費者

教育等に関する各教科等横断的プログラムの開発に係る実践研究を実施す

るとともに、消費者教育の推進に関する調査研究の成果など優れた取組の

普及を図る。大学等においては消費者庁からの依頼等に基づき、消費者問

題に関する啓発及び情報提供を行う。【文部科学省】 

   ４）学校における消費者教育の推進 

    学習指導要領の内容を反映した副読本や教材などの作成、担当省庁、国

民生活センター、金融広報中央委員会が有する情報や知識を活用した教

育・啓発事業及び教員の指導力向上を目指したセミナーの開催等について、

文部科学省や教育委員会と連携を図るとともに、外部の専門家などの協力

も得ながら、学校における消費者教育の推進を行う。【消費者庁、金融庁、

総務省、関係省庁等】 

 ⑦ 地域における消費者教育の推進

     地方公共団体における消費者教育推進計画の策定及び消費者教育推進地

域協議会の設置を支援、促進する。 

     地域の消費者教育の担い手の連携・協働が図られるよう、消費生活セン

ターの消費者教育の拠点化やコーディネーターの育成、消費生活サポータ

ーの養成等の取組を支援する。 

     全国の教育委員会に対して「消費者教育に関する取組状況調査」を実施

し、現状の課題等の分析を行いつつ、社会教育における教材・手引等を作

成するとともに、講座等で活用されるよう促すなどの周知を図り、社会教

育施設等地域における消費者教育の推進を図る。【文部科学省】 

     担当省庁、国民生活センター、金融広報中央委員会が有する情報や知識

を活用した消費者教育用教材等の作成・配布、出前講座の実施、又は地域

で開催される講座等への講師派遣などを行い、地域における消費者教育の

推進を行う。【消費者庁、公正取引委員会、金融庁、文部科学省、関係省

庁等】 
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⑪ 金融経済教育の推進

   金融に関する基本的な考え方を浸透させるため、金融経済教育推進会議を

通じ、業態横断的な取組を実施する。 

   各種国際会議における動向や諸外国の取組を日本の金融経済教育に活用す

る。 

   金融経済教育用教材の作成・配布、学校や地域で開催される講座等への講

師派遣等について、文部科学省等とも連携を図りつつ実施する。 

   金融サービス利用に伴うトラブル発生の未然防止などに向けた事前相談を

実施する。【消費者庁、金融庁、文部科学省、関係省庁等】 
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５ 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備 （１）被害救済、苦情処理及び紛争解決の促進

５ 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備 

（１）被害救済、苦情処理及び紛争解決の促進 

  ⑤ 金融ＡＤＲ制度の円滑な運営 

    平成21年６月に「金融商品取引法等の一部を改正する法律」（平成21年法

律第58号）が成立し、紛争解決機関の指定制を導入することにより苦情・紛

施策名 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 ＫＰＩ 

⑤金融ＡＤＲ制度
の円滑な運営 

・指定紛争解決機関

の苦情処理手続及

び紛争解決手続の

実施状況（処理件

数） 

・金融トラブル連絡

調整協議会の開催 
 （10 回）（平成
27年度～平成 31
年度 （年２回開
催目処） 

⑧「犯罪利用預金口

座等に係る資金に

よる被害回復分配

金の支払等に関す

る法律」（以下

「振り込め詐欺救

済法」という。）

に基づく被害者の

救済支援等

被害者からの返金
申請の状況 

⑨多重債務問題改
善 プ ロ グ ラ ム
（平成19年４月
20日多重債務者
対策本部決定）
の実施 

・貸金業者から５
件以上無担保無
保証借入の残高
がある人数 

・多重債務に関す
る消費生活相談
の件数・内容

金融トラブル連絡調整協議会等の枠組みを活用した指定紛争解決
機関等の連携強化【金融庁】

指定紛争解決機関の監督等による金融ＡＤＲ制度の円滑な実施
【金融庁】

振り込め詐欺救済法に基づく返金制度の周知徹底、金融機関によ
る「被害が疑われる者」に対する積極的な連絡等の促進【金融
庁、財務省】

＜多重債務問題改善プログラムの実施＞
・多重債務問題及び消費者向け金融等に関する懇談会の開催
【消費者庁、金融庁、警察庁、文部科学省、厚生労働省、内閣府、総

務省、法務省、財務省、経済産業省】 
※関係省庁が十分連携の上、国、地方公共団体及び関係団体が一体となっ
て以下の施策を推進する。 

・ヤミ金の撲滅に向けた取締りの強化【警察庁、金融庁、関
係省庁等】

・丁寧に事情を聞いてアドバイスを行う相談窓口の整備・強化
【金融庁、消費者庁、関係省庁等】

・借りられなくなった人に対する顔の見えるセーフティネット
貸付けの提供【厚生労働省、関係省庁等】

・多重債務者発生予防のための金融経済教育の強化【文部科学
省、金融庁、消費者庁、関係省庁等】
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争解決の中立性・公平性等を確保した裁判外紛争解決制度が創設され、平成

22年４月に施行された。同年10月より指定紛争解決機関が紛争解決等業務を

開始（現在、銀行・保険・証券等、業態別に８つの機関が当該業務に従事。）

していることから、引き続き、金融分野における裁判外紛争解決制度の円滑

な実施を図るとともに、金融トラブル連絡調整協議会等の枠組みも活用し、

指定紛争解決機関等の連携の強化を図る。【金融庁】 

  ⑧ 「振り込め詐欺救済法」に基づく被害者の救済支援等 

    振り込め詐欺救済法に基づく被害者への返金については、引き続き、返金

制度の周知徹底を図るとともに、金融機関による「被害が疑われる者」に対

する積極的な連絡等の取組を促す。【金融庁、財務省】 

  ⑨ 多重債務問題改善プログラム（平成19年４月20日多重債務者対策本部決定）

の実施 

    多重債務問題の解決のために、次の１）から４）までの取組を柱とする

「多重債務問題改善プログラム」を着実に実施し、多重債務問題及び消費者

向け金融等に関する懇談会を開催してフォローアップを行う。【消費者庁、

金融庁、警察庁、文部科学省、厚生労働省、内閣府、総務省、法務省、財務

省、経済産業省】 

   １）丁寧に事情を聞いてアドバイスを行う相談窓口の整備・強化【金融庁、

消費者庁、関係省庁等】 

   ２）借りられなくなった人に対する顔の見えるセーフティネット貸付けの提

供【厚生労働省、関係省庁等】 

   ３）多重債務者発生予防のための金融経済教育の強化【文部科学省、金融庁、

消費者庁、関係省庁等】 

   ４）ヤミ金の撲滅に向けた取締りの強化【警察庁、金融庁、関係省庁等】 
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６ 国や地方の消費者行政の体制整備 （１）国（独立行政法人を含む。）の組織体制の充実・強化 

６ 国や地方の消費者行政の体制整備 

（１）国（独立行政法人を含む。）の組織体制の充実・強化 

  ⑦ 消費者からの情報・相談の受付体制の充実 

    消費者からの①商品や役務、事業者等、②所管の法律・制度、③所管法に関

わる違反疑い・事例などに関する情報・相談・提案を受け付ける体制を維持・

強化して充実に努める（主な窓口は次表のとおり）。 

    また、障害者等の利便性の向上を図る観点から、窓口ごとに受付手段（電話、

ＦＡＸ、メール、ウェブサイト受付窓口等）の拡充について平成 27 年度中に

検討し、可能なものについて対応する。【消費者庁、関係省庁等】 

主な相談等窓口 役割 所管省庁等 電話番号等 

消費者ホットライン 
身近な消費生活に関する相談窓口（消
費生活センター、国民生活センター等）
を案内する。 

消費者庁 
0570-064-370 

（平成27年夏から「１８８」
の番号で運用開始予定）

公益通報者保護制度
相談ダイヤル 

企業の従業員、民間事業者、行政
機関職員等から寄せられる「公益
通報者保護法」に関する各種相談
を受け付ける。 

消費者庁 03-3507-9262 

個 人 情 報 保 護 法
質問ダイヤル 

民間事業者が守るルールである
「個人情報保護法」に関する解釈
などについての疑問に答える。 

消費者庁 03-3507-9160 

食 の 安 全 ダ イ ヤ
ル 

消費者等からの食品の安全性に関する
情報提供、質問、意見等を受け付ける。 食品安全委員会 03-6234-1177 

審査局管理企画課情
報管理室 

独占禁止法違反被疑事実に関する
情報提供について、電話や書面の
ほか電子申告を受け付ける。 

公正取引委員会 

・03-3581-5471
・電子申告窓口 
http://www.jftc.go.jp/
soudan/denshimadoguchi
/index.html 

公正取引委員会 
官房総務課 

独占禁止法等に関する一般相談に
ついて、来訪や電話等による相談
を受け付ける。 

公正取引委員会 03-3581-5471 

警察相談専用電話
「♯9110」番 

犯罪の未然防止など生活の安全を
守るための相談等に応じる。 警察庁 ♯9110 

金 融 サ ー ビ ス 利
用者相談室（金融
円 滑 化 ホ ッ ト ラ
インを含む。） 

金融サービス利用者からの相談等を一
元的に受け付ける。 金融庁 

・0570-016811 
（ナビダイヤル） 
 03-5251-6811 
（ＩＰ電話） 

施策名 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 ＫＰＩ 

⑦消費者からの情
報・相談の受付
体制の充実 

各窓口での情報・
相談の受付・対応
状況 

各府省庁等が設置する、消費者からの情報・相談を受
け付ける体制の維持・強化【消費者庁、関係省庁等】

受付手段の
拡充を検討
【消費者庁
関係省庁】
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・FAX 03-3506-6699
・ウェブサイト受付窓口 

https://www.fsa.go.j
p/opinion/ 

中 小 企 業 等 金 融
円滑化相談窓口 

様々な状況に置かれた借り手の相
談・要望・苦情に一元的に答える。 金融庁 

下記ウェブサイト参照 
http://www.fsa.go.jp/n
ews/24/ginkou/20130222
-1a.html 

デ ィ ス ク ロ ー ジ
ャー・ホットライ
ン 

金商法上の開示義務違反等に係る
情報収集を目的としている。 金融庁 

・FAX 03-3506-6156 
・ウェブサイト受付窓口 

http://www.fsa.go.jp
/receipt/d_hotline/ 

証 券 取 引 等 監 視
委 員 会 情 報 提 供
窓口 

証券市場に関する一般投資家等か
らの情報を受け付ける。 

金融庁（証券取
引等監視委員
会） 

・0570-00-3581 
(ナビダイヤル)

 03-3581-9909 
 （一部のＩＰ電話等） 
・FAX 03-5251-2136 
・ウェブサイト受付窓口 

https://www.fsa.go.j
p/sesc/watch/ 

年 金 運 用 ホ ッ ト
ライン 

投資運用業者による疑わしい年金
運用等に関する情報を受け付け
る。 

金融庁（証券取
引等監視委員
会） 

・03-3506-6627 
・ウェブサイト受付窓口
http://www.fsa.go.jp
/sesc/support/pensio
n.htm 

・MAIL pension-hotline@
fsa.go.jp 

電 気 通 信 消 費 者
相談センター 

利用者が電気通信サービスを利用
している際のトラブル等について
電話による相談を受け付ける。 

総務省 03-5253-5900 

農林水産省「消費
者の部屋」 

農林水産省の所管事項について消
費者の相談等を受け付け、情報提
供等を行う。 

農林水産省 03-3591-6529 

経 済 産 業 省 消 費
者相談室 

経済産業省所管の法律、物資やサ
ービス及び消費者取引について、
消費者からの苦情、相談、問合せ
などを受け付け、助言や情報提供
等を行う。 

経済産業省 

・03-3501-4657 
・FAX 03-3501-6202 
・MAIL shohisha-soudan@

meti.go.jp 
下記ウェブサイト参照 
http://www.meti.go.jp/
intro/consult/consult_
01.html#WIN07 

国 土 交 通 ホ ッ ト
ラ イ ン ス テ ー シ
ョン 

国土交通行政に関する要望、意見
等を一元的に受け付ける。 国土交通省 

・TEL 03-5253-4150 
・FAX 03-5253-4192 

自 動 車 不 具 合 情
報ホットライン 

リコール情報等の案内及び、リコ
ールにつながる不具合を早期に発
見するため、自動車ユーザーから
の不具合情報を受け付ける。 

国土交通省 

0120-744-960 
下記ウェブサイト参照 
http://www.milt.go.jp/
RJ/ 

ＭＯＥメール 
環境政策における意見・提案等を
受け付ける。 環境省 

下記ウェブサイト参照 
http://www.env.go.jp/m
oemail 

※上記の窓口の一部は、あっせん、仲介、調停等を行うことができないものも含まれる。 
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資料６－９－１ 

金融庁における金融経済教育への取組み 

   平成２７年６月末現在 

年 月 内 容 

12 年 6 月   金融審議会答申において、金融分野における｢消費者教育｣の必要性について

言及 

14 年 11 月 「金融サービス利用者コーナー」を金融庁ウェブサイトに新設 

学校における金融教育の一層の推進のため、文部科学省に対して文書（「学

校における金融教育の一層の推進について」）で要請 

15 年 10 月 中学生・高校生向け副教材「インターネットで学ぼう わたしたちの生活と

金融の働き」を金融庁ウェブサイトに掲載 

16 年 1 月 「金融経済教育を考えるシンポジウム」を主催(参加者数 284 名) 

5 月 児童・生徒と日常的に接している教師から直接意見を聞くための「金融経済

教育に関する懇談会」を３回開催（５～６月） 

7 月 小学生向けパンフレット｢金融庁 くらしと金融｣の作成・ウェブサイト掲載 

8 月 「初等中等教育段階における金融経済教育に関するアンケート」結果のウェ

ブサイト掲載 

11 月 中学生・高校生向け副教材の改訂・ウェブサイト掲載 

12 月 高校卒業生向けパンフレット「はじめての金融ガイド」の作成・ウェブサイ

ト掲載 

17 年 2 月～3 月 中学生・高校生向け副教材等(1.8 万部）を全国の中学・高校へ配布し、同

時にこれまでの金融庁の取組等への評価を聞くアンケートを実施 

大臣の私的懇談会である「金融経済教育懇談会」を設置（６月までに７回開

催） 

4 月 副教材等配布に際し行った金融経済教育に関するアンケートの回答結果の

公表 

金融庁ウェブサイト「金融サービス利用者コーナー」を「おしえて金融庁」、

「一般のみなさんへ」に再編 

6 月 金融経済教育懇談会において「論点整理」を公表 

7 月 内閣府、金融庁、文部科学省、日本銀行の４者で「経済教育等に関する関係

省庁連絡会議」を設置。同会議において、今後の経済教育等に関しての「工

程表」を作成。 

12 月 小学生向けパンフレット｢くらしと金融｣の改訂 

12 月 

～18 年 1 月 

「お金の使い方と地域社会について考えるシンポジウム」を大阪（12 月 参

加者 359 名）、千葉（1 月 参加者 255 名）にて開催 

18 年 5 月 金融庁ウェブサイト「おしえて金融庁」、「一般のみなさんへ」を改訂し金融

関係団体等へのリンクを充実、KIDS 向けコンテンツを導入 

金融経済教育懇談会（第８回）を開催し、取組み状況を報告。 

全国の財務局・財務事務所において学校教師との懇談会を実施（19 年３月

末まで） 

9 月 学校における金融経済教育の一層の推進のため、文部科学省に対して文書

（「学校にける金融経済教育の一層の推進について」）で要請。 

12 月 財務局・財務事務所を通じ、都道府県教育委員会に対し、教員向け研修会等

において、金融経済教育関係のカリキュラムを取り上げることを文書で要

請。 

19 年 1 月 「お金の使い方について考えるシンポジウム」を愛知にて開催 

（参加者 290 名）。 
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年 月 内 容 

2 月 高校卒業生向けパンフレット「はじめての金融ガイド」を大幅改訂し、全国

の高等学校に加え、大学生協、消費生活センター、ハローワーク等に広く配

布（10 万部）するとともに、ウェブサイトに掲載。19 年５月増刷・配付（17

万部）。 

3 月 中学生・高校生向け副教材を改訂し、中学生向け図説パンフレットと高校生

向けパソコンソフトを作成。全国の中学・高校へ配布するとともに、ウェブ

サイトに掲載。 

4 月～6 月 財務局・財務事務所とともに全国の都道府県教育委員会及び県庁所在地の市

教育委員会を訪問し、当庁作成のパンフレット等の活用及び多重債務者発生

予防に関する教育の実施を要請（40 県）。 

9 月 借金（多重債務）問題に関する啓発リーフレットを作成し、ウェブサイトに

掲載するとともに、全国の高等学校へ配付(約６万部)。 

9 月 

～20 年 3 月 

「生活設計・資産運用について考えるシンポジウム」を広島（９月 参加者

173 名）、大阪（11 月 参加者 164 名）、東京（12 月 参加者 96 名）、愛知（20

年１月 参加者 219 名）、宮城（３月 参加者 152 名）で開催。 

10 月 地方公共団体が行う多重債務者発生予防のための金融経済教育推進の取組

みを支援するため、借金（多重債務）問題に関する啓発リーフレット(約 69

万部)及び「はじめての金融ガイド」（約 27 万部）を全国の都道府県・市区

町村に配布。 

学校における金融経済教育の一層の推進のため、文部科学省に対して文書

（「新学習指導要領における金融経済教育に関する記載の充実について」）で

要請。 

20 年 1 月 小・中・高校の社会科・家庭科の教科書製作会社（17 社 32 名）を対象に金

融経済教育に関する説明会を開催。 

3 月 借金（多重債務）問題に関する啓発リーフレット（改訂版）を全国の地方公

共団体へ配付(約 30 万部)。 

全国の中学・高校・高専・短大・大学の要請に応じ、金融庁作成の教材を無

償配布（中学生向け図説パンフレット約 4 万 7 千部、高校生向けパソコンソ

フト、約 2 千枚）、「はじめての金融ガイド」約 30 万 2 千部、借金問題に関

する啓発リーフレット約 29 万 7 千枚）。 

多重債務者、振り込め詐欺、偽造盗難キャッシュカード等の金融トラブルの

未然防止のため、「はじめての金融ガイド」と併せて活用できるＤＶＤ教材

を作成。全国すべての地方公共団体、大学・短大・高専・高等学校に配布（20

年５月）。 

「はじめての金融ガイド」の活用促進を図るため、講師用指導マニュアルを

作成し、ウェブサイトに掲載。 

4 月 

～21 年 3 月 

大学、高校、地方公共団体等の要請に応じ、金融庁作成の教材を無償配布

（「はじめての金融ガイド」約 18 万 1 千部、借金問題に関する啓発リーフレ

ット約 3 万 3 千枚）。 

6 月 

～21 年 3 月 

「生活設計・資産運用について考えるシンポジウム」を福岡（６月 参加者

134 名）、金沢（９月 参加者 102 名）、札幌（11 月 参加者 172 名）、高松（２

月 参加者 111 名）、熊本(３月 参加者 159 名)で開催。 

21 年 4 月 

～22 年 3 月 

大学、高校、地方公共団体等の要請に応じ、金融庁作成の教材を無償配布

（「はじめての金融ガイド」約 23 万 2 千部）。 

22 年 1 月～3 月 「生活設計・資産運用について考えるシンポジウム」を沖縄（１月 参加者

130 名）、東京（２月 参加者 97 名）、大阪（２月 参加者 59 名）、広島（２

月 参加者 104 名）、愛知(３月 参加者 167 名)、宮城(３月 参加者 180

名)で開催。 
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年 月 内 容 

4 月 

～23 年 3 月 

大学、高校、地方公共団体等の要請に応じ、金融庁作成の教材を無償配布

（「はじめての金融ガイド」約 17 万 9 千部）。 

11 月 

～23 年 3 月 

「生活設計・資産運用について考えるシンポジウム」を福岡（11 月 参加者

175 名）、金沢（11 月 参加者 151 名）、高松（12 月 参加者 197 名）、東京

（１月 参加者 107 名）、札幌（２月 参加者 128 名）、熊本(３月 参加者 170

名)で開催。 

12 月 

～23 年 3 月 

未公開株取引に関するトラブルの発生や拡大を防止するためのパンフレッ

ト「実例で学ぶ「未公開株」等被害にあわないためのガイドブック」を作成

し、ウェブサイトに掲載。また地方公共団体等の要請に応じ、無償配布(約

52 万部）。 

23 年 4 月 

～24 年 3 月 

地方公共団体等の要請に応じ、金融庁作成の教材を無償配布（「実例で学ぶ

「未公開株」等被害にあわないためのガイドブック」約 19 万部）。 

5 月 各財務局、各金融広報委員会に対して、「金融経済教育に関する各地での協

力」について依頼する事務連絡文書を金融庁、金融広報中央委員会の連名で

発出。 

10 月 「はじめての金融ガイド」を「基礎から学べる金融ガイド」として改訂し、

ウェブサイトに掲載。あわせて、講師用指導マニュアルについても改訂し、

ウェブサイトに掲載。 

10 月 

～24 年 3 月 

大学、高校、地方公共団体等の要請に応じ、金融庁作成の教材を無償配布 

（「基礎から学べる金融ガイド」約 33 万部）。 

12 月 「基礎から学べる金融ガイド」及び同「講師用指導マニュアル」を全国の 

大学、高校、地方公共団体等へ配布。  

11 月～12 月 「金融トラブルに巻き込まれないためのシンポジウム」を名古屋（11 月参

加者 124 名）、那覇（12 月参加者 140 名）で開催。 

24 年 1 月 「金融トラブルに巻き込まれないためのシンポジウム」を広島（1 月参加者

152 名）、大阪（1 月 参加者 134 名）で開催。 

11 月 

～25 年 4 月 

有識者、業界団体の担当者、文科省、消費者庁が参加し、金融庁金融研究セ

ンターで「金融経済教育研究会」を開催。（平成 25 年 4 月までに 7 回開催）

11 月 

～25 年 3 月 

「金融トラブルに巻き込まれないためのシンポジウム」を高松（11 月参加

者 175 名）、札幌（11 月参加者 134 名）、さいたま（12 月参加者 108 名）、熊

本（1 月参加者 121 名）、金沢（3 月参加者 110 名）、福岡（3 月参加者 149

名）開催。 

12 月 「基礎から学べる金融ガイド」及び同「講師用マニュアル」、「実例で学ぶ「未

公開株」等被害にあわないためのガイドブック」を全国の大学、高校、地方

公共団体へ配布。 

25 年 4 月 金融経済教育研究会において「金融経済教育研究会報告書」を公表。 

（平成 25 年 4 月 30 日） 

4 月 

～26 年 3 月 

大学、高校、地方公共団体等の要請に応じ、金融庁作成の教材を無償配布（「基

礎から学べる金融ガイド」約 24 万部、「実例で学ぶ「未公開株」等被害にあ

わないためのガイドブック」約 18 万部）。 

6 月 金融広報中央委員会で「第 1 回金融経済教育推進会議」を開催。 

11 月 

～26 年 3 月 

リーフレット「最低限身に付けるべき金融リテラシー（4 分野・15 項目）」

を作成し、ウェブサイトに掲載。また、全国の学校や地方公共団体等に、無

償配布（約 27 万部）。 
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年 月 内 容 

 12 月 金融広報中央委員会で「第 2 回金融経済教育推進会議」を開催。 

12 月 

～26 年 2 月 

「金融リテラシー（知識・判断力）を身に付けるためのシンポジウム」を那

覇（12 月 参加者 84 名）、大阪（12 月 参加者 134 名）、仙台（2 月 参加者

110 名）、広島（2 月 参加者 117 名）、名古屋（2 月 参加者 144 名）で開催。

26 年 4 月 

～27 年 3 月 

大学、高校、地方公共団体等の要請に応じ、金融庁作成の教材を無償配布（「基

礎から学べる金融ガイド」約 26 万部、「実例で学ぶ「未公開株」等被害にあ

わないためのガイドブック」約 21 万部、リーフレット「最低限身に付ける

べき金融リテラシー（4 分野・15 項目）」約 9 万部）。 

4 月～7 月 大学生に対して、「金融リテラシー・マップ」に基づいた授業を関係団体と

連携して実施（2 大学）。 

6 月 金融広報中央委員会で「第 3 回金融経済教育推進会議」を開催。 

金融経済教育推進会議において、最低限身に付けるべき金融リテラシーの項

目別・年齢層別スタンダード「金融リテラシー・マップ」を公表。 

「家計管理と生活設計について考える相談会」を東京（6 月 12 日～14 日）

で開催。 

11 月 

～27 年 2 月 

「金融リテラシー（知識・判断力）を身に付けるためのシンポジウム」を金

沢（11 月 参加者 87 名）、札幌（11 月 参加者 153 名）、福岡（11 月 参加者

121 名）、熊本（2 月 参加者 192 名）、高松（2 月 参加者 107 名）で開催。 

12 月 金融広報中央委員会で「第 4 回金融経済教育推進会議」を開催。 

27 年 1 月 経済協力開発機構（OECD）、アジア開発銀行研究所（ADBI）及び日本銀行と

の共催により、ADBI・OECD・日本 ハイレベル・グローバル・シンポジウム

「金融教育を通じたより良いライフプランニングの促進」を東京で開催（1

月 22、23 日）。 

4 月～7 月 大学生に対して、「金融リテラシー・マップ」に基づいた授業を関係団体と

連携して実施（4 大学）。 

6 月 金融広報中央委員会で「第 5 回金融経済教育推進会議」を開催。 

金融経済教育推進会議において、「金融リテラシー・マップ」を改訂し、公

表。 
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大学生に対して、金融経済教育を体系的に行う必要があるため、大学の

教養課程などにおいて、「金融リテラシー・マップ」に基づいた授業の実施

を検討してもらうよう、大学に対して働きかけを行う。

平成27年４月より、４大学において講義を実施。

（東京家政学院大学、青山学院大学、金沢星稜大学、県立広島大学）

金融庁、金融広報中央委員会及び関係団体（※）が連携し、

「金融リテラシー・マップ」に基づいた内容の「連携講義」をオムニバス形式

で実施。

※関係団体 ： 全国銀行協会、日本証券業協会、投資信託協会、

生命保険文化センター、日本損害保険協会、日本FP協会 等

大学における金融経済教育

平成27年度 金融庁の取組内容

講義の実施

資料６－９－２

－ 471 －



資料６－９－３ 

リーフレット「最低限身に付けるべき金融リテラシー（４分野・15 項目）」 

ウェブサイトアドレス 

http://www.fsa.go.jp/news/25/sonota/20131129-1/01.pdf
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一般社会人やこれから社会人となる大学生、高校生を対象とした金融取引等の基礎

的知識に関するガイドブック「基礎から学べる金融ガイド」 

ウェブサイトアドレス 

http://www.fsa.go.jp/teach/kou3.pdf

－ 473 －



未公開株取引等に関するトラブルについて、被害の発生や拡大を防止するため、実

例を基に分かりやすく解説した内容のガイドブック 

「実例で学ぶ「未公開株」等被害にあわないためのガイドブック」 

ウェブサイトアドレス 

http://www.fsa.go.jp/common/about/pamphlet/mikoukaikabu.pdf
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資料６－９－５ 

金融知識普及等を目的として金融機関団体等が開催した 

各種事業に対する金融庁の「後援」名義使用承認状況 

承認日 主   催 開催日(期間) 事 業 等 の 名 称 

26/7/3 日本ファイナンシャル・

プランナーズ協会 

26年 10月～11月 平成 26年度「FPの日 

（全国一斉 FPフォーラム）」 

26/8/4 特定非営利活動法人 

金融知力普及協会 

27年 2月 15日 第 9回全国高校生金融経済クイ 

ズ選手権「エコノミクス甲子園」

26/8/19 日本証券業協会 26年 10月 18日 平成 26年度 

「教育管理職セミナー」 

26/8/19 日本証券業協会 26 年 9 月 15 日～

11月 15日 

平成 26年度「投資の日」 

記念イベント 

26/11/28  投資信託協会 27年 1月 24日、 

2月 8日 

投信フォーラム 2015(神戸) 

及び 2015（福岡） 

27/3/6 公益財団法人生命保険 

文化センター 

27年 5月 21日～9

月 4日 

第 53回中学生作文コンクール 

27/3/27 金融広報中央委員会 27 年 8 月 11 日～

12 日 

2015 年度「先生のための金融 

教育セミナー」 

27/4/30 金融広報中央委員会 27年 5月 20日 

～28年 3月 20日 

第 48回「おかねの作文」 

コンクール（中学生向け） 

27/4/30 金融広報中央委員会 27年 5月 20日 

～28年 3月 20日 

第 13回「金融と経済を考える」

高校生小論文コンクール 

27/4/30 金融広報中央委員会 27年 5月 20日 

～28年 3月 20日 

第 12回金融教育に関する 

小論文・実践報告コンクール 

27/5/7  投資信託協会 27年 5月 16日、 

6月 20日 

投信フォーラム 2015(岐阜) 

及び 2015（鹿児島） 

27/6/3 日本証券業協会 27年 7月 27日 

～8月 19日 

教員向け金融経済夏期セミナー 

27/6/3 ㈱日本経済新聞社 27年 1月 1日～ 

29年 12月末日 

第 2回日経未来投資プログラム 

27/6/3 ㈱日本経済新聞社 27年 5月～ 

28年 1月 

第 16回日経 STOCK リーグ 

27/6/3 全国公民科・社会科 

教育研究会 

27 年 8 月 4 日～6

日 

証券・経済セミナー 
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承認日 主   催 開催日(期間) 事 業 等 の 名 称 

27/6/3 日本ファイナンシャル・ 

プランナーズ協会 

27年 6月～28年 3

月 

平成 27年度「ブロック相談会」

27/6/3 日本ファイナンシャル・ 

プランナーズ協会 

27 年 5 月 11 日～

10月 31日 

小学生『夢をかなえる』 

作文コンクール 

金融知識普及等を目的として金融機関団体等が開催した 

各種事業に対する金融庁の「共催」名義使用承認状況 

承認日 主   催 開催日(期間) 事 業 等 の 名 称 

27/4/30 日本証券業協会 27 年 5 月 30 日

～7月 25日、 

11 月 7 日～12

月 13日 

平成 27年度「金融リテラシー 

習得講座（NISA 対応特別編）」 
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